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第1章 調査の概要 

1-1 調査の背景と目的 

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号。以下「個人情報保護法」とい

う。）が平成 17 年 4 月に全面施行されてから約 3年が経過した。 

個人情報保護法は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していること

にかんがみ、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的に制定され

た法律である。 

すなわち、個人情報保護法は、「個人の権利利益を保護すること」を主目的としつつも、個人情

報の利用が豊かな国民生活の実現に資するものであるとの側面にも配慮することを求めていると

言える。 

しかし、個人情報保護法の全面施行後約 3 年間において、個人情報保護法の趣旨に対する誤解

やプライバシー意識の高まりを受けて、必要とされる個人情報が提供されない、つまり、個人情

報を保護する側面が強調され有益な活用が行われない、いわゆる「過剰反応」（以下「過剰反応」

という。）と言われる現象が見られるようになった。 

「個人情報保護に関するいわゆる『過剰反応』への対応に係る調査」（以下「本調査」という。）

は、このような社会背景を受け、政府における「過剰反応」対策に関する今後の検討及び各地方

公共団体、民間事業者(学校、病院、福祉施設)等が「過剰反応」に対応する際の参考に資する事

例を収集することを目的に実施する。 

上記目的を達成するために、本調査では、個人情報の「適正管理・利用」などを通じて「過剰

反応」に対応している事例を収集し、「過剰反応」を抑制する具体的な取組事例を示すとともに、

都道府県における「過剰反応」の状況及びその対応を把握するものである。 

 

1-2 調査の構成 

本調査は、地方公共団体や民間事業者等各種団体の個人情報の適正な管理・利用を通じて「過

剰反応」の抑制・解消の取組に関するヒアリング調査（以下「取組ヒアリング調査」という。）及

び都道府県に対するアンケート調査（以下「都道府県アンケート調査」という。）から構成される。

以下にそれぞれの調査の概要を示す。 

 
（1）取組ヒアリング調査 

取組ヒアリング調査は、地方公共団体、学校、病院、地域団体等のうち、個人情報の適正管理・

利用を通じて「過剰反応」の抑制・解消に取り組んでいる団体を対象に、他の団体の取組の参考

となる事例を収集することを目的として、総務省の協力を得て実施した（調査期間：平成 20 年 1

月 30 日（水）～3 月 10 日（月））。取組ヒアリング調査では、表 1-1 に示す活動主体ごとに取組

の内容やプロセス、特徴などを中心に把握した。 
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表 1-1 ヒアリング対象分野 

活動主体 ヒアリング対象となる活動 具体例

地方公共団体による個人情報適正活用に向けた
啓発事例

パンフレットや事例集作成など地方公共団体の
個人情報の適正活用に向けた啓発活動など

地方公共団体による要援護者支援の現場におけ
る個人情報適正活用に向けた取組事例

要援護者名簿等の作成に係る個人情報の適正
活用など

地方公共団体による教育機関に対する個人情報
適正活用に向けた啓発事例

公立教育機関に対する教育委員会等の個人情
報の適正活用マニュアル作成など

教育機関
教育現場における個人情報適正活用に向けた取
組事例

連絡網の作成など学校現場における個人情報の
適正活用に向けた取組など

医療・福祉機関
医療・福祉現場における個人情報適正活用に向
けた取組事例

医療・福祉現場における個人情報の適正活用に
向けた取組など

地域団体による個人情報適正活用に向けた啓発
事例

地域における個人情報の適正活用に向けた
啓発活動など

地域団体による要援護者支援における個人情報
適正活用に向けた取組事例

地域における要援護者名簿作成の取組など

地方公共団体

地域団体

 
 
（2）都道府県アンケート調査 

都道府県アンケート調査は、全国 47 都道府県を対象に、「過剰反応」の状況及びその対応策な

どを把握することを目的として行った。概要は以下のとおりであり、質問項目の詳細は巻末の添

付資料を参照されたい。 

 

● 調査対象：全国 47 都道府県 

● 調査期間：平成 20 年 2 月 6日（水）～2月 22 日（金） 

● 調査方法：郵送調査法 

● 質問項目： 「過剰反応」の現状に関する項目：14 項目 

「過剰反応」に対する取組状況  ：13 項目 

「過剰反応」に対する今後の取組： 3 項目  他 

● 回 収 率： 100％ 
 

1-3 本報告書の構成 

本報告書は、全 3章からなる。構成は以下のとおりである。 

第 1章では、報告書の概要として、調査の背景及び目的、調査内容などを示す。 

第 2章では、取組ヒアリング調査の結果を事例集としてまとめる。 

第 3 章では、都道府県アンケート調査の結果をもとに、各都道府県における「過剰反応」の現

状とその取組、今後の取組内容などをまとめ、「過剰反応」の全国的な状況を把握する。 
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第2章 「過剰反応」抑制・解消に向け た個人情報適正活用の取組事例 

2-1 取組ヒアリング調査の概要 

（1）取組ヒアリング調査対象の選定方法 

取組ヒアリング調査は、個人情報の適正活用等を通じて、「過剰反応」に対する抑制・解消の取

組を行っている各種団体に対して、具体的な取組内容などを把握するために行った。 

取組ヒアリング調査の対象を選定するにあたり、事前に各種文献、新聞などメディア情報、イ

ンターネットなどを活用し、「過剰反応」に対する抑制・解消の取組を行っていると思われる各種

団体の洗い出しを行った。その結果、89 団体をヒアリング対象先の候補とし、さらに表 2-1 に示

す基準により選定1し、67 団体に絞り込んだ。これら 67 団体に対し、表 2-2 に示す内容について

電話による簡易ヒアリングを実施し、取組の現状や課題、「過剰反応」の状況などを事前に把握し、

それらの中で 30 件については詳しく調査することとした。 

 

表 2-1 ヒアリング先選定基準 

No. ヒアリング選定基準

1 活動主体が明確であること
2 活動が主体的に行われていること
3 活動が継続的に行われていること
4 参考となる事例であること  

 
表 2-2 電話ヒアリング項目一覧 

No. ヒアリング内容

1 個人情報の適正な収集・提供実施の有無
2 個人情報の適正な収集・提供方法
3 個人情報の収集・提供時の課題
4 個人情報の収集・提供時の課題の克服方法
5 「過剰反応」の有無
6 「過剰反応」への対応方法
7 参考にした事例  

 
 
（2）取組ヒアリング調査対象 

取組ヒアリング調査対象一覧を表 2-3 に示す。 

                                                  
1 各種文献、新聞などのメディア情報、インターネットなどから収集した情報をもとに選定作業を行った 
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表 2-3 取組ヒアリング調査対象一覧 

No. ヒアリング調査対象 取組概要
ページ
番号

（1） 大阪府大阪市 対象者毎に啓発資料を作成し、啓発活動などを実施している 5

（2） 神奈川県
自治会・学校などに向けたパンフレットを作成し、啓発活動に取り組むとともに、個人情報取扱い
のマニュアルの策定を予定している

9

（3） 神奈川県横浜市 市民向けの啓発用Q&Aを作成し、啓発活動などを実施している 13

（4） 群馬県伊勢崎市
「過剰反応」への対応事例などをホームページで公開するなど「過剰反応」抑制に向けた取組を
実施している

18

（5） 東京都 対象者毎に啓発資料を作成し、啓発活動などを実施している 21

（1） 神奈川県伊勢原市 災害時要援護者名簿の作成および関係者間で共有している 27

（2） 神奈川県横須賀市 福祉部門が保有する要援護者情報消防部署と共有している 32

（3） 千葉県野田市 災害時要援護者名簿の作成および関係者間で共有している 37

（4） 東京都渋谷区
「震災対策総合条例」の一部改正により災害時要援護者名簿の作成および関係者間での共有
をしている

42

（5） 東京都豊島区 災害時要援護者名簿の作成および行政内での内部共有と関係者間での一部共有をしている 47

（6） 新潟県長岡市 災害時要援護者名簿の作成および関係者間で一部共有している 51

（7） 北海道室蘭市 災害時要援護者名簿の作成および関係者間で共有のための計画を策定 55

（1） 宇都宮市教育委員会 公立教育機関向けの個人情報の適正活用に関する資料を作成している 60

（2）
川崎市教育委員会・川崎市総合教
育センター

公立教育機関向けの個人情報の適正活用に関する資料を作成している 66

（3） 奈良市教育委員会 公立教育機関向けの個人情報の適正活用に関する資料を作成している 70

（4） 前橋市教育委員会 公立教育機関向けの個人情報の適正活用に関する資料を作成している 73

（1） 川場村立川場小学校 保護者の同意を得るなどし、学校ホームページに児童の活動の様子などを掲載している 77

（2） 江東区立小名木川小学校
学校内での個人情報の取扱いに関する基本指針を作成すると共に保護者の同意を得るなどし
て、連絡網等を作成している

80

（3） 奈良女子大学附属中等教育学校
学校内での個人情報の取扱いに関する基本指針を作成すると共に保護者の同意を得るなどし
て、連絡網等を作成している

84

（4）
社会福祉法人陽光福祉会
太陽の子保育園

保育園内での個人情報の取扱いに関する基本指針を作成すると共に指針の内容について保護
者からの同意を得ている

88

（5） 市立A小学校
学校内での個人情報の取扱いに関する基本指針を作成すると共に保護者の同意を得るなどし
て、連絡網等を作成している

93

（1） 医療法人杏林会　今井病院
個人情報保護方針を作成し、患者から同意を得ることなどにより、受付で患者名を呼ぶなど従来
通り病院運営をしている

96

（2）
医療法人財団アドベンチスト会
東京衛生病院

個人情報保護方針を作成し、患者から同意を得ることなどにより、治療に必要な個人情報の収
集等を行っている

99

（3）
社会福祉法人　東京都社会福祉
協議会

福祉事業者向けに個人情報の保護と活用のための手引書を出版している 103

（4） M市　Y地域包括支援センター
医療機関の個人情報への「過剰反応」に対し、職員の意識向上や医療機関との関係強化を進め
改善している

107

（1） 帯広市町内会連合会 町内会での「過剰反応」を抑制し、適正に利用するための手引書を作成している 111

（2）
常磐地区人権・同和教育推進協議
会

地域団体が「過剰反応」により、従来通りの活動ができなくならないように、勉強会などを通じて
個人情報の適正活用に努めている

115

（3） 若松あんしんネットワーク
地域団体が「過剰反応」により、従来通りの活動ができなくならないように、啓発資料を作成し、
個人情報の適正活用等を啓発している

118

（1） 境港市　米川町防災会 地域団体が災害時の安否確認のため要援護者名簿を、個々人の同意を得ながら作成している 123

（2） 藤枝市上滝沢地区 災害時要援護者名簿の作成および関係者間での共有をしている 126

2－8　地域団体による要援護者支援における個人情報適正活用に向けた取組事例

2－2　地方公共団体による個人情報適正活用に向けた啓発事例

2－3　地方公共団体による要援護者支援の現場における個人情報適正活用に向けた取組事例

2－4　地方公共団体による教育機関に対する個人情報適正活用に向けた啓発事例

2－5 教育現場における個人情報適正活用に向けた取組事例

2－6　医療・福祉現場における個人情報適正活用に向けた取組事例

2－7　地域団体による個人情報適正活用に向けた啓発事例
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2-2 地方公共団体による個人情報適正活用に向けた啓発事例 

（1）大阪府大阪市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 

（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）大阪市における個人情報保護の動き 

平成 7年に大阪市個人情報保護条例（平成 7年 3月 16 日制定）を制定したことで、個人情

報保護への取組が始まった。大阪市では、人権尊重を市の政策の重要な柱と位置付けており、

人権尊重と個人情報は密接に関係することから、積極的に個人情報保護制度の啓発活動や保

護に向けた指導に取り組んでいる。 

平成 17 年には、個人情報保護法の全面施行に伴い大阪市個人情報保護条例を改正するとと

もに、大阪市個人情報取扱指針を策定した。この中で、個人情報保護法の適用を受けない事

業者に対しても一定の努力義務を課している。 

また、平成 17 年 4 月以来個人情報に関する相談窓口を開設している。 
 

（イ）大阪市における「過剰反応」 

「過剰反応」については、地域の町会等の団体から、「個人情報保護法ができて、名簿が作

成できなくなったのか？」、「名簿を作成したいが、作成することに問題はないのか？」、「緊

急時の連絡用の名簿を作成しようとしているが、個人情報保護法を理由に協力が得られない」

などの相談が寄せられている。 

そのような相談に対しては、個人情報保護法のもとでも利用目的を明確にし、本人の同意

を得るなど、必要な手続を踏めば名簿は作成できることを説明している。具体的には、本人

に対し、地域の公益活動などにおいて名簿を作成することや、個人情報を共有化することが

なぜ必要なのか、その趣旨と背景となっている地域活動の意義などを説明することで、個人

情報保護法に従って、活動に必要な個人情報の共有を図っていただくよう対応している。 

 

 

                                                  
2 5,000 人分以下の個人情報を事業活動に利用する者 

《取組の概要》 

 大阪市では、大阪市個人情報保護条例に基づき個人情報取扱指針を策定するなど、個人情報

保護に対する積極的な取組を進めている。また、啓発活動にも力を入れており、事業者、個人

情報保護法の適用を受けない事業者 2、市民団体、一般市民というように対象者別に啓発用の

パンフレットを作成するなど、個人情報保護に対する意識の浸透に努めている。 
 
《取組のポイント》 

啓発用のパンフレットなどの編集方針は「分かりやすく正確に」としている。 
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（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①啓発活動について 

事業者向けには、平成 17 年度に啓発パンフレットを作成し、説明会を実施した。なお、説

明会は平成 18 年度にも行っている。 

個人情報保護法の適用を受けない事業者及び市民団体（以下「市民団体等」という。）向け

には、平成 18 年度に啓発パンフレットを作成した。また、平成 18 年度及び平成 19 年度にそ

れぞれ学習会を 2回ずつ開催し、個人情報保護の浸透に努めている。 

一般市民向けには、平成 18 年度に啓発パンフレットを作成し、市民が身近に接する個人情

報の取扱いについて漫画形式で紹介している。これは、市民には個人情報保護法の体系的な

理解より、個別の事例の直感的な理解を促す方が、個人情報保護の意識が浸透しやすいと考

えたためである。 

その他にもホームページによる啓発活動、広報紙などによる周知などを随時行っている。 

 

②個人情報保護に向けた指導について 

大阪市に指導権限がある事業者3に対し、個人情報の適正な取扱いについて指導している。

また、「出資法人等が講ずべき個人情報の保護措置の指針」（平成 17 年 4 月 1 日制定）を策定

し、大阪市の出資法人などに対して、個人情報保護規定を作成し、必要な措置を講ずるよう

所管局を通じて指導を行っている。 

指定管理者4が取り扱う個人情報については、大阪市個人情報保護条例において、実施機関

が行う個人情報の取扱いに準じるとともに、開示請求等に対しては、実施機関が開示決定等

を行い、指定管理者に対して必要な処理を行わせることを規定し、所管課を通じて指導して

いる。 

 

（イ）取組の特徴 

啓発活動を行う対象によって、提供すべき情報や必要とされる情報が異なる。事業者に分

かりやすい資料が、市民団体等や一般市民に分かりやすいとは限らないことから、啓発対象

者別にパンフレットを作成した。 

事業者向けパンフレットでは、個人情報保護に関する国や大阪市の取組、事業者の義務な

どを中心に記載した。市民団体等向けパンフレットでは、個人情報保護制度の基本的な内容

と誤解されやすいポイントについて Q&A 形式で説明した。一般市民向けパンフレットでは、

漫画形式で市民が日々接する個人情報について、その対応方法を分かりやすく紹介した。 

なお、パンフレットに掲載した事例は、相談窓口や大阪市消費者センターに寄せられた内

容を中心とした。 

また、分かりやすさと同時に「内容の正確さ」が必要であることから、大阪市の公文書館

                                                  
3大阪市が資本金、基本金その他これらに準ずるものを出資している法人（大阪市が設立した地方独立行政法人を除く。）のうち

大阪市等が行う事務又は事業と特に密接な関係にある法人であって市長が定めるもの。また、大阪市等が個人情報を取り扱う事

務の全部又は一部の処理を経常的に委託している法人又は団体で、市長が定めるもの 
4 地方公共団体が、公の施設の管理を行わせるために、期間を定めて指定する団体のこと 
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（大阪市庁内の個人情報保護の業務に携わっている）に依頼し、大阪市個人情報保護条例と

の齟齬がないかなどをチェックした。 

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図 2-1 事業者用パンフレット（一部抜粋） 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図 2-2 個人情報保護法の適用を受けない事業者及び市民団体用パンフレット（一部抜粋） 
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図 2-3 一般市民用パンフレット（一部抜粋） 
 

（ウ）取組による成果 

事業者からの、個人情報保護に関する問い合わせは減ってきている。これは、事業者の個

人情報保護への取組が進んだためと考えられる。また、大阪市の各局や行政区からの問い合

わせも減ってきている。担当者に対する研修の実施や相談などを受け付ける中で、直接、市

民の対応ができるようになったためと考えている。 

一般市民からの相談件数は、平成 18 年度、平成 19 年度とほぼ同じであるが、相談内容に

ついては複雑化の傾向にある。 

 

 

●参考 URL 

・大阪市市民局の個人情報保護に関するホームページ 

http://www.city.osaka.jp/shimin/jinken/04/minkan/index.html 
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（2）神奈川県  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）神奈川県における個人情報保護の動き 

①個人情報保護条例施行までの経緯 

昭和 57 年、神奈川県情報公開推進懇話会から「情報公開制度とは別に、プライバシー保護

制度の確立を早急に図ることが望まれる」との提言がなされ、その後、庁内での検討を経て、

昭和 63 年、学識経験者等による神奈川県個人情報保護推進懇話会が発足、「速やかに個人情

報保護制度の条例化を図るよう希望する」との提言を受け、平成 2 年に神奈川県個人情報保

護条例が施行されている。 

 

②個人情報保護の取組 

神奈川県では、個人情報保護に係る下記の取組を実施している。 

 

表 2-4 個人情報保護の取組一覧 

  

《取組の概要》 

 神奈川県では、個人情報保護制度を周知する取組の一環として、過剰反応対応のパンフレッ

トを作成している。このパンフレットは市町村、自治会、学校などに配布され、様々な場面で

活用されている。 
 また、平成 20 年度からは、自治会、学校向けの「過剰反応」対応マニュアルの作成に取り

組み、平成 21 年度中の配布を予定している。 

 
《取組のポイント》 

県民向けに個人情報保護制度を分かりやすく啓発するパンフレットを作成し配布している。

 

事業者が取り扱う個人情報を登録する制度を実施している。事
業者が申請した個人情報の概要を登録簿として公表し、ホーム
ページや県政情報センター等で縦覧することができる。

「個人情報取扱業務登録簿」の公表

作成したパンフレット等や、個人情報に関する情報をホーム
ページで提供している。

県ホームページでの情報提供

事業者が個人情報保護の措置を講ずる際のよりどころとして、
県が望ましいと考える基本的な方向、方法等を示している。

「事業者が保有する個人情報の取扱い
に関する指針」の公表

県が保有する個人情報の取扱いについて、登録簿を作成してい
る。ホームページや県政情報センター等で縦覧することができ
る。

「個人情報事務登録簿」の公表

年１回開催。個人情報を取り扱う県内事業者団体と主務大臣権
限を有する県担当課が連絡調整を行う。

神奈川県個人情報保護推進会議の開催

毎年10月に実施。パンフレットの配布、ポスターの掲示、パネ
ル展示等を市町村と協力して行う。

個人情報保護啓発強調月間の実施

駅、公共機関等に掲示ポスターの作成・掲示

市町村、消費者団体、事業者団体等に配布するとともに、県政
情報センター等で配布

パンフレットの作成・配布

内 容取 組

事業者が取り扱う個人情報を登録する制度を実施している。事
業者が申請した個人情報の概要を登録簿として公表し、ホーム
ページや県政情報センター等で縦覧することができる。

「個人情報取扱業務登録簿」の公表

作成したパンフレット等や、個人情報に関する情報をホーム
ページで提供している。

県ホームページでの情報提供

事業者が個人情報保護の措置を講ずる際のよりどころとして、
県が望ましいと考える基本的な方向、方法等を示している。

「事業者が保有する個人情報の取扱い
に関する指針」の公表

県が保有する個人情報の取扱いについて、登録簿を作成してい
る。ホームページや県政情報センター等で縦覧することができ
る。

「個人情報事務登録簿」の公表

年１回開催。個人情報を取り扱う県内事業者団体と主務大臣権
限を有する県担当課が連絡調整を行う。

神奈川県個人情報保護推進会議の開催

毎年10月に実施。パンフレットの配布、ポスターの掲示、パネ
ル展示等を市町村と協力して行う。

個人情報保護啓発強調月間の実施

駅、公共機関等に掲示ポスターの作成・掲示

市町村、消費者団体、事業者団体等に配布するとともに、県政
情報センター等で配布

パンフレットの作成・配布

内 容取 組
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（イ）神奈川県における「過剰反応」 

①庁内における「過剰反応」 

個人情報保護法全面施行時には、職員の中に神奈川県個人情報保護条例と個人情報保護法

を混同しているような事例が見られた。神奈川県個人情報保護条例では、個人情報の収集は、

本人から収集することを原則としているが、収集する際に示された利用目的の範囲内であれ

ば、本人の同意がなくても、第三者に個人情報を提供することができる。個人情報保護法で

は第三者提供は本人の同意を得ることを原則とするため、本人の同意がないと第三者提供が

できないのではないかという職員からの問い合わせがあった。 

 

②神奈川県民における「過剰反応」 

県民からは、入院する知人の病室を個人情報だからと教えてもらえなかったという苦情な

どがあった。福祉関係者からは、親を名乗る者から子どもの情報を尋ねられたが、本人確認

ができないので教えられないのでどうしたらよいかという相談、学校や自治会からは、掲載

を拒否されて名簿が作れないといった悩みなど、「過剰反応」と思われる事例があった。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①リーフレットの作成 

平成 17 年度に、リーフレット『個人情報を保護するとともに、有益に利用しましょう』を

3,000 部作成し、市町村、消費者団体、事業者団体等に配布するとともに県政情報センター

等で配布した。これは、個人情報保護法における個人情報の取扱いについての説明を中心に

作成した。 

 

図 2-4 『個人情報を保護するとともに、有益に利用しましょう』（平成 19 年度版） 

（一部抜粋）① 
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②パンフレットの作成 

平成 18 年度には、適切な個人情報の取扱いを分かりやすく示すため、具体的な事例として、

「学校や地域で」「会社や商店で」「病院や診療施設で」「その他」という 4つの場面での 9つ

の Q&A を新たに追加し、リーフレットをパンフレットとして改正した。これは、20,000 部印

刷され、市町村、消費者団体、事業者団体等に配布されるとともに、県政情報センター等で

県民にも配布されたほか、県ホームページにも掲載された。 

 

 

図 2-5 『個人情報を保護するとともに、有益に利用しましょう』（平成 19 年度版） 

（一部抜粋）② 

 

さらに、平成 19 年度には、「過剰反応」の問題が起きているとされる、自治会や学校・幼

稚園・保育園に市町村等を通じて 15,000 部配布した。 

 

③リーフレット・パンフレットの作成方法 

原稿は職員が作成した。具体的な事例については、国のガイドライン等から抜粋して編集

した。内容については、内閣府や掲載する内容を所管する省庁等に確認するとともに、神奈

川県個人情報保護審議会委員を聞いて適宜修正を行った。作成に要した時間は、平成 17 年度

に作成したリーフレットが 2-3 か月程度、平成 18 年度に作成したパンフレットが 1-2 か月で

ある。 

 

（イ）取組による成果 

まだ国や他の自治体で本格的な「過剰反応」への取組が行われていなかったこともあり、

平成 18 年 3 月 24 日に開催された国民生活審議会個人情報保護部会においてリーフレット作

成の取組が紹介されたことがマスコミに取り上げられ、その後、様々な方面からの問い合わ

せを受けた。 

また、具体的な事例を示したパンフレットは好評であった。 
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（ウ）取組の課題 

平成 19 年度に県民を対象に「個人情報保護に関するアンケート」を実施したところ、「本

人の同意があれば名簿が作成できる」ことを「知っている」との回答が 67％であるにもかか

わらず、「学校や地域社会の緊急連絡網のような名簿の作成が中止され、日常生活が不便にな

った」と「感じる」回答が 66％となっている。これは、個人情報保護の制度的な取扱いは知

っていても、取組方法が分からないといった状況が読み取れ、個々の状況に応じた、より具

体的な対応策を提示する必要があると考えている。 

 

（iii） これからの取組 

平成 20 年度から、自治会や学校向けの「過剰反応」対応マニュアルの作成に取り組む。ま

ずは、自治会や学校でどのような「過剰反応」が起きているのか、関係者からの聴き取り調

査により課題を抽出し、関係者や自治体職員等による検討会議を設置して対応策を検討、学

識者による監修を経てマニュアルを完成させる予定である。平成 20 年度中に素案を作成し、

平成 21 年度の配布を予定している。 

 
 

●参考 URL 

・神奈川県の個人情報保護に関するホームページ 

   http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/johokokai/kojin/002.htm 

・パンフレット『個人情報を保護するとともに、有益に利用しましょう』 

   http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/johokokai/kojin/pamphlet.pdf 
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（3）神奈川県横浜市  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）横浜市における個人情報保護の動き 

平成元年、個人情報の電算処理に関する条例を制定し、平成 12 年に横浜市の保有する個人

情報全てに適用されるように「横浜市個人情報の保護に関する条例」を新たに制定した。ま

た、平成 17 年個人情報保護法全面施行に伴い、同条例の全部改正を行った。 

 

（イ）横浜市における「過剰反応」 

横浜市に寄せられる個人情報保護に関する問い合わせの中には、「過剰反応」と受け取れる

ものも相当数見られる。例えば、自治会名簿、サークル名簿、仲間内の名簿などが作れなく

なるのかという問い合わせや、子どもの音楽会で保護者等が写真撮影を行うことを「個人情

報保護」という理由だけで禁止されたという相談などがある。 

ただし、全てが「過剰反応」というわけでもない。例えば、慣例で作成していた名簿につ

いて、個人情報保護法を契機に見直し、作る必要はないと判断したり、あるいは掲載する情

報を少なくしても、それによって特に問題が起きていないということであれば、「過剰反応」

ではなく個人情報の適正な利用と言えると考える。 

 

（ii） 個人情報の適正利用への取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

横浜市で、個人情報保護について実施している取組を表 2－5に示す。 

 

《取組の概要》 

 横浜市では、市民や事業者から寄せられる相談をもとに、個人情報の適正利用に関する『市

民生活における個人情報保護 Q&A』の発行等の啓発活動を行っている。また、市の委託事業者

に対しては、委託業務をする際に、個人情報保護の研修の実施と研修実施報告書、個人情報保

護に関する誓約書の提出を義務付けるなど、全市的な個人情報保護の取組を推進している。 

 

《取組のポイント》 

市民、事業者両者に対し、啓発活動の推進を行っており、特に市の委託事業者に対しては、

個人情報保護の研修を義務付けるなど、理解促進の取組を進めている。 
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表 2-5 個人情報保護の取組一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①庁内の取組 

平成 17 年 4 月、横浜市の個人情報管理体制等を定めた要綱を作成した他、5月には部署ご

とに個人情報漏えい事故等防止対策や事故発生時の対応等を定めるための個人情報保護マニ

ュアルの雛形を作成するなど、個人情報保護の体制づくりを進めた。（マニュアルについては、

庁内の機構改革等に伴い、平成 19 年１月に一部改正） 

また、横浜市個人情報保護審議会とは別に、外部委員による評価委員会を設置しており（一

部委員は同審議会と重複）、横浜市の個人情報の取扱いに関して実地検査の上で問題点等の指

摘を受けている。その指摘及び改善結果（措置結果）をホームページ上で公開している。 

 

②一般市民に対する取組 

一般市民に対しては、個人情報保護法の全面施行に合わせて啓発のためのチラシを 6,000

部制作し、自治会・町内会を通じて配布している。 

また、平成 17 年 4 月に個人情報保護の相談窓口を設置し、相談対応をしている。その相談

内容をもとに平成 18 年 5 月に『市民生活における個人情報保護 Q&A』（以下「Q&A 集」という。）

を 50,000 部制作し、区役所等の窓口で配布した他、自治会・町内会に送付した。さらに、ホ

ームページにも Q&A 集を掲載し、定期的に相談事例を追加している。 

下記のとおり、出前講座を実施している。
平成17年度：22回、平成18年度：31回、平成19年度:41回

市民・事業者への出前講座
実施

上記等の情報提供を行っている。ホームページでの情報提供

相談窓口に寄せられた相談をもとにリーフレット『市民生活
における個人情報保護Q&A』を発行（50,000部）。窓口配布
や自治会・町内会へ送付。ホームページにも掲出。

個人情報相談窓口の設置
Q&Aの発行

個人情報保護法全面施行時に市民・事業者用の啓発チラシを
発行（各6,000部）した。

市民・事業者用啓発チラシ
の配布

市の委託業者等に個人情報を取り扱わせる場合は、目的外利
用や再委託の禁止等に加え、各社で個人情報保護に関する研
修の実施及び「研修実施報告書」・「個人情報保護に関する
誓約書」の提出を契約上義務付けている。

委託業者等への個人情報取
扱特記事項の適用（研修の
義務付け等）

部署ごとに個人情報の漏えい事故防止に向けた対策等を定め
たマニュアルを作成するための雛形を作成し、各部署に配布
した。

職員用個人情報漏えい事故
等防止マニュアルの雛形作
成

内 容取 組

下記のとおり、出前講座を実施している。
平成17年度：22回、平成18年度：31回、平成19年度:41回

市民・事業者への出前講座
実施

上記等の情報提供を行っている。ホームページでの情報提供

相談窓口に寄せられた相談をもとにリーフレット『市民生活
における個人情報保護Q&A』を発行（50,000部）。窓口配布
や自治会・町内会へ送付。ホームページにも掲出。

個人情報相談窓口の設置
Q&Aの発行

個人情報保護法全面施行時に市民・事業者用の啓発チラシを
発行（各6,000部）した。

市民・事業者用啓発チラシ
の配布

市の委託業者等に個人情報を取り扱わせる場合は、目的外利
用や再委託の禁止等に加え、各社で個人情報保護に関する研
修の実施及び「研修実施報告書」・「個人情報保護に関する
誓約書」の提出を契約上義務付けている。

委託業者等への個人情報取
扱特記事項の適用（研修の
義務付け等）

部署ごとに個人情報の漏えい事故防止に向けた対策等を定め
たマニュアルを作成するための雛形を作成し、各部署に配布
した。

職員用個人情報漏えい事故
等防止マニュアルの雛形作
成

内 容取 組
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図 2-6 市民向けチラシ（裏・表） 

 

 

図 2-7 『市民生活における個人情報保護 Q&A』（一部抜粋） 
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③委託業者への個人情報取扱特記事項の適用（研修義務付け等） 

横浜市の委託業者に対しては、個人情報を取り扱う場合、目的外利用や再委託の禁止等に

加え、個人情報保護に関する研修を自ら実施し、その報告書と誓約書を提出することを契約

上義務付けている。これは、委託作業を行う上で必要な個人情報の運用ルールや横浜市個人

情報保護条例に関する知識を身につけてもらうことを意図している。 

 

 

図 2-8 研修実施報告書と個人情報保護に関する誓約書（平成 20 年 3 月現在） 

 
（イ）取組の課題 

横浜市では、市民から個人情報保護ではなくプライバシー問題についての問い合わせを受

けることがあり、その対応は非常に難しい。例えば、同じマンションの住民間でプライバシ

ーに関わる話が広まってしまった場合、個人情報保護法上の問題ではないとして相談を終了

するのでは相談者の不安解消につながらない。また、事例によってはそもそも個人情報に該

当するか判断に迷うものもあり、部署内での検討や内閣府の作成する Q&A、他の市町村の事

例などを参考にして対応しているが、個別の事案におけるあてはめや解釈が難しいため、市

民の納得が得られる回答ができないという課題がある。 

 

（ウ）取組による成果 

個人情報保護に関する相談件数は、市民・事業者ともに平成 17 年度当初と比較すると減少

しており、個人情報保護への理解が進み、不安が軽減された面もあると考えられる。特に事
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業者については、顕著な減少が見られるため、個人情報保護法全面施行から約 3年のうちに、

個人情報保護の体制が整いつつあると考える。 

 
表 2-6 横浜市における相談件数の推移 

35件

71件

131件

事業者

259件224件平成19年度

357件286件平成18年度

464件333件平成17年度

合計個人年度

35件

71件

131件

事業者

259件224件平成19年度

357件286件平成18年度

464件333件平成17年度

合計個人年度

 

 

（iii） これからの取組 

引き続き、庁内においては、個人情報の適正な管理・利用に向け、職員の意識啓発及び自

主点検等を継続して行っていく。市民･事業者についても、研修・説明会やホームページ等を

使って、情報提供を継続していく予定である。 

 

 

●参考 URL 

・横浜市の個人情報保護に関するホームページ 

http://www.city.yokohama.jp/me/shimin/joho/ 
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（4）群馬県伊勢崎市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）伊勢崎市における個人情報保護の動き 

伊勢崎市では平成 11 年に伊勢崎市個人情報保護条例を策定した。その後、平成 17 年に赤

堀町、東村、境町との合併を機に改正を行った。平成 17 年以前の取組は、庁内の個人情報を

外部に流出させない、情報セキュリティの面が強かった。しかし、平成 18 年頃から、個人情

報に対する市民の関心が高くなり、庁内では個人情報の取扱いに関して、若干の混乱が見ら

れたので、個人情報の取扱いに関する広報や研修会などを実施するようになった。 

 

（イ）伊勢崎市における「過剰反応」 

自治区長など行政協力員の個人情報を、転入してきた住民に提供できないという事態が生

じた。これは、複数の区長や PTA 等各種団体から自分たちの個人情報が不特定の人物に提供

されることに対する懸念が出されたため、一部の区長等に関しては、個人情報の提供を取り

やめることにした。個人情報保護法全面施行以前は、特に問題なく転入者に対する区長らの

個人情報の提供は行っていた。 

また、警察署や弁護士、裁判所から、伊勢崎市に対して個人情報を含む情報に関する問い

合わせがあった場合、その情報を依頼先に提供してよいのか判断ができないとの相談が情報

公開兼個人情報保護担当に寄せられた。特に消防や市営病院の救急外来などから裁判所や警

察署に個人情報を提供してよいのかという相談が多かった。その都度、情報公開兼個人情報

保護担当において、伊勢崎市個人情報保護条例に則って、判断を示していた。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

組織的な取組としては、情報公開兼個人情報保護担当を設置したこと、また、平成 19 年

10 月には個人情報保護管理者（課長級）を置くようになった。 

その他の取組として、個人情報保護管理者とその他の職員では通常業務において個人情報

《取組の概要》 

 個人情報保護法の全面施行前に情報公開兼個人情報保護担当を置き、市民及び庁内からの

問い合わせに対応している。 
 また、庁内において個人情報の保護と利用に関する研修会を行っている。一方、市民に対

しては広報・啓発活動を通じて、個人情報への理解促進に努めている。 
 
《取組のポイント》 

専属窓口を設置することで情報の集約及び判断の統一が可能となっている。 
啓発活動の具体的な成果として、一度は中断した行政協力員の名簿の作成が可能となって

いる。 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 19

を取り扱う視点が異なることに配慮し、職員研修を個人情報保護管理者向けとその他の職員

向けに分けて行っている。 

市民に対しては、ホームページなどを通じて啓発活動を行っている。ホームページでは、

個人情報保護制度の概要（伊勢崎市個人情報保護条例や個人情報保護法、個人情報の定義な

ど）について説明するとともに、個人情報の保護と有益な活用を実現するため、「過剰反応」

に関する説明、第三者提供が可能な場合の事例などを示している。 

  

 

 

図 2-9 伊勢崎市の「過剰反応」対策のホームページ 

 

（イ）取組の特徴 

①専属窓口の設置 

個人情報保護法の全面施行に先立ち、平成 17 年 1 月に情報公開兼個人情報保護担当を設置

した。この情報公開兼個人情報保護担当は、伊勢崎市における個人情報の取扱いに関する専

属窓口となっており、市民・事業者の他に職員からの相談も受けるようになっている。 

つまり、市民や職員が個人情報の取扱いで疑問に思うケースなどが相談窓口に集約され、

管理される。この集約・管理されたケースを、伊勢崎市個人情報保護条例などに照らし合わ

せて、庁内の統一見解を示すため、部署によって判断に差が生じることがないなどのメリッ

トが生まれている。 

 

②行政協力員に対する啓発活動 

個人情報保護法全面施行以前、区長や民生委員など行政協力員の個人情報を転入者に知ら

せていた。しかし、個人情報保護法全面施行以降に、一部の区長等から自分の個人情報が不
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特定の人物に提供されることに不安があるとの意見が出されたため、懸念を示した区長等に

関しては転入者への情報提供を取りやめた。また、これがきっかけとなり、庁内においても

行政協力員の情報が一部共有されない事態となった。 

これにより庁内の事務作業が滞ったため、情報公開兼個人情報保護担当が、行政協力員か

ら個人情報の庁内での共有及び転入者への提供に関する同意を得ることを担当課に促した。

これを受けて担当課では伊勢崎市個人情報保護条例について説明するとともに、同意を得る

ため複数回個別に行政協力員に接触し、同意を得る努力をした。 

また、行政協力員の会合などにおいて、担当課が利用目的、庁内での共有、転入者等へ提

供することを口頭で説明した。 

この行政協力員から同意を得る取組は、行政協力員が毎年変わるため、毎年度当初に行う

ようにしている。 
 

（ウ）取組による成果 

市民や職員から、個人情報の取扱いに関する問い合わせが減ってきており、個人情報の適

正利用などに関する理解が深まっていると考えている。 

具体的な成果としては、行政協力員の名簿が庁内で共有できるようになったため、事務作

業を以前のように滞りなく進めることができるようになった。 

 

（iii） これからの取組 

職員に対する個人情報保護と「過剰反応」に対する研修を続けていく。また、研修資料と

して対応事例集を作る予定である。情報公開兼個人情報保護担当に集約される情報を活用し

たい。 

市民向けには、個人情報保護と「過剰反応」に関するパンフレットを作成し、配布する予

定である。 

 

 

●参考 URL 

・伊勢崎市の個人情報に関するホームページ  

http://www.city.isesaki.lg.jp/living/koukai/kojin/kojin_over.htm 
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（5）東京都  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）東京都における個人情報保護の動き 

東京都では、海外における個人情報の保護に係る法制度の動き5を踏まえ、平成元年、東京

都における個人情報保護制度について広い視野から検討を行い、平成 2年 12 月には、東京都

の個人情報の保護に関する条例が可決、公布された。その後、平成 16 年 12 月に改正し、民

間部門の個人情報の取扱いについての規定も盛りこんだ。 

 

（イ）東京都における「過剰反応」 

東京都が設置する相談窓口に寄せられる個人情報関係の相談のうち、いわゆる「過剰反応」

と考えられる相談は 1 割に満たない。寄せられた相談には、例えば、印刷会社が年賀状の印

刷を請け負った時、その納品時に宛名部分にシール等を貼るべきか、保育園保護者会で卒園

ビデオ作りたいが、園長が卒園児以外が写る園行事の撮影を認めてくれない、といったもの

がある。 

 

（ii） 個人情報の適正利用への取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

広報・啓発活動については、啓発用リーフレット『地域のくらしと個人情報』の作成、広

報紙等にリーフレットのダイジェスト版を掲載、ホームページでの情報提供、説明会の実施

などを行っている。 

                                                  
5 1974 年（昭和 49 年）アメリカ「プライバシー法」、1980 年（昭和 55 年）欧州評議会閣僚委員会「個人データの自動処理にか

かる個人の保護に関する条約」採択など 

《取組の概要》 

 個人情報の適正な活用を行うために、啓発用リーフレットの作成、広報紙等にリーフレッ

トのダイジェスト版を掲載、ホームページでの情報提供、説明会の実施といった広報・啓発

活動を事業者、都民、町内会など様々な対象者別に行っている。 

 特に啓発用リーフレット『地域のくらしと個人情報』は、地域における活動を行う町内会

等の団体や個人商店など小規模な事業者を主な対象として、個人情報の適正活用を促す内容

となっている。 

 

《取組のポイント》 

「事業者」、「都民」、「町内会」といった対象者ごとに、それぞれの広報啓発ツールを発行

しており、個人情報の保護や適正活用を分かりやすく伝えている。 
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表 2-7 広報・啓発活動の一覧 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①町内会等向けリーフレット『地域のくらしと個人情報』 

個人情報の保護と適正な活用を行うためリーフレットを制作した。ここでは、名簿作成の

方法などの具体的な問いに対するポイントをまとめている。平成 18 年度に、55,000 部発行

し、区市町村及び全町内会（町内会数 8,443、平成 19 年 1 月 1日現在）に配布した。このリ

ーフレットは非常に好評を得、平成19年5月には東京都広報誌にダイジェスト版を掲載した。

また、教員向けの情報誌『わたしは消費者』にも掲載した。 

平成 19 年度には、内容を充実させた改正版リーフレット 70,000 部を制作し、区市町村及

び町内会に約 40,000 部、民生委員約 10,000 人に配布している。都のホームページにも掲載

している。 

制作は職員が行っているが、東京都情報公開・個人情報保護審議会の堀部政男会長及び藤

原靜雄委員の監修と東京都町会連合会の協力を得た。制作期間は半年程度である。 

上記等の情報提供
ホームページでの情報
提供

平成17年度：<事業者> 15回開催。延べ3,000人参加

<都民> 3回開催。延べ700人参加

平成18年度：<事業者> 6回開催。延べ1,400人参加

<都民> 1回開催。400人参加

平成19年度：<事業者> 3回開催。延べ1,500人参加

<都民> 1回開催。500人参加

説明会の実施

平成19年度『広報東京都』、『東京くらしねっと』、『わたしは消費者』広報紙等への掲載

平成16年度 事業者向け：『個人情報を守ります 東京都の個人情報保護制度』

平成17年度 一般向け ：『個人情報保護制度Q&A』

平成18年度 町内会向け：『地域のくらしと個人情報』

平成19年度 町内会向け：改訂版『地域のくらしと個人情報』

啓発用リーフレットの
作成

内容取組

上記等の情報提供
ホームページでの情報
提供

平成17年度：<事業者> 15回開催。延べ3,000人参加

<都民> 3回開催。延べ700人参加

平成18年度：<事業者> 6回開催。延べ1,400人参加

<都民> 1回開催。400人参加

平成19年度：<事業者> 3回開催。延べ1,500人参加

<都民> 1回開催。500人参加

説明会の実施

平成19年度『広報東京都』、『東京くらしねっと』、『わたしは消費者』広報紙等への掲載

平成16年度 事業者向け：『個人情報を守ります 東京都の個人情報保護制度』

平成17年度 一般向け ：『個人情報保護制度Q&A』

平成18年度 町内会向け：『地域のくらしと個人情報』

平成19年度 町内会向け：改訂版『地域のくらしと個人情報』

啓発用リーフレットの
作成

内容取組
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図 2-10 『地域のくらしと個人情報』（一部抜粋） 

 
②その他の広報物 

東京都では、『地域のくらしと個人情報』以外にも、各種広報ツールを発行しており、対象

者ごとの目的に合った内容となっている。以下にそれぞれの内容を紹介する。 
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図 2-11 事業者向け『個人情報を守ります 東京都の個人情報保護制度』（一部抜粋） 

 

 
図 2-12 一般向け『個人情報保護制度 Q&A』（一部抜粋） 
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（イ）取組の課題 

東京都では、個人情報保護法の理解を深める対策とともに、事業者における個人情報の取

扱いに関する消費者の不安を軽減するための対策も重要であると考えている。そのため、平

成 20 年度は、以下のとおり、都民向け対策と併せて、事業者の個人情報保護への理解を深め、

適切な個人情報の取扱いを促すこととしている。 

 

①町内会・自治会等における適切な個人情報の取扱いの促進 

平成 20 年度「地域の底力再生事業」において、新たに町内会のプライバシーポリシー検討

事業が助成対象となったところである。今後、町内会等に対する講師の紹介や情報提供等、

町内会等を所管する部署と連携して、町会等の適切な個人情報の取扱いを促進する。 

 

②事業者における適切な個人情報の取扱いの促進 

知らないところで自分の個人情報が使われているなど、消費者の不安を背景とした「過剰

反応」に対する対策として、平成 20 年度は、事業者向けのパンフレットを発行し個人情報保

護への理解を深め、事業者の適切な個人情報の取扱いを促進する。 

 

（ウ）取組による成果 

①課題解決のきっかけ 

啓発用リーフレットの反響が非常に大きく、これまでどうしてよいか分からなかった地域

団体等が、対応方法を見つけるきっかけとなっている。 

 

②「過剰反応」と考えられる相談の減少 

必要な情報が提供されないなどの「過剰反応」と考えられる相談は当初に比べ大幅に減少

した。ただし、依然として、自分の情報が悪用されているのではないか等の過敏とも言える

相談は寄せられている。 

 

表 2-8 相談件数の推移 

2,156件362件437件1,357件平成17年度

1,512件271件228件1,013件平成18年度

計行政機関事業者都民等年度

2,156件362件437件1,357件平成17年度

1,512件271件228件1,013件平成18年度

計行政機関事業者都民等年度

平成18年度「東京都個人情報保護制度運用状況年次報告書」より作成
 

 
また、平成 18 年度の内容別の相談件数を見ると、都民等では、「漏えい･紛失」（21.1％）、

「同意のない提供」（20.2％）、「不適正な取得」（19.8％）が多く、個人情報の適正な管理が

なされていないことに対する相談が多い。事業者では、「同意のない提供」（24.1％）「漏えい・

紛失」（10.5％）が多く、第三者提供時の注意事項や漏えい・紛失時の対応に関する相談が多

く見られる。 
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表 2-9 平成 18 年度 内容別相談件数 

1,512

499

91

227

3

313

18

244

16

218

111

合計

100%

33.00%

6.00%

15.00%

0.20%

20.70%

1.20%

16.10%

1.10%

14.40%

7.30%

（％）

100%

36.50%

1.10%

26.60%

0.00%

19.60%

3.30%

2.20%

0.00%

1.50%

14.00%

（％）

271100%228100%1,013合計

9957.00%13026.70%270その他その他

33.50%87.90%80苦情等の窓口対応

721.80%414.90%151開示等
本人関与の仕組

00.40%10.20%2オプトアウト違反

5324.10%5520.20%205同意のない提供個人情報の
第三者提供

91.80%40.50%5委託先等の監督

610.50%2421.10%214漏えい・紛失

00.00%01.60%16情報内容の誤り

個人情報の管理

46.10%1419.80%201不適正な取得

384.40%106.20%63目的外利用個人情報の
取得・利用

行政（％）事業者（％）都民等区分

1,512

499

91

227

3

313

18

244

16

218

111

合計

100%

33.00%

6.00%

15.00%

0.20%

20.70%

1.20%

16.10%

1.10%

14.40%

7.30%

（％）

100%

36.50%

1.10%

26.60%

0.00%

19.60%

3.30%

2.20%

0.00%

1.50%

14.00%

（％）

271100%228100%1,013合計

9957.00%13026.70%270その他その他

33.50%87.90%80苦情等の窓口対応

721.80%414.90%151開示等
本人関与の仕組

00.40%10.20%2オプトアウト違反

5324.10%5520.20%205同意のない提供個人情報の
第三者提供

91.80%40.50%5委託先等の監督

610.50%2421.10%214漏えい・紛失

00.00%01.60%16情報内容の誤り

個人情報の管理

46.10%1419.80%201不適正な取得

384.40%106.20%63目的外利用個人情報の
取得・利用

行政（％）事業者（％）都民等区分

平成18年度「東京都個人情報保護制度運用状況年次報告書」より作成
 

 

 

●参考 URL 

・東京都の個人情報に関するホームページ 

http://www.kojinjoho.metro.tokyo.jp/ 

・『地域のくらしと個人情報』 

http://www.kojinjoho.metro.tokyo.jp/pamphlet/200803.pdf 

・『個人情報保護制度 Q&A』 

http://www.kojinjoho.metro.tokyo.jp/pamphlet/QA.pdf 

・『「個人情報を守ります」東京都の個人情報保護制度』 

http://www.kojinjoho.metro.tokyo.jp/pamphlet/seido.pdf 
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2-3 地方公共団体による要援護者支援の現場における個人情報適正活用

に向けた取組事例 

（1）神奈川県伊勢原市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）伊勢原市における個人情報保護の動き 

伊勢原市では、平成 11 年 4 月に伊勢原市個人情報保護条例が施行された。 

災害時要援護者避難支援については、平成 18 年 9 月から検討が行われ、平成 19 年 3 月に

災害時要援護者避難支援計画が策定され、同年 4 月に施行された。現在は、同支援計画に基

づいて、要援護者の登録と避難支援者等の選定を行っている。 

 

（イ）伊勢原市における「過剰反応」 

支援計画に規定されている対象者と直接相対する民生委員や支援活動の責任者となる自主

防災組織の代表（自治会長）において、個人情報保護法上の義務を負うことを敬遠して、支

援計画への協力を拒否する対応が見られた。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①個人情報収集の方法 

伊勢原市災害時要援護者避難支援計画で要援護者と規定される対象者に対し、民生委員を

介して、避難支援登録カードを配布し、回収している。民生委員が要援護者と既知の場合は、

そのまま訪問するが、既知でない場合は、行政のもつ福祉情報から要援護者を判別し、民生

委員が訪問する旨を事前にことわって、訪問の同意を得た方にだけ、避難支援登録カードを

持って民生委員が直接訪問するという仕組みをとっている。 

《取組の概要》 

 伊勢原市では、災害時要援護者避難支援計画を策定し、民生委員を介した同意方式による

要援護者名簿の作成を行っており、行政、自主防災組織の代表、民生委員で名簿の共有をし

ている。 

 また、災害時要援護者に避難準備情報等を伝達し、避難の支援を行う避難支援者（自主防

災組織代表、民生委員）において、個人情報の保有に対する「過剰反応」が見られたため、

チラシの配布や説明会の実施によりその対応を行っている。 
 
《取組のポイント》 

民生委員のネットワークを利用し、要援護者名簿を作成している。 

避難支援者が個人情報を管理することに対して過剰反応を示したが、チラシ配布と説明会

の実施で緩和している。 
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避難支援登録カードを回収するときに、関係機関で個人情報を共有してもよいかを本人に

確認しており、同意を得たものを「登録台帳その 1」、同意を得ていないものを「登録台帳そ

の 2」として保管している。平成 19 年 11 月時点で、「登録台帳その 1」に記載されている要

援護者は 1,170 名、「登録台帳その 2」には 9名が記載されている。要援護者の対象者総数は

約 2,500 名とされている。 

 

表 2-10 伊勢原市における要援護対象者一覧 

・ 市長が必要と認めるものその他

・ 身体障害者（身体障害者障害程度等級表の級別｢1級及び2級｣

・ 知的障害者（療育手帳判定基準の障害程度「最重度(A1)及び重度
(A2)」）

・ 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の障害等級「1級」）

障害者

・ 要介護高齢者等（要介護高齢者＜要介護3以上＞、寝たきり高齢者及
び認知症）

・ 一人暮らし高齢者

・ 高齢者夫婦等世帯の高齢者

高齢者等

内容対象者

・ 市長が必要と認めるものその他

・ 身体障害者（身体障害者障害程度等級表の級別｢1級及び2級｣

・ 知的障害者（療育手帳判定基準の障害程度「最重度(A1)及び重度
(A2)」）

・ 精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の障害等級「1級」）

障害者

・ 要介護高齢者等（要介護高齢者＜要介護3以上＞、寝たきり高齢者及
び認知症）

・ 一人暮らし高齢者

・ 高齢者夫婦等世帯の高齢者

高齢者等

内容対象者

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-13  要援護者情報共有の手順 

伊勢原市

①民生委員へ協力依頼

②民生委員へ情報提供

③民生委員による要援護者の訪問

④要援護者から避難支援登録
カードの提出（同意確認）

⑤民生委員から市へ避難支援登録
カードの提出

⑥登録台帳の作成

⑦-1 自治会長及び民生委員へ
避難支援について協力依頼

⑦-2 自治会長及び民生委員へ個人
情報の共有について協力依頼

⑦-3 市から登録台帳その1及び

避難支援登録カードの写しを

提供

⑧各自主防災組織（自治会）及び
民生委員による協議

⑨個人情報の管理

要援護者民生委員自主防災組織（自治会）要援護者情報共有の手順 伊勢原市

①民生委員へ協力依頼

②民生委員へ情報提供

③民生委員による要援護者の訪問

④要援護者から避難支援登録
カードの提出（同意確認）

⑤民生委員から市へ避難支援登録
カードの提出

⑥登録台帳の作成

⑦-1 自治会長及び民生委員へ
避難支援について協力依頼

⑦-2 自治会長及び民生委員へ個人
情報の共有について協力依頼

⑦-3 市から登録台帳その1及び

避難支援登録カードの写しを

提供

⑧各自主防災組織（自治会）及び
民生委員による協議

⑨個人情報の管理

要援護者民生委員自主防災組織（自治会）要援護者情報共有の手順

災害時要援護者登録業務
協力要請 了解

要援護者

要援護者の同意を得
た上で情報提供

情報受領

避難支援カード提出避難支援カード受領

訪問

避難支援カード提出避難支援カード受領

説明
了解避難支援への協力依頼

個人情報共有への協力依頼 了解

登録台帳その1等の提供 登録台帳その1等の受領

避難支援者等選出の協議
情報伝達者兼避難支援者、

情報伝達補助員兼避難支援補助員の選出

同意未同意

登録台帳その1

登録台帳その2の管理

登録台帳その1等の管理

登録台帳その2
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  ②共有の内容 

避難支援登録カードは、氏名、性別、生年月日、住所、連絡先、緊急時連絡先、家族構成、

居住建物の構造、普段いる部屋、寝室の位置、日中の活動場所、緊急通報システムの有無、

特記事項を本人又は家族が記入し、自主防災組織が協議の上、避難準備情報等の情報伝達者、

避難支援者を記載する。ここに挙げられた情報を行政（福祉総務課、介護高齢福祉課、障害

福祉課、予防・防災課）、自主防災組織の代表、民生委員が共有する。 

行政においては、要援護者名簿は、保健福祉情報システム内でデータ管理され、また、登

録台帳の原本は紙で保管している。自主防災組織の代表、民生委員には、該当する登録台帳

その 1と避難支援登録カード（図 2-14）の写しが提供されている。 

 

図 

 
 

図 2-14 伊勢原市避難支援登録カード   

 

③支援者（自治会長、民生委員）への説明 

伊勢原市災害時要援護者避難支援計画では、自主防災組織の代表と民生委員が個人情報を

管理することになっており、そのため、自主防災組織の代表と民生委員が、個人情報を流失

させてしまった場合に、自分たちにどう責任が及ぶか不明との危惧があり、支援を行うこと

に消極的な姿勢をとる人も見られた。 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 30

そこで、平成 19 年 12 月から個人情報の保護に関するチラシを制作し、支援者となる自主

防災組織の代表と民生委員に対し配布（配布数：自治会 100 部、民生委員 124 部）し、計 5

回の説明会を実施した。丁寧な説明によって、自主防災組織の代表と民生委員の理解を得る

ことができ、名簿作成を推進することができた。 

 

図 2-15 自治会長、民生委員向けのチラシ 

 
（イ）取組の特徴 

伊勢原市では、民生委員のネットワークを利用した「同意方式」で要援護者名簿を作成し

た。既に顔見知りの関係の中で個人情報の収集を行ったケースが多かったため、要援護者の

「過剰反応」を起こすことなく情報を収集することができた。この方法は、地域付き合いの

関係が保たれている当地域であったからできた方法と言える。 

 

 

（ウ）取組の課題 

「同意名簿その 2」についても、伊勢原市個人情報保護条例第 9 条第１項に基づき、災害

時には自主防災組織の代表や民生委員に提供されるが、その物理的な提供の方法が定まって

いない。災害時には通信手段や交通手段の確保が困難であり、確実な方法が必要になってく

るため、検討していく予定である。 
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（エ）取組による成果 

伊勢原市災害時要援護者避難支援計画に基づき、要援護者名簿の作成を行い、1,170 名の

名簿共有を行っている。 

チラシの配布や説明会によって、避難支援者については、個人情報の使用目的や適正管理

などについて一定の理解を得ている。 

 

（iii） これからの取組 

伊勢原市には、7 つの地区があり、全地区から要援護者名簿作成への協力の了解を得てい

るが、今後必要に応じて、個人情報保護を含めた伊勢原市災害時要援護者避難支援計画の制

度について、広報等により周知を行うこととしている。 

 

 

 ●参考 URL 

・『伊勢原市災害時要援護者避難支援計画』  

http://www.city.isehara.kanagawa.jp/kakuka/fukushi/f-soumu/pdf/hinanshienkeikaku.pdf  
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（2）神奈川県横須賀市   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）横須賀市における個人情報保護の動き 

横須賀市では、以前より一人暮らし高齢者の登録を行っている。これは民生委員を通じて

高齢者の個人情報を取得し、登録したものである。健康福祉部では、平成 5 年から保健福祉

情報ネットワークシステムを運用しており、現在は、そのシステム上で一人暮らし高齢者情

報を管理している。 
 
（イ）横須賀市における「過剰反応」 

横須賀市では、「過剰反応」の事例は見られない。 
以前より一人暮らし高齢者の登録を民生委員の協力を得て行っており、横須賀市が個人情

報を収集・管理する環境整備がされていた。また、一人暮らし高齢者登録人数の増加率は、

個人情報保護法全面施行前後において変化はなく、「過剰反応」による登録の拒否はないもの

と推察される。 
 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）取組のプロセス 

①取組の背景 

横須賀市では、平成 14 年 4 月に高度な情報機能を有する「消防総合情報システム」を導入

しており、そのシステム内に、災害現場での要援護者支援情報を共有することが検討された。 
 

②共有の内容 

共有する個人情報は、長寿社会課の保有する「一人暮らし高齢者」「要介護認定者」、障害

福祉課の保有する「重度障害者」情報である。これらの情報を消防セクションに提供するこ

とは個人情報の目的外利用にあたるため、横須賀市個人情報保護条例に基づき、一人暮らし

高齢者については平成 12 年 12 月に、重度障害者、要介護認定者については平成 13 年 10 月

《取組の概要》 

 横須賀市では、横須賀市個人情報保護条例に基づき横須賀市個人情報保護運営審議会の了承

を得て、福祉関係部局が保有する要援護者（一人暮らし高齢者、重度障害者、要介護認定者）

情報等を消防部署と共有している。 
 
《取組のポイント》 

横須賀市では、以前より一人暮らし高齢者の登録を民生委員を通じて行っていたため、スム

ーズに個人情報を取得することができた。 
一人暮らし高齢者の把握については、住民基本台帳を使用せず、より実態に即した民生委員

の保有する個人情報を用いた。 
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に横須賀市個人情報保護運営審議会に諮問し、ともに了承を得ている。 
ここで共有された一人暮らし高齢者、重度障害者、要介護認定者の情報は、消防局情報調

査課によって「消防総合情報システム」に入力され、共有している。 
 

表 2-11 該当する要援護者と共有する個人情報の内容一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2-16 消防総合情報システム 支援情報画面① 

 

・ 氏名、住所、性別、生年月日、電
話番号、要介護度

・ 要介護度3以上要介護認定者

・ 氏名、住所、性別、生年月日、電
話番号、障害名、障害等級

・ 身体障害等級1・2級

・ 知的障害で、IQ35以下

・ 身体障害等級が3級で
かつIQ36～50以下

重度障害者

・ 本人：氏名、住所、性別、生年月
日、電話番号、かかりつけの医療
機関名、診療科目、主な病名

・ 協力員：氏名、住所、電話番号

・ 緊急連絡先：氏名、電話番号、本
人との続柄

・ 65歳以上一人暮らし高齢者

個人情報の内容対象者の属性対象者

・ 氏名、住所、性別、生年月日、電
話番号、要介護度

・ 要介護度3以上要介護認定者

・ 氏名、住所、性別、生年月日、電
話番号、障害名、障害等級

・ 身体障害等級1・2級

・ 知的障害で、IQ35以下

・ 身体障害等級が3級で
かつIQ36～50以下

重度障害者

・ 本人：氏名、住所、性別、生年月
日、電話番号、かかりつけの医療
機関名、診療科目、主な病名

・ 協力員：氏名、住所、電話番号

・ 緊急連絡先：氏名、電話番号、本
人との続柄

・ 65歳以上一人暮らし高齢者

個人情報の内容対象者の属性対象者
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図 2-17 消防総合情報システム 支援情報画面② 

 
③一人暮らし高齢者情報の取得 

一人暮らし高齢者情報は、民生委員が日々の活動をしている中で取得・保有する情報を利

用している。原則的には、民生委員が自らの情報網で高齢者宅を認識し登録しているが、本

人から登録の要請を受けた場合は、横須賀市から民生委員に対し情報の提供を行っている。 
長寿社会課では、一人暮らし高齢者の登録制度を行っており、得られた個人情報は、平成

5年から保健福祉情報ネットワークシステム上で管理している。 
なお、横須賀市の総人口 429,404 人中、高齢者数は 97,134 人（平成 19 年 10 月１日現在）、

そのうち一人暮らし高齢者登録をしているのは 7,857 人（平成 19 年７月１日現在）である。 
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長寿社会課 障害福祉課 長寿社会課

地図メンテナンス装置

重度障害者一人暮らし高齢者 要介護認定者

一人暮らし高齢者一人暮らし高齢者

民生委員民生委員

情報の取得

地図検索装置

自動出動メンテナンス装置

指令装置

指
令
室

消防局情報調査課 「消防総合情報システム」に入力

・地図上で位置確認 ・文字として個人情報を確認

災
害
現
場

消防･救急車両

車載端末装置

・文字として個人情報を確認

災害時

横須賀市

 
図 2-18 情報整備及び活用フロー 

 
（イ）取組の特徴 

①民生委員を通じたスムーズな個人情報の取得 

横須賀市では、以前より一人暮らし高齢者の登録を行っており、日常的な民生委員の活動

を通じて、一人暮らし高齢者との信頼関係が生まれていた。そのため、「過剰反応」が見られ

ることなく個人情報を取得することができた。 
 

②実態に即した個人情報の利用 

一人暮らし高齢者の把握については、住民基本台帳を用いず民生委員の保有する個人情報

を用いている。その理由は、住民基本台帳では単身となっていても、実際には同居していた

り施設へ入居しているケースも多いため、日常的な個人情報を取得している民生委員の情報

を利用した方がより実態に即しているためである。 
 

（ウ）取組による成果 

消防総合情報システムによる要援護者情報の共有によって、消防担当者の業務は非常にス
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ムーズになっている。災害時に最も重要な情報源は、電話による通報であるが、通報の聞き

取りを行う際、周辺情報として要援護者の有無を同時に把握できるため、迅速な対応ができ

る。 
 

（エ）今後の取組 

現在は、要援護者情報を消防総合情報システムに提供し共有している状態であり、自治会

などと共有していない。災害時における要援護者情報の取扱いの必要性が求められており、

自治会などの関係機関での共有について検討が始まっている。 
 
 
●参考 URL 

 ・横須賀市の災害情報通信ネットワークシステムに関するホームページ 

http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/syoubou/bousai/bousai3.html 
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（3）千葉県野田市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）野田市における個人情報保護の動き 

平成 12 年に野田市個人情報保護条例が施行されている。 
 

（イ）野田市における「過剰反応」 

取組を通じて、特に「過剰反応」は見られておらず、自治会又は自主防災組織（以下「自

治会等」という。）、民生委員・児童委員などからも拒否反応があったという報告は受けてい

ない。 
 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①取組のプロセス 

平成 17 年の水防法一部改正を受けて、洪水ハザードマップの制作に取り組み始めた。しか

し、日本全国で起こっている水害などの状況にかんがみると、マップ作成だけではなく、併

せて災害弱者の支援を行うことが重要と考えられた。そこで、平成 18 年 11 月から要援護者

台帳作成に向けた検討を始めた。また、野田市地域防災計画の中に要援護者支援が謳われて

いたことも、取組理由のひとつとなった。 

約半年の検討を経て、平成 19 年 7 月野田市災害時要援護者支援計画を策定し、その中で要

援護者情報の共有方法について規定した。要援護者情報の共有は、『災害時要援護者の避難支

援ガイドライン』（平成 18 年 3 月災害時要援護者の避難対策に関する検討会）では「災害時

には、行政情報は、本人のため本人の了解なしに自治会などへ知らせても良い」とされ、ま

た、野田市個人情報保護条例においても、「公益上特に必要があると認められるとき」に該当

するため、野田市個人情報保護審議会の意見を聴いた上で関係機関共有を行うことも可能で

あった。しかし、個人情報を慎重に取り扱う必要があるものと考え、自治会等に支援の希望

《取組の概要》 

 洪水ハザードマップの作成にあわせ、要援護者台帳の整備を進めている。同台帳の整備は、

自治会又は自主防災組織単位に同意方式で行われ、行政、民生委員、自主防災組織で共有が行

われている。 
 また、野田市では掲載の同意が得られなかった要援護者については、行政情報と突合するこ

とによって、網羅的な要援護者台帳の作成を行っている。 
 

《取組のポイント》 

同意方式と行政情報の突合によって要援護者を二重に把握している。 
洪水ハザードマップの作成・配布によって、自治会又は自主防災組織の意識の向上に役立っ

た。 
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を申し出てもらい、個別に情報を収集し、支援計画の作成をしてもらう方式をとった。 

 

②個人情報の収集  

初めに、自治会等の協力を得て、全世帯に災害時要援護者登録申請書の配布と回収を行い、

その中で支援の必要の有無、情報の共有を行うことへの同意などを確認する。同意が得られ

たものについては、個別避難支援計画を作成し、災害時要援護者台帳に登録される（図2-19 ）。 

次に、自治会未加入者や支援が必要と思われるにもかかわらず支援の希望を申し出なかっ

た方については、行政情報から本来支援が必要と思われる方（潜在的要援護者：身体障害者、

精神障害者、知的障害者、要介護等認定者、高齢者のみ世帯）のリストを作成し、守秘義務

のある職員、民生委員・児童委員を通じて、再度個別に意思確認を行う。この結果、改めて

支援の希望があった場合は、上記と同じように個別避難支援計画を作成し、災害時要援護者

台帳に登録する。そして、再度行われた意思確認に対しても支援の希望を申し出なかった場

合は、「災害時未登録要援護者」として、庁内だけで保有する台帳として登録される（図 2-20）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-19 自治会等による要援護者の把握（平常時、実施地区） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

野田市野田市自治会等自治会等

災害時要援護者災害時要援護者

日常的訪問活動
信頼関係の構築

要援護者支援者

個別避難計画の策定

副本の保管

市との連携

・住民への啓発
・申請書の配布･回収
・支援者の指定
・個別避難計画の策定
・副本の管理

自治会、自主防災組織との連携

・説明会の実施
・要援護者台帳の整備･管理

要援護者台帳の整備・管理

①事業実施に係る届出・要援護者台帳の作成に係る連携①事業実施に係る届出・要援護者台帳の作成に係る連携

②啓発･
申請書の
配付

②啓発･
申請書の
配付

④申請書
の提出

④申請書
の提出

③支援者の選定･了解③支援者の選定･了解

⑤申請書の提出⑤申請書の提出

⑥副本の提供⑥副本の提供

民生委員等市との協議により、登録申請書の配布･回収の協力

⑦支援者の指定･
副本の提供

⑦支援者の指定･
副本の提供
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図 2-20 行政情報との突合による要援護者の補足的把握（平常時、実施地区） 

 

③共有の内容 

災害時要援護者台帳で共有される情報は、氏名、自治会名、電話、FAX、住所、家族構成、

生年月日、要援護の理由、緊急連絡先、特記事項、避難支援者（氏名、住所、電話番号、メ

ールアドレス）。申請書の裏面には、個別避難支援計画として、避難場所、避難経路の地図、

支援内容、特記事項が記載される。 

未実施地区については、住所、氏名、性別、生年月日、要援護の理由、電話番号などの記

載された災害時潜在的要援護者台帳に登録し、災害時には共有される。 

野田市野田市

災害時要援護者災害時要援護者

訪問調査実施

職員及び民生委員

未登録要援護者台帳

②漏れている者を抽出②漏れている者を抽出

⑤報告⑤報告

要援護者台帳

行政が保有している情報

①突合①突合

③調査依頼③調査依頼

希望する場合
同意

④登録④登録

要援護者であるが
登録を希望しない者
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図 2-21 災害時要援護者登録申請書          図 2-22 個別避難支援計画 

 

④個人情報の管理 

要援護者台帳を行政と自治会等が共有している。これは、紙ベースの台帳で管理されてい

る。行政では社会福祉課及び高齢者福祉課の共有する金庫の中に保管されており、自主防災

組織での管理体制は、個人情報保護の管理を徹底するため、自治会等の長及び支援者から誓

約書の提出を求めている。 

更新は、年に 1 回、要援護者台帳に登録している要援護者に対して、文書による確認を行

うとともに、関係自主防災組織等の協力を得て、登録事項の変更がないかを確認している。 

 

⑤支援計画作成のための推進体制 

特別にプロジェクトチームを立ち上げたわけではなく、通常業務の中で、担当者が打ち合

わせを重ねて行った。庁内の体制としては、野田市理事を筆頭に市民生活課、社会福祉課、

高齢者福祉課、土木課の四課体制で取り組んだ。うち、土木課を除いた三課が、要援護名簿

作成の主管となった。 
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（イ）取組の特徴 

①同意方式と行政情報の突合によって要援護者を二重に把握 

自治会等の協力の下で行われる同意方式による要援護者登録と、庁内で保有している個人

情報を突合することによって、二重に要援護者を把握しており、それによって、網羅的な名

簿の作成が可能となっている。 

 

②洪水ハザードマップの作成・配布によって、自治会等の意識を向上 

洪水ハザードマップの作成を同時期に行っており、三方を川に囲まれている野田市の災害

時の危険性について視覚的に訴えることができ、特に、危険区域にあたる自治会等からの協

力を取り付けることができた。 

 

（ウ）取組の課題 

①自治会等の協力 

自治会等の協力を得ることが難しく、課題となっている。自治会等によってはかなり温度

差があり、洪水ハザードマップに記載されている災害時に水没してしまうことが予想される

地域は反応が良いが、そうでない地域は反応が悪い。 

これらを解決するために、自治会向けの説明会の実施によって、理解を得るようにしてい

る。また、計画の作成をするためのモデル地区を設け協力をお願いしている。 

 

②支援者の確保 

支援計画を作るにあたって、支援者を募ることに問題が出ている。要援護者が自ら支援者

を募ることになっているが、近所付き合いが減る中で、本人が支援者の同意を得るのは非常

に困難となっている。また、地域全体が高齢化しているため、支援者が少なくなっている地

域もある。 

支援者を募ることについては、依然として課題として残っているが、自治会によっては、

個人に担わせるのではなく、自治会等のなかで救助班を設定し地域で支援する方法を採って

いる場合もある。 

 

（エ）取組による成果と今後の取組 

自治会等への説明会は、40 の自治会等と 3地区の自治会連合会に対して実施した。その結

果、13 の自治会等で取組の合意が得られ、これにより、要援護者の把握と支援体制が組める

こととなった。そのうち 4 団体は、要援護者把握と支援者が固まり、災害時要援護者登録申

請書の提出を受け、災害時要援護者台帳が整備された。 

また、多くの自治会等で取り組んでいただけるよう、野田市では、今後も自治会連合会等

に説明会の開催依頼をするなど支援計画の推進に努めていく。 

 
●参考 URL 

 ・『野田市災害時要援護者支援計画』 

http://www.city.noda.chiba.jp/kakusyu/pdf/saigai.pdf 
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（4）東京都渋谷区  

～行 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）渋谷区要援護者名簿共有における個人情報保護の動き 

渋谷区個人情報保護条例は、平成元年に施行された。 

要援護者対策については、平成 5年に手上げ方式を始め、それ以降取組を続けている。 

 

（イ）渋谷区要援護者名簿共有における「過剰反応」 

要援護者の名簿共有に関しては、現状では、「過剰反応」は見られない。 

要援護者の名簿共有を行った背景としては、全国的に名簿の共有が課題になっていたこと

が挙げられる。また、渋谷区としては、都市化が進み、都市の中で高齢者の一人暮らしが増

えているという課題もあった。近所付き合いは、昔の隣組のような関係は薄くなり、世帯人

口が減っており一人暮らしが増えているという状況である。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

平成 5 年より、手上げ方式による要援護者名簿の作成と共有を行っている。しかし、全て

の要援護者を網羅した名簿の作成に限界があり、別の手段を考える必要が生じた。 

 

 

 

 

 

《取組の概要》 

 渋谷区では、平成 5年より「手上げ方式」による要援護者情報の共有を行ってきた。しかし、

「手上げ方式」による登録だけでは、要援護者の十分な把握ができないため、平成 18 年に渋

谷区震災対策総合条例の一部改正を行い、渋谷区個人情報保護条例の規定を根拠に、要援護者

名簿の外部共有を行った。要援護者名簿については、自主防災組織、消防団、消防署、警察署

及び民生委員等に提供することができる。 

 また、自主防災組織は任意団体のため、各自主防災組織に情報管理者を設置するとともに、

情報管理に関する覚書を結んでいる。 

 

《取組のポイント》 

渋谷区震災対策総合条例の一部改正によって、渋谷区個人情報保護条例の規定を根拠に要援

護者名簿の共有を行った。 

自主防災組織での情報管理を徹底するために、情報管理者の設置や個人情報保護に関する覚

書の締結を行っている。 
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図 2-23 災害時要援護者名簿登録申込書兼交付同意書（手上げ者用同意書） 

 

そこで、行政情報から要援護者の抽出と外部提供を行う関係機関共有方式を行う方針を定

め、平成 18 年 12 月に渋谷区震災対策総合条例の一部改正を行った。その中で、渋谷区個人

情報保護条例第 14 条及び第 15 条第 2 項第 1 号「法令に基づく場合」に基づき、個人情報が

共有できることを明記した。 

 

(災害時要援護者の援護) 

第三十六条 

3 区長は、第一項に規定する体制の整備又は前項の援護を行うため、災害時要援護者に係る個人

情報(渋谷区個人情報保護条例(平成元年渋谷区条例第四十号。以下「保護条例」という。)第二条

第一号に規定する個人情報をいう。以下同じ。)のうち区規則で定めるものについて、保護条例第

十四条第二項の規定により目的外利用をし、又は自主防災組織、消防団、消防署、警察署及び民生

委員(以下これらを「自主防災組織等」という。)並びに区規則で定めるものに対して、保護条例第

十五条第二項の規定により外部提供をし、必要な個人情報を共有させることができる。 

図 2-24 渋谷区震災対策総合条例の条文 

平成　　年　　月　　日

私は、災害時において避難支援及び救護を受けるために、災害時要援護者名簿に登録を希望します。

住　所

氏　名 生年月日

1 名簿交付先機関等

（１）自主防災組織

満（　　　）歳

災害時に支援を要する理由：

電　話 性別 男　・　女

また、下記のとおり関係機関等に名簿を交付することを同意します。

　　　　　（　　　　　　　　）

（５）心身の状況（介護度、障害の種類、等級など）

（６）２次避難所である福祉施設

2 名簿記載事項

（１）氏　　名

災害時要援護者名簿登録申込書兼交付同意書

（２）住　　所

（３）性　　別

（４）生年月日（年齢）

（２）消防団

（３）民生委員

（４）消防署

（５）警察署

記

　渋谷区長　　殿

年 月 日 生
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外部の共有先は、自主防災組織、消防団、消防署、警察署、民生委員・児童委員である。

また、提供内容は、住所、氏名、生年月日、性別などである。 

実施体制としては、防災課を中心に、内部（福祉部局や法務担当など）で検討を行った。

平成 18 年 3 月から検討し、同年 9 月に方針を決定、同年 12 月に区議会で渋谷区震災対策総

合条例の改正が承認された。 

名簿のメンテナンスは防災課の担当で、保健福祉部からの名簿との突合を行っている。個

人情報を管理しているパソコンは、担当者それぞれがパスワード管理している。 

現在も、手上げ方式を併用しているため、区で規定している要援護者数と名簿への登録数

は一致していない。手上げ方式では、現在は 600 名程度である。 

渋谷区では、各自主防災組織と情報管理に関する覚書を結んでいる。その協力を得るため

に時間がかかり、実際に名簿を自主防災組織に提供するまでに約 1年かかった。 

 

 
図 2-25 災害時要援護者名簿に関する覚書 
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●平成元年 ： 個人情報保護法施行●平成元年 ： 個人情報保護法施行

●平成5年 ： 手上げ方式による要援護者名簿の作成●平成5年 ： 手上げ方式による要援護者名簿の作成

●平成18年3月 ： 手上げ方式に代わる要援護者名簿の作成方法検討開始●平成18年3月 ： 手上げ方式に代わる要援護者名簿の作成方法検討開始

●平成18年12月 ： 渋谷区震災対策総合条例の一部改正●平成18年12月 ： 渋谷区震災対策総合条例の一部改正

●平成19年 ： 順次、自主防災組織との要援護者名簿の共有と
要援護者支援プランの作成

●平成19年 ： 順次、自主防災組織との要援護者名簿の共有と
要援護者支援プランの作成

検討
（平成18年9月方針決定）

検討
（平成18年9月方針決定）

自主防災組織内の
体制構築

（覚書締結など）

自主防災組織内の
体制構築

（覚書締結など）

 
図 2-26 渋谷区の要援護者名簿共有のプロセス 

 

（イ）取組の特徴 

①要援護者名簿の共有において、他の条例改正によって対応している事例 

すでに区で整備されていた、渋谷区震災対策総合条例を改正することによって素早く対応

することができ、先進事例といわれるようになった。 

 

②自主防災組織での情報管理体制確立に向けた取組 

要援護者名簿を共有するにあたって、自主防災組織だけが任意団体のため、各自主防災組

織内に情報管理者を立て、情報管理に関する覚書を結んでいる。自主防災組織については、

区内に 105 の組織があり、全ての組織と渋谷区は覚書を結んでいる。 

 

（ウ）取組の課題 

渋谷区震災対策総合条例の改正による関係機関共有方式を推進することについては、通常

の条例改正と同じ手続であり、特別の困難はなかった。 

 

（エ）取組による成果 

要援護者名簿の共有ができたことが最大の成果と言える。また、名簿に登録された全ての

要援護者に通知を出しているが、「過剰反応」と呼べるようなものは現在のところ見られてい

ない。 

実質的な効果は、今後、この要援護者名簿が災害時にどのように活用されるかによって判

断される。 
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（iii） これからの取組 

要援護者一人ひとりへの支援プランを作成している。要援護者、支援者、避難経路などに

ついてプランを立てている。ハザードマップのように、避難経路などを話し合う方法によっ

て、自主防災組織などの地域の人が主体となって行われている。 

 

図 2-27 要援護者支援プラン 

 
 
●参考 URL 

 ・渋谷区の災害時要援護者名簿に関するホームページ 

http://www.city.shibuya.tokyo.jp/anzen/bosai/tiiki/jyakusya.html 
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（5）東京都豊島区  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
67 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）豊島区における個人情報保護の動き 

豊島区では、昭和 52 年に電算処理に係る個人情報の保護に関する条例を施行し、電算処理

される個人情報についての保護を行い、平成 13 年に豊島区個人情報保護条例を施行し、区の

運営上取り扱う個人情報全てに関して保護を行うようになった。 

これによって、個人情報等が記載された重要な資料はシュレッダーにかけたり、不要なデ

ータをパソコンから削除する等、職員の情報管理全般の意識が高まっている。 

要援護者支援の取組については、平成 17 年 6 月から全庁的な検討を始めた。 

 
（イ）豊島区における「過剰反応」 

手挙げ方式による要援護者名簿（以下「手挙げ名簿」という。）によって作成された名簿を

町会に提供しているが、町会側がその管理や運用に戸惑いを見せているといった状況がある。 
 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①豊島区個人情報保護条例以前の取組 

豊島区個人情報保護条例施行以前の取組としては、阪神・淡路大震災の発生を受けて、平

成 8 年に保健福祉部において、要援護者に対してダイレクトメールを送付（郵送による同意

方式）し、町会、警察署、消防署、消防団、民生委員（以下「町会等」という。）への個人情

報の提供に対する了解を取り付け、名簿を作成した。しかし、この名簿は、その後、更新さ

れず単発で終わってしまった。 
 

                                                  
6 豊島区では、「手上げ方式」を「手挙げ方式」と記載している 
7 豊島区個人情報保護審議会の了解を得て、福祉部局の保有する個人情報を庁内の関係部局と共有する方式 

《取組の概要》 

 豊島区では、「手挙げ方式 6」と「共有情報方式 7」の併用による要援護者名簿の作成を行っ

ている。手挙げ方式による要援護者名簿約 400 人分については、町会、警察署、消防署、消防

団、民生委員と共有している。 
 しかし、共有情報方式による要援護者名簿は豊島区個人情報保護条例の壁があり、町会との

共有ができていない。 

 
《取組のポイント》 

手挙げ方式による名簿と共有情報方式とを併用し、要援護者の存在を網羅的に把握してい

る。 
手挙げ方式による町会等への名簿の提供を実施している。 
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②豊島区個人情報保護条例以降の取組 

平成 13 年、豊島区個人情報保護条例が施行された後、しばらくは保健福祉部の各課ごとに

災害時に備えて要援護者名簿を作成していたが、この名簿は、同一人物が重複する等の問題

があった。平成 16 年には新潟・福島豪雨や福井豪雨が起こったため、要援護者名簿の作成に

ついての関心は一層高まった。こうした背景があり、プロジェクトチームを立ち上げ、要援

護者名簿に関する全庁的な検討が始まった。 

検討が始められたのは、平成 17 年 6 月からである。始めに、手挙げ方式、同意方式、共有

情報方式のうち、どの方式をとるか検討し、まず、庁内の情報共有を図る見地から共有情報

方式に取り組んだ。共有情報方式による要援護者名簿は、平成 18 年 1 月に豊島区行政情報公

開・個人情報保護審議会（以下「豊島区審議会」という。）で目的外利用及び電算処理に関す

る承認を得て、同年 10 月に完成した。 

平成 19 年 12 月末現在の登録者数は、8,312 人である。 

共有情報方式による要援護者名簿（以下「内部共有名簿」という。）は、個人情報の外部提

供について、本人同意や豊島区審議会の承認手続を踏んでいないため、平常時から町会等と

情報共有することができない。そこで、平成 19 年 7 月から手挙げ方式による要援護者名簿の

作成に着手した。なお、手挙げ方式は、登録申請時に、町会等関係機関への個人情報の提供

について、本人同意を得る形式で行っている。 

平成 19 年 11 月に、町会等に対して 442 人分の名簿を配布した。 

手挙げ方式の募集にあたっては、広報やパンフレット、ポスターを利用し、町会や民生委

員、介護事業者の協力によって周知を行った。 

同意方式は、区民と行政（又は町会、民生委員）との信頼関係がないと採用困難であり、

多くの人口を抱える都市部で、かつ、民生委員でも訪問を断られるケースもある豊島区にお

いては、同意方式は不可能であった。 

内部共有名簿も手挙げ名簿も、対象者は共通で、以下のとおりである。 
（a） 愛の手帳所持者（知的障害者） 

（b） 要介護 3から 5に該当する者 

（c） 身体障害者手帳所持者で 1から 4級に該当する者 
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図 2-28 手挙げ方式による「災害時要援護者名簿登録申請書」 

 
③情報管理体制 

内部共有名簿は、紙媒体では保存せず、何重ものパスワードをかけパソコン上に保存して

いる。またそのパスワードも月に一度変更し、パスワードを把握している職員を 3 名程度に

限定している。また、要援護者情報は、ネットワークを介するのではなく、生態認証機能を

有する USB メモリを用いて、担当職員が各課を回って、直接情報収集している。 
なお、豊島区で使用されているパソコンは、全てのデータを共有サーバーに保存する仕組

みになっており、個人のパソコンにはデータが保管できないようになっているため、情報流

失の危険性は、極めて低いが、内部共有名簿はこうしたネットワークから独立した専用パソ

コンに保存しているので、さらにセキュリティの確保に万全を期している。 
 

（イ）取組の特徴 

①手挙げ方式と共有情報方式の併用 

内部共有名簿で庁内での情報共有を図る一方、さらに、町会など関係機関との平常時から

の情報共有を図るため、手挙げ方式による名簿を使用し、両者を併用している。 
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②手挙げ方式による名簿の提供を実施 

平成 19 年 11 月、手挙げ名簿を町会等に対して配布した。 

また、同年 11 月末から 12 月初めにかけて、町会向け説明会を開催した。この際、区が作

成した避難支援プラン作成マニュアルに基づいて、要援護者の避難支援の必要性、避難支援

プランのモデルの説明、個人情報保護に関する説明を行った。 

なお、共有の行われた手挙げ名簿に記載されている要援護者については、町会を中心とし

て災害時要援護者避難支援プランを策定するなど、避難支援の方策を順次検討している。 

要援護者要援護者

防災課へ手挙げ名簿登録の申し込み

豊島区役所防災課

要件に該当するかをチェック
名簿作成

手挙げ名簿の提供

町会等

支援者の決定
訪問･聞き取り調査

要援護者
A

要援護者
A

要援護者
B

要援護者
B

支援者
B

支援者
B

支援者
A

支援者
A

登録
申請書

登録
申請書

避難支援
プラン

避難支援
プラン

要
援
護
者
と
支
援
者
と
の
話
し
合
い
に
よ
り

避
難
支
援
プ
ラ
ン
を
作
成

要
援
護
者
と
支
援
者
と
の
話
し
合
い
に
よ
り

避
難
支
援
プ
ラ
ン
を
作
成

訪問･聞き取り調査

 

図 2-29 手挙げ名簿の作成と避難支援プランの作成フロー 

 
（ウ）取組の課題 

手挙げ方式では、要援護者全体の 5％程度しか把握できておらず、内部共有名簿の町会等

との共有が課題となっている。当初、内部共有名簿を町会等と共有することも検討されたが、

豊島区審議会の了承を得ることが極めて難しいとの判断により共有していない。 
また、町会からは個人情報の取扱いに対する戸惑いも起きており、取組の推進については

今後の手挙げ名簿の管理が課題となっている。 
 

（エ）取組による成果 

手挙げ方式で取得した約 400 人分の個人情報を町会等に提供することができた。 
 
 
●参考 URL 

 ・豊島区要援護者名簿に関するホームページ 

http://www.city.toshima.tokyo.jp/bousai/topics/20070705-02.html 
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（6）新潟県長岡市  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）長岡市における個人情報保護の動き 

長岡市では、平成 10 年に長岡市個人情報保護条例を策定し、個人情報保護に取り組み始め

た。また、平成 17 年には長岡市個人情報保護条例の改正を行った。 

個人情報の取扱いについて、福祉総務課が意識し始めたきっかけとなったのは、平成 18 年

度に長岡市災害時要援護者避難支援プランを策定したことである。同支援プランを策定する

際、要援護者の名簿を作成することとなり、個人情報の収集、管理の仕組みが求められるよ

うになった。 

 

（イ）長岡市における「過剰反応」 

福祉総務課では、個人情報保護法の全面施行以降、民生委員から、その活動がやりにくく

なったあるいは町内会などでは名簿が作れなくなったという話を聞いている。地域で福祉を

充実させていくためには、個人情報やプライバシー情報のある程度の共有が必要である。そ

れらの情報が入手できなくなると地域が福祉活動を行いにくくなると言える。個人情報やプ

ライバシーに配慮しながら「過剰反応」せずに地域で情報を共有することが重要と考えてい

る。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

長岡市個人情報保護条例に基づき、災害時要援護者名簿の作成を行った。作成した名簿は

2 つのタイプに分かれる。ひとつは、本人の同意が得られて、名簿を防災協力組織間で共有

するタイプ（以下「同意者名簿」という。）、もうひとつは、本人の同意が得られなかったた

め、一部の関係機関だけで共有するタイプ（以下「未同意者名簿」という。）である。 

 

 

 

《取組の概要》 

 災害時要援護者名簿の作成を行っている。その際には、名簿に記載することと関係団体と

それを共有することについて、要援護者等から同意を得ている。同意を得られた要援護者情

報については、防災関係団体等と共有している。同意を得られなかった要援護者情報につい

ては、未同意者名簿を作成し、災害時に関係団体に提供するようにしている。 
 
《取組のポイント》 

要援護者のリスト化をスムーズに行っている。 
要援護者本人の意思により名簿の共有範囲を変更している。 
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図 2-30 要援護者名簿の種類と管理方法 

 
同意者名簿は、長岡市の福祉・防災関係の部署、民生委員、長岡市社会福祉協議会、消防

団、警察署、地域包括支援センター等と共有している。共有する際には、個人情報を適正に

管理してもらうため、協定書を結ぶようにしている。 

町内会、自主防災組織に対しては、誓約書を提出してもらった上で閲覧だけを許可してい

る。 

未同意者名簿については、災害時の人命尊重を優先するために、長岡市の福祉・防災関係

の部署と消防団、警察署、地域包括支援センター等で共有している。未同意者に対するこの

取組は、長岡市個人情報保護審査会において、未同意者名簿を作成することが可能かどうか

条例の規定の解釈と照らし合わせて審査し、このような手法を用いることにした。 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 2-31 長岡市要援護者名簿の内容 

番号 氏名 住所 年齢 性別 障害等の状況 自宅電話 町内会名 民生委員 消防団 緊急連絡先 備考

00001

長　岡　市　災　害　時　要　援　護　者　名　簿
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（イ）取組の特徴 

①要援護者のリスト化がスムーズ 

長岡市では、平成 16 年度に新潟・福島豪雨及び新潟県中越大震災と二度の災害を経験した

ことから要援護者名簿の必要性が理解されており、名簿を作成する際に最初に必要となる要

援護者のリスト化及び一部情報の民生委員への提供は、長岡市個人情報保護審議会で了承さ

れ、また、民生委員の協力により毎年高齢者現況調査を実施していることから、名簿の作成

が約 4ヶ月間という短期間で完了した。 

 

②要援護者本人の意思により名簿の共有範囲を変更 

上記のように、要援護者名簿の共有範囲が名簿の種類によって異なる。この共有範囲の決

定は、要援護者名簿を作成するプロセスにおける共有に対する同意の有無による。要援護者

名簿作成のプロセスは以下の(a)～(e)のとおりである。 
 
(a)福祉部署が要介護 3以上の高齢者、障害者名簿等から対象者をリスト化 

(b)高齢者に対しては民生委員が当該家庭を回り、口答で同意を得る 

(c)障害者に関しては、長岡市から文書を郵送し、意向確認書を返送してもらう 

(d)同意を得られた対象者の氏名・住所等を同意者名簿として作成、関係団体で共有 

(e)同意を得られなかった対象者の氏名・住所等を未同意者名簿として作成、一部関係者で 

共有 

 

・要
介
護
３
以
上
の
高
齢
者

対象者リストアップ

・身
体
・
知
的
障
害
者

・そ
の
他
市
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が
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め
る
者

等

同意の取得

同
意
者
名
簿
作
成
・共
有
化

高
齢
者

障
害
者

民
生
委
員
に
よ
る

訪
問
・説
明

書
類
送
付
・返
信

未同意者

同意者

未同意者名簿作成・一部関係者共有化

 

図 2-32 名簿の作成プロセスとその後の共有     図 2-33 要介護者向け同意書 

 
（ウ）取組の課題 

現時点では、同意者名簿についても町内会及び自主防災組織（長岡市においては、自主防

災組織はほとんどの場合、町内会と同一であり、その組織率は約 4 割）には、誓約書を提出
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してもらった上で、閲覧のみを許可している（災害時は配布）。現状は閲覧であるが、災害に

おいて最も活躍してもらう町内会や自主防災組織において、事前に名簿を提供できないこと

は課題と感じている。 

 

（エ）取組による成果 

要援護者名簿の取扱いについて説明会などを開く中で市民の中で防災意識が高まってきた。

また、名簿作りが、地域における要援護者の支援体制を構築するきっかけになっている。名

簿を作成しても支援体制が地域でできていなければ、地域において防災活動を実施すること

は難しいため、支援体制構築のきっかけになったことはひとつの成果と言える。 

 

（iii） これからの取組 

1 年に一度は見直しが必要であり、現行では家族等の支援者がいるために要援護者になっ

ていない人なども、必要があれば名簿に加え、要援護者名簿を充実させていきたいと思って

いる。 

 

 

●参考 URL 

・長岡市ホームページ 

http://www.city.nagaoka.niigata.jp/ 
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（7）北海道室蘭市 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）室蘭市防災安全担当における個人情報保護の動き 

室蘭市では、平成 16 年に室蘭市個人情報保護条例が施行された。 

総務課（防災安全担当）としては室蘭市災害時要援護者情報取扱実施要領（案）（以下「実

施要領（案）」という。）を検討中であり、現状では要援護者に関する個人情報を保有してい

ないため、個人情報保護の取組は特別行っていない。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①取組の背景 

室蘭市は、高齢化率が非常に高く、一人暮らしの高齢者も多い。また、急坂に市街地が形

成されており、いざ災害が起きてしまうと、非常に救助しづらい地域である。 

このように災害時には危険が高い地理的環境と、土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律や平成17年7月に一部改正された水防法によって災害時の安全を

確保することが求められていたこと、また「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成

18 年 3 月災害時要援護者の避難対策に関する検討会）が発表され実行に移す方法論が見えて

きたことをきっかけに、要援護者対策に取り組むことになった。 

 

②取組のプロセス 

要援護者名簿を作成するにあたり個人情報を自主防災組織等へ外部提供するには、室蘭市

個人情報保護審査会の承諾を得ることが必要である。そこで、平成 18 年 2 月の室蘭市防災会

議において要援護者対策を行うために「手上げ方式」、「同意方式」、「関係機関共有方式」が

検討されたが、「手上げ方式」では、全ての要援護者を把握しきれない、「同意方式」では、

本人同意が取れないかもしれないという理由から、「関係機関共有方式」を採用することを決

定し、平成 18 年 10 月に室蘭市個人情報保護審査会に諮問し、答申を得た。答申の内容とし

ては、要援護者に係る個人情報の自主防災組織等への外部提供を認めるものだったが、以下

の 4点の意見が提示された。 

 

《取組の概要》 

 室蘭市では、室蘭市災害時要援護者情報取扱実施要領（案）をもとに要援護者名簿を整備し、

要援護者一人ひとりについて作成する「避難支援プラン・個別計画」を関係機関で共有するよ

う検討している。 
 
《取組のポイント》 

要援護者名簿作成にあたり、要援護者の網羅的把握のため、関係機関共有方式を採用した。 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 56

(a)共有する情報のうち、生年月日を年齢に変更する 

(b)同意の得られなかった人の個人情報の取扱いに配慮する 

(c)障害者に対しては、同意を得るにあたって自主防災組織等と室蘭市が連携する 

(d)自主防災組織等に個人情報の適正な取扱いを徹底させる 

 

室蘭市個人情報保護審査会で示された方針をもとに平成 18 年 12 月に実施要領（案）を作

成した。 

現状では、この実施要領（案）をもとに、庁内で調整が行われているところである。 
 

避難支援プラン策定のプロセス

防災部局による避難支援制度の立案
（関係機関共有方式の採用）

防災会議での関係機関共有方式による
情報の共有の決定

防災部局で入手した個人情報を避難支援用に地図化や
住所順に整理（第一次情報）

第一次情報をもとに自主防災組織、民生委員等が要
援護者本人からの情報を収集

一人ひとりの支援プラン計画書を作成し、消防団、
自主防災組織、福祉関係者等へ配布、訓練の実施

日常的に登録情報を更新し、災害時における
要援護者の避難支援を実施

保健福祉部で入手し
ている情報の提供
（内部利用）

保健福祉部で入手し
ている情報の提供
（内部利用）

室蘭市個人情報保護
審査会での審議

室蘭市個人情報保護
審査会での審議

室蘭市個人情報保護条例
第９条第1項第6号に該当

室蘭市個人情報保護条例
第９条第1項第8号に該当

●第一次情報で対応

①氏名 ②年齢 ③性別

④住所 ⑤電話番号

⑥災害時要援護者の種類

市に「情報取扱者」、
「誓約書」の提出

室蘭市防災会議
で決定

室蘭市防災会議
で決定

誓約書誓約書

外部提供

本人同意

①

②

③

④

⑤

⑥

災害時

本
人
不
同
意

本
人
不
同
意

 
図 2-34 室蘭市避難支援プラン策定フローチャート 
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③要援護者名簿と避難支援プランの作成 

室蘭市での要援護者名簿と避難支援プランの作成方法は、福祉部局の保有する個人情報（高

齢者：介護保険、障害者：障害手帳）を総務課（防災安全担当）に提供し、防災安全担当で

データの精査（データの重複を削除し、町会ごとに分類）をする。次に、要援護者の避難支

援プラン作成に協力をしてくれる自主防災組織又は町会（以下「自主防災組織等」という。）

を募集し、応募のあった自主防災組織等に要援護者名簿を提供する。自主防災組織等及び民

生委員で要援護者への個別訪問及び聞き取りを実施して、避難支援プランの作成と関係機関

での個人情報の共有の可否を本人に確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 

図 2-35 避難支援プラン・個別計画書（案） 

 
共有する情報は、各個人ごとに、要援護の理由、住所、氏名、電話番号、年齢、緊急時の

家族等の氏名・連絡先、家族構成・同居状況、居住建物の構造、普段いる部屋、寝室の位置、

特記事項、緊急通報システムの有無、避難支援者である。 

共有の範囲は、自主防災組織等、民生委員、消防団、地域包括支援センター、社会福祉協

議会、警察署、室蘭市である。 

なお、避難支援プランの共有を希望する自主防災組織等及び民生委員については、関係機

関情報共有開始希望届を提出するとともに、情報を取り扱う者全てから個人単位で誓約書を

集め、提出することになっている。 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 58

 
図 2-36 誓約書(案) 

 

 

（イ）取組の課題 

①市民の防災に対する意識の向上 

室蘭市では、住民の防災意識が低いことを課題と認識している。室蘭市では、ここ数十年

の間、大地震、水害等は全くと言っていいほど起こっていないため、住民に防災意識が育ち

づらい環境があったと考えられる。 

こうした状況の中で、室蘭市では、防災ハザードマップを作成し全戸に配布している。こ

のマップでは地図の縮尺を各戸まで判別できるものにし、自らの居住地が災害指定地区であ

るかどうかが分かるようになっている。こうした取組も含め、市民の防災に関する意識の向

上を図り、要援護者の取組にも協力してくれるよう呼びかけている。 

 

②自主防災組織等の受け入れ体制 

室蘭市では、現在も自主防災組織等に対して要援護者支援の取組に協力するように呼びか

けているが、協力を申し出る自主防災組織等はない。その理由としては、第一に高齢化率が

高く、町会長を始めとする町会役員も高齢であり、新しい取組に前向きではないこと、第二

に、避難支援プラン・個別計画を策定するにあたって要援護者の支援を行う役割を果たす支

援者を募るが、要援護者が多く支援者となる人も高齢化しているため、支援者が集まるのか

という不安がある、といったことが考えられる。 

また、現状では、情報を取り扱う者すべてから誓約書をとる方法を採用しているが、こう
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いった煩雑な手続も、自主防災組織等の協力体制構築には障害になるのではないかと考えら

れている。 

 

（ウ）取組による成果と今後の取組 

室蘭市ではまだ取組の途中段階である。要援護者名簿を作成するために、実施要領（案）

の確定を行い、順次、取組を進めていくため、災害危険予測箇所を重点に要援護者情報を整

理し地図化を図っている。 

また、自主防災組織等の協力を得るために、説明会の実施や回覧板を通じての広報を行っ

ていく。 

 
 
●参考 URL 

・室蘭市ホームページ 

http://www.city.muroran.lg.jp 

・室蘭市『災害時要援護者避難支援システムの検討』 

http://www.city.muroran.lg.jp/main/org3250/bousaikaigi2/2siryou118-120.pdf 
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2-4 地方公共団体による教育機関に対する個人情報適正活用に向けた啓

発事例 

（1）宇都宮市教育委員会  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）学校における個人情報保護の動き 

宇都宮市では、平成 12 年度に宇都宮市個人情報保護条例を制定したことで、個人情報保護

への取組が始まったが、対応のあり方を学校に十分に周知しておらず、一部の保護者から学

校における個人情報の取扱いについて疑問が呈されるなどの状況が生じていた。 

また、平成 17 年個人情報保護法全面施行に伴い、保護者や地域住民等の個人情報保護に対

する関心が高まり，学校への問い合わせが増えた。問い合わせ内容で多かったものは連絡網

の作成や学校のホームページ上での児童の写真等の取扱いなどが挙げられる。 

 

（イ）学校における「過剰反応」 

一概に「過剰反応」とは言えないが、平成 17～18 年にかけて一部の学校でクラス全員の連

絡網を作らなくなるなどの事例が見られた。一方で、従来通り、保護者の同意がないまま連

絡網を配布してしまう事例もあった。 

 

（ii） 個人情報の適正利用のための取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

平成 18 年 8 月に『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』（以下「ガイド

《取組の概要》 

 宇都宮市教育委員会では、宇都宮市内の公立小中学校用に、学校現場における個人情報の

取扱い指針となる『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』を作成している。

『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』は、宇都宮市個人情報保護条例に

ついて解説するとともに学校現場で発生する個人情報の取扱いについての具体的な課題に対

し、対策を示す Q&A 方式となっており、学校現場がすぐ対応できるように工夫されている。 
 また、この『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』をもとに教職員に対

する研修会を行い、浸透に努めている。 
 

《取組のポイント》 

個人情報を取得するときに、一括同意で対応すべき事務と個別同意で対応すべき事務を区

別している。 
学校現場に『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』が浸透しやすいよう

に Q&A 方式で作成している。 
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ライン」という。）を作成して、公立小・中学校における、個人情報の取扱いに対する統一的

な指針を示した。 

ガイドラインは、宇都宮市個人情報保護条例及び文部科学省の「学校における生徒等に関

する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針」8を参考

に、教育上の必要性を考慮しながら教育委員会のスタッフ 3 名と宇都宮市個人情報保護条例

を所管している部署のスタッフ 2名を中心に作成作業を行った。 

ガイドラインには、学校現場が直面する個人情報の取扱いについて分かりやすく伝えるた

めに、事例を多く掲載することにした。そのために、小・中学校に対して個人情報の取扱い

状況と対応について困っていることなどを把握するためのアンケートを行った。これらのア

ンケート結果及び教育委員会への問い合わせの内容などから、取り上げるべき事例を決めた。

それらの事例に対し、宇都宮市個人情報保護条例に則した対応をガイドラインに示した。 

すぐに使えるガイドラインにするため、具体的な学校での事例を多く盛り込んでいること

が特徴である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-37 ガイドライン作成のプロセス 

 

                                                  
8 公立の小・中学校向けではないが、事例の解釈などで活用した。参照 URL は以下のとおり 
 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/16/11/04111602.htm 
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図 2-38 ガイドラインに掲載されている事例（一部抜粋） 

 
（イ）取組の特徴 

①個人情報の種類により「同意」の内容を変える 

宇都宮市教育委員会では、教育上必要な個人情報は基本的に収集するという方針にしてい

る。そして、これらの情報は拒否できる権利を確保して一括同意を保護者から得るようにし

た。つまり、提供したくないと意思表示する児童生徒の情報は収集しない。具体的には、連

絡網を作成する上で必要な情報や「家庭のようす」(家庭調査票)などで教育上把握すべき児

童生徒や家族の状況については、保護者に十分な説明を行った上で、基本的には収集し、拒

絶する保護者からは収集しない。この方法により、クラス全員の連絡網を作ることができた

クラスが増えたなど、大きな成果を生み出している。 

長期間保有される、広く公開される個人情報はその情報を収集する都度同意を得ることと

した。具体的には卒業アルバムの住所録やホームページに顔がはっきりと分かる写真や個人

名を掲載する場合などがそれにあたる。 
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図 2-39 個人情報の収集時及び連絡網の作成・配布時における保護者への通知文例 

 
②研修によりガイドラインの浸透を図る 

事務職、新任校長、勤続 20 年目のリーダー的教員を対象に研修会を行い、ガイドラインの

浸透を図っている。ガイドラインを浸透させることで、公立学校として、個人情報の取扱い
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に対する共通理解を図っている。 

 

（ウ）取組による成果 

ガイドラインを通じて、教職員の個人情報の収集・管理・提供に関する意識が高まってき

た。 

また、このガイドラインを活用して、クラス全員の連絡網を作成することにした学校もあ

る。 

 

（iii） これからの取組 

小中学校における個人情報の保護に関する宇都宮市共通の考え方を示し、一定の理解を得

たが、今後、研修等の定期開催、内容の見直し等を行い、継続的に取組を推進していく。 

また、学校の取組状況を把握しながらガイドラインの事例の見直し、充実を図っていく。 

 
 

●参考 URL 

・『宇都宮市立小・中学校における個人情報保護の取扱い』 

http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/shogai_gakushu/shochugattukou/002025.html  
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（2）川崎市教育委員会・川崎市総合教育センター 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）学校現場における個人情報保護の動き 

川崎市では、昭和 60 年に川崎市個人情報保護条例を制定したことで、個人情報保護への取

組が始まった。学校現場において、特に個人情報を意識するようになったのは、平成 17 年の

個人情報保護法全面施行以降である。個人情報保護法全面施行後、市立学校からどのように

個人情報を取り扱えばいいのかといった問い合わせが増えた。 

 

（イ）学校現場における「過剰反応」 

個人情報保護法全面施行後、学校現場において個人情報を収集することを一律に問題視す

るような雰囲気になり、そのため、教職員は個人情報の収集・管理に戸惑いを感じた。 

また、一概に「過剰反応」とは言えないが、連絡網に子どもの名前を載せないでほしいと

訴える保護者が出てきた。しかし、教育に必要な個人情報は収集することを基本的な方針と

している。例えば「家庭調査票」などは、保護者に家庭の状況をかなり詳しく記載してもら

っている。これは、保護者の理解の上である。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報保護に関する研究会を立ち上げ、その研究活動を通じて『川崎市立学校・幼稚園

における保有個人情報の取扱いに関するハンドブック』（以下「ハンドブック」という。）を

《取組の概要》 

 川崎市教育委員会では、川崎市教育委員会情報公開・個人情報保護推進委員会を組織し、川

崎市立の学校及び幼稚園用に、学校現場における個人情報の取扱い指針となる『川崎市立学

校・幼稚園における保有個人情報の取扱いに関するハンドブック』を作成している。これは、

学校で扱う個人情報の種類やその管理簿の例示、また、緊急連絡網の作成に必要な手続などを

フローチャートで紹介している。 
さらに、教職員に対する研修会の実施やリーフレットを作成して配布するなど、『川崎市立

学校・幼稚園における保有個人情報の取扱いに関するハンドブック』の浸透に努めている。 
最近では個人情報の流出防止にも力を入れており、教職員向けに年に数回研修会を実施して

いる。 
 

《取組のポイント》 

学校現場の教職員（含む指導主事）、学校事務職員等が、研究会を開催し、研究を進める中

で作成している。 
学校現場に『川崎市立学校・幼稚園における保有個人情報の取扱いに関するハンドブック』

が浸透しやすいようにリーフレットの作成や研修会を繰り返し行っている。 
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作成した。ハンドブックは市立幼稚園、学校における個人情報の取扱い及び個人情報流出防

止に関する基準となっている。 
学校に対してはこの他に、校長会を通じて、ハンドブックを活用し各学校でプライバシー

ポリシーを作成するように指示している。学校が自らプライバシーポリシーを作成し、それ

を保護者に示すことが個人情報の収集などを行う上で重要だと考えている。 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-40 川崎市教育委員会における取組のアウトライン 

 

（イ）取組の特徴 

①学校教職員の研究会による個人情報保護のあり方の検討 

平成 17 年度に事務職と学校教職員（小中高等学校長、特別支援教育学校長と指導主事、学

校長から推薦された教職員）で個人情報保護に関する研究会（以下「研究会」という。）を立

ち上げた。この研究会には川崎市の学校教育部指導課が事務局となり、約 50 名の教員が参加

した。研究会で主に、学校における個人情報の種別やその取扱い方、個人情報の流出事例と

その対応策などを検討した。また、川崎市個人情報保護条例についても理解を深めていった。

この研究の成果を、後にハンドブックとして取りまとめた。その際に、川崎市個人情報保護

条例及び川崎市情報セキュリティ基準、文部科学省の「学校における生徒等に関する個人情

報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針」、さらに川崎市にこ

れまで蓄積されていた個人情報の取扱い方に関する情報を活用した。 
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②「分かりやすさ」が編集方針 

ハンドブックの取りまとめは教育委員会が中心となり行った。 

編集方針は、「個人情報の適正な取扱いを分かりやすく現場に伝えること」とし、具体的な

事例をハンドブックに掲載した。その際、事例で記載した内容と川崎市個人情報保護条例や

川崎市情報セキュリティ基準と齟齬が発生しないように、庁内の個人情報保護条例制定に携

わる部署にも協力を仰いだ。 

分かりやすさを編集指針とした理由は、個人情報の取扱いに関して学校現場の考え方を変

えてもらいたいという思いの表れである。学校において、川崎市個人情報保護条例に定める

適切な手続に則った上で取り扱うことを分かってもらえる資料にした。 

なお、事例に関しては、研究会において実際の現場で起こりうることを出し合ったものを

使用した。また、研究会の事務局に学校現場を知っている者がいたことが、ハンドブックを

編集する際などに好都合であった。 

 

 
図 2-41 緊急連絡網を作成する場合のフローチャート 

 

③研修によるハンドブックの浸透を図る 

ハンドブックをもとにリーフレットを作成し、それを資料として学校長及び各学校の個人

情報管理担当者を対象とした研修会を開催している。また、研修を受けた管理担当者は自分
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の学校で、教職員を対象として研修会を開催している。さらに、定期的に新任教員や指導主

事などを対象として研修会（内容は個人情報保護や情報モラル教育、著作権など）を行って

いる。 

そして、情報モラル教育資料「―5 分でわかる―情報モラル教育 Q＆A」を作成し、個人情

報への理解を深めている。このような活動を通じて、川崎市教育委員会として個人情報保護

の方針を浸透させている。 
 

 

図 2-42 研修会における教材（一部抜粋） 

 

（ウ）取組による成果 

公立学校における個人情報の取扱いに対する統一的な基準ができたことで理解が進み、教

職員が個人情報の考え方について整理できた。また、ハンドブックをもとに研修会をやって

ほしいという学校が増えており、学校現場における個人情報保護に対する関心が高まったと

言える。個人情報の適正な取扱いは、教職員の意識ひとつで大分変わる。よって研修が必要

であり、ハンドブックが教職員の意識向上に役立っていると言える。 

 

（iii） これからの取組 

研修を繰り返し、ハンドブックの浸透を図る。さらに、運用を通して改善が必要な箇所は

改善していく予定である。 

 

●参考 URL 

・『―5分でわかる―情報モラル教育 Q&A』（研修資料） 

http://www.keins.city.kawasaki.jp/1/KE1027/kenkyu/h18shidousyujikenkyu/moralqa1022.pdf  
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（3）奈良市教育委員会  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）奈良市教育委員会における個人情報保護の動き 

学校間ネットワークの整備・運用にあたって平成 12 年に奈良市学校教育情報通信ネットワ

ーク活用運営規定を作成した。これが最初の取組と言える。その後、平成 14 年に奈良市個人

情報保護条例が施行され、その内容などについてパンフレットを作成し、学校に周知を図っ

た。 

また、平成 15 年に「市立学校園におけるパソコン利用に関する情報管理の留意事項につい

て」（通知）を出した。この通知では、個人情報の保護とパソコンの適正管理を図るため、各

市立学校園に対して個人情報保護のためのガイドラインの作成や管理者の設置などを求めて

いる。 

平成 17 年には『学校園における個人情報保護の適正な取扱いについて』（以下「取扱い書」

という。）を作成した。また、子どもたちにとってよりインターネットに近い社会環境となっ

てきたため、各市立学校園に対して先のガイドラインの改正を求めた。 

また、学校現場における個人情報保護の意識を向上させるため、弁護士を講師として、平

成 16 年に事務職員、平成 17 年に校長・園長、教員、平成 18 年に幼稚園主任を対象とした、

個人情報保護などに関する研修会を行った。 

平成 19 年度も『学校園における個人情報の厳格な管理について』というリーフレットを作

成・配布し、研修会などを行うなどして、啓発に努めている。 

 

（イ）学校現場における「過剰反応」 

小学校で祖父母に手紙を書く授業がある。この手紙は実際に祖父母に送るのだが、その際

必要となる祖父母の姓名や住所を保護者に聞いてくるようにと児童に説明したところ、保護

者から個人情報保護の観点からクレームが出た例がある。 

また、同意を得て従来どおりの連絡網を作成・配布したが、保護者からクレームが出たた

め、全て回収し、前後数人程度の連絡網を再度作成した。すると、この連絡網が使いづらい

《取組の概要》 

 平成 17 年に個人情報保護法が全面施行されたことをきっかけに、奈良市立の学校園にお

ける個人情報の取扱い指針となる『学校園における個人情報保護の適正な取扱いについて』

を作成した。また、この取組と並行して教職員に対する研修会を行い、個人情報の適正管理

及び利用に努めている。 

 
《取組のポイント》 

現場教職員が中心の検討会により、『学校園における個人情報保護の適正な取扱いについ

て』を作成している。 
個人情報の取扱いに関する原則だけを示し、運用は各学校の判断に任せている。 
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とのクレームが出てしまったため、今度は、姓名だけを記載した連絡網を配布し、電話番号

などの必要な情報は保護者同士で何らかの形で収集していることにゆだねた学校がある。こ

の例は、いわゆる「過剰反応」ではないかもしれないが、連絡網の作成、配布について、事

前に保護者の代表等と協議し、理解と協力を得ていれば、その後の混乱はなかったと考えら

れる。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

平成 17 年、個人情報保護法が全面施行されたことを受けて、4月から「学校園における個

人情報の取扱いに関する検討会」（以下「検討委員会」という。）を立ち上げ、市立の学校園

における個人情報の取扱い指針となる取扱い書を作成した。約半年間に渡り 5～6回の検討を

重ねその結果をまとめたもので、11 月頃完成した。 

取扱い書の内容は、個人情報に関する基本的な考え方、学校内部における個人情報の取扱

い、具体的な取扱い事例などを示している。取扱い事例は、最も参照されるところなので、

個人情報の収集、使用、管理などのフェーズに分けて具体的なケースを示した。 

 

 

 
図 2-43 『学校園における個人情報保護の適正な取扱いについて』（一部抜粋） 

 

（イ）取組の特徴 

①現場教職員が中心の検討会による取扱い書の作成 

検討委員会を組織し、検討を進めた理由は、奈良市教育委員会が、学校と一緒に検討を進

めていくという方針を取ったからである。また、できるだけ現場に分かりやすくするために

事例をたくさん掲載する方針で編集を進めた。そのためには現場を知っている者が取扱い書

の作成に関わっている必要があった。実際に現場教職員から多くの事例が挙げられた。 
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検討のプロセスは、1 回目は、奈良市個人情報保護条例等に関する勉強会を行い、検討委

員会の委員に基礎知識を持ってもらった。その後は、学校現場で予想される個人情報保護に

関する事例やトラブルなどについて、奈良市個人情報保護条例を適用するとどのように解釈

されるか等を検討した。検討の中で、検討委員会において結論を出せない事例などについて

は、奈良市の顧問弁護士に相談するなどして対応した。 

なお、検討委員会の構成は、事務局として教育委員会各課の指導主事、委員として学校園

長、教頭、養護教諭、学校事務職員からなる。 
 

②個人情報の取扱いに関する原則だけを示し、運用は各学校の判断 

取扱い書では、個人情報の取扱いに関する原則しか示していない。例えば事細かに連絡網

の作り方は示していない。連絡網を作るためには保護者に同意を得る必要があるとだけ示し

ている。これは、奈良市では地域によって公立学校の状況がずいぶん違うため、細かい事務

に対するマニュアル的なものにしても、対応できない学校が出てくる。このような理由から

原則だけ示し、運用は学校に任せるという方法にする必要があった。 

 

（ウ）取組による成果 

教育委員会として指針を策定することによって、学校現場における一定のルール作りはで

きた。また、保護者から教育委員会に対する直接の問い合わせは減ってきている。これは学

校に保護者から問い合わせがあった際、適切な対応をしているからだと考えられる。教職員

に対する研修会の成果と言える。 

 

（iii） これからの取組 

指針を策定し、示せば個人情報の保護や適正利用ができるわけではない。ヒューマンエラ

ーを極力少なくし、個人情報を安全に管理・運用できる体制を構築していくためには、個人

情報を扱う現場の意識を高める必要がある。よって、研修会等を通じて、確実な意識化を図

っていく予定である。 

 

 

●参考 URL 

・『学校園における個人情報保護の適正な取扱いについて』 

http://www.naracity.ed.jp/gakkou-kyouiku/kojinjouhou/kojin.html 
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（4）前橋市教育委員会  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）学校現場における個人情報保護の動き 

前橋市では、平成 9年に前橋市個人情報保護条例を制定、平成 14 年にセキュリティ・ポリ

シーを策定し、個人情報の保護に努めた。学校現場で個人情報保護に本格的に取り組み始め

たのは、平成 17 年の個人情報保護法全面施行と時期を同じくしている。それまで、学校現場

では、様々な個人情報を日常的に取り扱っていたが、前橋市のセキュリティ・ポリシーの適

用範囲に「学校」が含まれていないため、セキュリティ・ポリシーをそのまま適用すること

が難しい状態だった。そこで、教育委員会としては、校長会議等の機会を捉えて、個人情報

保護の意識を高揚させようと考えた。 

9 

（イ）学校現場における「過剰反応」 

全て一概に「過剰反応」とは言えないが、以下のような事例はある。 

地域の自治会から新一年生にお祝いを出したいので新一年生の名簿がほしいと頼まれたが、

学校が断ったため、教育委員会にクレームが来た。 

友達の家に遊びに行った子どもに連絡を取ろうとし、保護者が友達の連絡先を学校に問い

合わせたところ、学校が個人情報保護を理由に断り、トラブルになった例もある。 

 

 

                                                  
9 データを暗号化して保存し、パスワードをかけて、学校が持ち出しを管理するもの 

《取組の概要》 

前橋市教育委員会では、市立学校における個人情報の紛失事故をきっかけに、学校現場にお

ける個人情報の適切な管理運用を行うためのガイドラインとして、平成 17 年 7 月に『個人情

報取扱いマニュアル』を作成した。それを踏まえ、市立学校に対して個人情報を管理するため

の内規を作成するように求めている。 
さらに、指針の作成、研修などソフト面の対応だけでなく、学校や教職員が個人情報を適正

に管理できるようにするために、学校に教職員数のパソコンを配備する、セキュリティ USB９

を導入するなどハード面での整備も進めている。 

なお、この指針は、大手出版社の要請により『教職員の個人情報取扱の手引』として、発刊

された。 
 

《取組のポイント》 

マニュアルには学校における個人情報の職種別の管理の仕方、個別の対応事例など、個人情

報の適正な取扱い方が網羅的にまとめられている。 
個人情報をしっかり管理できるハード面の環境も整えている。 
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（ii） 個人情報の適正な取扱いにおける取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①網羅的なマニュアルの作成 

学校現場における個人情報の適切な管理運用を行うためのガイドラインとして、『個人情報

取扱いマニュアル』（以下「マニュアル」という。）10を作成した。そのマニュアルでは、各

市立学校において自校の状況に合わせた個人情報管理の内規を作るように求めている。 

マニュアルには、個人情報保護の概要（個人情報の定義や学校現場に存在する個人情報の

種別）、職種別の個人情報の管理・活用に関する事例（校長や教頭など管理職の対応や教員の

対応、事務職員の対応）、地域や保護者への対応事例、個人情報の流出を防止するための対応

などが記載されている。 

マニュアルについては、学校現場における個人情報管理に主眼をおいて作成した。また、

作成には学校現場の経験がある職員があたり、学校のどこにどのような個人情報があるか、

教員が個人情報を管理・活用する上でどのような問題点があるのかを洗い出した。また、事

務職員や養護教諭等の代表者にも協力を求め、それぞれの立場に応じた個人情報保護のポイ

ントや事例の収集に努めた。さらに新聞記事やインターネット情報などから多くの事例を収

集し、個人情報の流出・紛失事故の原因を把握する調査を行った。この調査結果をもとに流

出防止に必要な対策を検討した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-44 マニュアル作成のプロセス 

 

マニュアルは作成途中に、前橋市セキュリティ・ポリシーを策定した部署に何度もチェッ

クをしてもらい、前橋市としての個人情報保護に対する方針とマニュアルに乖離が生じない

ようにした。 

なお、異動等で教職員の入れ替わる年度当初などには、学校の内規やマニュアルをもとに

学校内で研修をするよう求め、個人情報保護に対する意識の向上やマニュアルの理解と徹底

を図っている。 

                                                  
10 マニュアルの内容は取組ヒアリング調査及び『教職員の個人情報取扱の手引』を参考にし、編集した 
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緊急連絡網の作成

・新たな連絡網を作成する
こと（例えば、前後数人だけ
に限定するなど）

・人数を限定した場合、連
絡がつかない時の対処法
を必ず決めておくこと

ＮＯＮＯ

・家庭での安全
管理を明記する
こと
（保管場所、不審
電話、廃棄方法
等）

クラスの全保護者から作成・配付 に関する

同意を得ること

ＹＥＳＹＥＳ

 
図 2-45 マニュアルに掲載してある Q&A（研修会資料より抜粋） 

 

②個人情報を保護するハード環境の整備 

これまで、教職員の多くは私有のパソコンを使用して、テストの作成や生徒の出席管理な

どの事務を行っていることが多かった。教職員は忙しく、学校の勤務時間だけで全ての事務

処理を行うことは難しい。このような環境下にあって、マニュアルに沿って個人情報を管理

することや個人情報を持ち出さないことを教職員に求めても難しい。そこで、ルールを作る

だけでなく、それを守れる環境を作るために、市立学校に対し全教職員用のパソコンを配備

した。教職員が私有のパソコンを使用しなくても業務が可能となった。これにより個人情報

を適正に管理し、流出防止のためのハード的な環境が整った。さらに、教職員がやむを得ず、

個人情報を学外に持ち出す際に、管理職（校長や教頭）の許可を得ることや「個人情報 校

外持ち出し報告簿」に記録するなど必要な手続の整備と学校が管理するセキュリティ USB の

配布も行った。 
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個人情報 校外持ち出し報告簿 

             前橋市立○○小学校 ２年１組  担任 △△ △△  

     持 ち 出 し 物  点検日 印 点検日 印 点検日 印 点検日 印 点検日 印 

 5/ 7/ 10/ 12/ 3/ 

 5/ 7/ 10/ 12/ 3/ 

 5/ 7/ 10/ 12/ 3/ 

 

常 

 

時 

 5/ 7/ 10/ 12/ 3/ 

          持 ち 出 し 物  持出日  収納日  確認印 

       

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

随 

 

 

 

時 

     

図 2-46 個人情報校外持ち出し報告簿 

 

（イ）取組による成果 

マニュアルを作成したことで個人情報保護に関する教職員の関心や理解は高まったと言え

る。また、個人情報の取扱いに関して、基準ができたため、保護者や地域住民に様々なこと

を説明しやすくなった。 

さらに、大手出版会社の要請もあり、マニュアルをもとに、内容をさらに充実し『教職員

の個人情報取扱の手引』として出版したことで、全国的にも参考にされるようになった。 

 

（iii） これからの取組 

個人情報の保護、流出防止に対する教職員の意識を常に高く保ち続けるために、定期的な

申し合わせの確認や自己点検を行っている。 

また、平成 18 年に総務省が『地方公共団体における情報セキュリティ・ポリシーに関する

ガイドライン』の全部改正を行ったことをきっかけに前橋市セキュリティ・ポリシーの見直

しを行っている。これまで、前橋市セキュリティ・ポリシーには学校が位置付けられていな

い。そこで、学校における個人情報の管理・運用をより適切に行えるようにするため、対象 
外だった学校をセキュリティ・ポリシーに位置付けていることとしている。11 

 

 

●参考 URL 

 ・前橋市教育委員会ホームページ 

http://www.city.maebashi.gunma.jp/kbn/00031003/00031003.html 

                                                  
11 平成 20 年 4 月 1 日に学校を対象に含めた新しいセキュリティ・ポリシーが施行された。 
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2-5 教育現場における個人情報適正活用に向けた取組事例 

（1）川場村立川場小学校  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）川場小学校における個人情報保護の動き 

最も早い取組は、平成 13 年度、ホームページの開設をきっかけとした「インターネットの

使用及び Web 上に公開した Web ページに関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

の作成になる。その後の取組としては、教職員及び児童などの個人情報において紙で管理し

ているものは施錠したキャビネット、電子化した個人情報ファイルにはパスワードをかけて

管理するなどしている。ただし、明文化した個人情報保護方針のようなものや各種同意書の

フォーマットなどは作成していない。 

 

（イ）川場小学校における「過剰反応」 

特に「過剰反応」はない。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

ガイドライン及び「Web ページ Q&A コンサルテーション」（以下「Q&A」という。）を作成し

た。 

ホームページの開設は平成 11 年度である。その頃、県内外を問わず、小中学校においてホ

ームページが急速に開設されていた。参考になる良いホームページもあったが、ホームペー

ジ上の個人情報に対する「過剰反応」により、閉鎖の危機に直面しているホームページもあ

った。良い例も悪い例も知っていたため、ホームページを公開するにあたり、情報発信の意

義と個人情報の取扱いを保護者に誤解なく伝えることが必要だと感じ、本校オリジナルのガ

《取組の概要》 

 川場村では「地域に開かれた学校」を目指すため、ホームページを活用して地域住民に対す

る情報発信を積極的に行っている。不特定多数が閲覧するホームページの特性を活用するとと

もにその弊害を抑制するため、「インターネットの使用及び Web 上に公開した Web ページに関

するガイドライン」及び「Web ページ Q&A コンサルテーション」を作成し、個人情報の適切利

用に努めている。 
 
《取組のポイント》 

ホームページを活用して地域に開かれた学校を実現するためのガイドラインを作っている。 
ガイドラインや Q&A をホームページ上に掲載することで学校の指針を明らかにし、保護者の

理解を得る工夫をしている。 
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イドラインを平成 13 年度に作成した。その後、平成 15 年度には、Q&A を作成し、本校のホ

ームページにおける個人情報の取扱いなどを示した。これは、当時の担当者が、県外研修で

ホームページの講習を受け、ガイドラインをもう少し噛み砕いて分かりやすくすることと、

ガイドラインにおいて説明が十分でないところを補うものとして作成された。 

 

（イ）取組の特徴 

ホームページは不特定多数が見るものなので、ホームページ上に掲載する情報には細心の

注意を払う必要がある。しかし、だからといって児童の学習や活動の様子を全く掲載しない

のであれば、ホームページを公開する理由がなくなってしまう。そこで、ガイドラインが必

要となった。 

ガイドラインでは、児童を特定する情報は発信しないこと、児童の写真をホームページ上

に掲載する場合は、画素数及びファイルサイズを落として使用することなどを規定している。 

ガイドライン及び Q＆Aは、それ自体もホームページ上に掲載している。掲載により本校の

指針を示すことで、保護者の理解が得られやすくなると考えている。 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-47 「インターネットの使用及び Web 上に公開した Web ページに関するガイドライン」 

（一部抜粋） 
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図 2-48 「Web ページ Q&A コンサルテーション」（一部抜粋） 

 
（ウ）取組による成果 

ホームページを開設して、これまでのところ、掲載した写真などについて、保護者からの

クレームはない。 

ガイドライン等を策定したことにより、ホームページ担当の教員が異動になっても、ホー

ムページ開設の目的に沿った運営が可能になっている。また、早い時期から取り組んでいた

ため、群馬県内では本校のガイドラインを参考にしている学校も多い。 

 

●参考 URL 

・川場村立川場小学校ホームページ 

http://www.kawaba-e.ed.jp/ 
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（2）江東区立小名木川小学校  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）小名木川小学校における個人情報保護の動き 

明確な個人情報保護の取組は、平成 17 年度、東京都情報モラル教育実践モデル校に指定さ

れてから始められた。その時の取組としては、個人情報保護方針（以下「小名木川小プライ

バシーポリシー」という。）の策定や学年ごとに個人情報やプライバシーの保護に対する教育

等を実施している。 

それより以前には、卒業アルバムへの住所録掲載の取り止め（平成 10 年頃から）や、子ど

もを早退させる旨の連絡を保護者からもらった時、一度電話を切り再度電話をかけて本人確

認を行ってから早退させるようにする（開始時期不明）、といった取組が行われていた。ただ

しこれらは、「個人情報保護」としての取組というよりは、子どもへの犯罪防止やプライバシ

ー保護を主目的としているものであった。 

 

（イ）小名木川小学校における「過剰反応」 

学級緊急電話連絡網の作成においては保護者からの「過剰反応」は見られておらず、同意

が得られないことは、全学年を通じてほとんどない。同意が得られない場合は、緊急の連絡

は担任の教員が直接連絡を取っている。 

また、児童の転入・転校時には、転校先の学校からは、児童の家庭の事情等の個人情報の

提供は滞りなく得ることができており、学校間でも「過剰反応」は見られない。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①小名木川小プライバシーポリシーの策定 

東京都情報モラル教育実践モデル校に指定されてから、小名木川小プライバシーポリシー

を策定した。これは、事業者や私立学校等のプライバシーポリシーを参考に、策定まで約半

年間の時間を要している。この中で連絡網の扱い等について規定した。 

 

《取組の概要》 

 江東区立小名木川小学校では、平成 17 年度、東京都情報モラル教育実践モデル校に指定さ

れたことをきっかけに、個人情報保護方針を定める等、個人情報保護に取り組んでいる。 

 学級緊急電話連絡網については、同意書をもらう形式で作成しており、同意が得られた児

童全員の姓名と電話番号が記載された連絡網を配布している。また、学級緊急電話連絡網は、

年度末に回収している。 

 
《取組のポイント》 

プライバシーポリシーの規定と保護者同意による連絡網の作成・配布を行っている。 
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平成１8 年 4月１日 

江東区立小名木川小学校校長 永岡 幸夫 

 

江東区立小名木川小学校の個人情報保護方針 

（プライバシーポリシー） 

 

江東区立小名木川小学校は、個人の人格尊重の理念のもとに、個人情報の重要性を認識し、以下の

方針に基づき、個人情報の取り扱いに留意して、その保護に努めます。 

 

１．個人情報に関する法令の遵守個人情報の取り扱いについて、「個人情報の保護に関する法律」

その他関連法令等を遵守します。 

２．個人情報の組織・体制 

   個人情報保護のための校内管理体制を整備し、個人情報保護に関する取り組みについて適宜

点検、改善を図ります。また、教職員に対して継続的な研修等を実施し、個人情報保護につい

ての意識を徹底します。 

３．個人情報の取得・利用 

個人情報の取得・利用にあたり、利用目的を明確にした上で適正な手段により取得し、取得し

た個人情報は明示した利用目的の範囲内で必要な限度において利用します。 

４．個人情報の管理 

個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏えい等を予防するために、必要かつ適切な安全措置を講

じます。 

５．個人情報の第三者提供 

法令の定める場合を除き、事前に関係する個人の同意を得ることなく、個人情報を第三者への

開示・提供は行いません。 

６．外部委託先の監督 

本校の業務の一部を外部に委託する場合、委託先に対し、個人情報の安全管理がはかれるよう

必要かつ適切な監督を行います。 

７．個人情報の開示・訂正・削除 

各自の個人情報の開示・訂正・削除等の請求に対して、的確に対応します。 

 

附則１． 

個人情報保護方針・プライバシーポリシーを平成１７年４月６日制定。 

平成１８年２月１日改正。 

 

附則２．個人情報利用目的 （個人情報の取得・利用） 

本校入学時及び新学期の開始時に取得する個人情報の利用目的は、以下の通りです。 

１．校務及び教務、証明書作成等に関わる業務を行うため 

２．学業成績及び生活の向上改善を目的とした指導に関わる業務のため 

３．入学式、卒業式等の行事実施のため 

４．健康診断の実施等児童の健康管理、児童の安全確保を行うため 

５．給食費、ＰＴＡ会費、積立金等に関わる案内や通知に必要な業務を行うため 

６．児童の所属する学級において、教育上必要な連絡を行うため 

７．ＰＴＡの運営等に必要な業務を行うため 

 

附則３．個人情報の共同利用 （個人情報の第三者提供） 

個人情報の一部に限り、以下の通り共同利用します。 

１．共同利用する情報 

 在校児童名と電話番号 

２．共同利用する者 

 同級の保護者 

３．共同利用する目的 

 緊急連絡 

４．記載に支障がある場合は、各担任までご連絡ください。 

 

児童名簿・学級緊急連絡網の作成について  

 ①児童名簿  

ご家庭との連絡のために、児童名、保護者名、住所、電話番号を掲載した児童名簿を校長室・職員

室・事務室・保健室等に常備しますが、表紙に通し番号を記載し、印刷は必要最小部数にとど

め、「取扱い注意」の表示を行い、公開はいたしません。  

 

 ②学級緊急連絡網  

緊急連絡を目的とした学級毎の電話連絡網を作成し、各ご家庭に配布する。保護者には複製の禁止

と取扱い注意の協力を依頼する。また、追加訂正した場合、最新の連絡網以外は回収して破棄

する。年度末には回収し､破棄する。 

図 2-49 小名木川小プライバシーポリシー 
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②学級連絡網 

学級連絡網の作成については、入学時に保護者からの同意書をもらうことによって作成を

可能にしている。原則として、同意を得られた児童全員の姓名と電話番号を記載している。

同意書では、利用目的を、「災害時の緊急連絡と行事の中止及び臨時休校等の連絡」「PTA 及

び学級の運営に必要な連絡」「児童の安全確保のための連絡」に限定している。この同意書を

「小名木川シャトル便」12という保護者との連絡便で配布・回収を行う。また、連絡網につい

ては、年度の終わりに回収するという運用方法をとっている。 

連絡網は、個人情報保護法施行以前から引き続き作成しているものであり、作成するのが

当然という意識のもとに作成･配布されている。 

 

 

図 2-50 学級緊急電話連絡網 同意書書式 

 
③学校名簿の作成 

小名木川小学校では、全校生徒名の記載されている学校名簿を作成している。これは、年

度当初に保護者に対して配布・回収する「児童資料」をもとに作成しており、5 部だけ作成

し、校長、副校長、事務室、保健室においてそれぞれ 1 部ずつ管理し、残り 1 部を予備とし

て保管している。 

                                                  
12 保護者と担任の教員が連絡を取り合う際に使う生徒を通じた連絡ファイル 
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図 2-51 児童資料（一部抜粋） 

④情報管理 

児童の個人情報は、ネットワークにつながっていないパソコンにおいて管理している。ま

た、教師がパソコンからデータを外部に持ち出すことは原則禁止している。どうしても必要

な場合は、管理職の許可のもと、パスワード管理がされているセキュリティ USB メモリを使

用することにしている。 

 

（iii） これからの取組 

個人情報保護の取組をより浸透させていくことが今後の取組である。しかし、それには情

報管理システムの向上や、運用上のルールの徹底など様々な課題をクリアする必要がある。

これらの問題に対応できる人材の確保が課題となっている。 

 
● 参考 URL 

・小名木川小学校ホームページ 

   http://www.koto.ed.jp/onagigawa-sho/ 
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（3）奈良女子大学附属中等教育学校  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）奈良女子大学附属中等教育学校における個人情報保護の動き 

平成 16 年度後半から、個人情報保護法及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関

する法律に関する情報を収集し始めた。 

収集した情報の整理、検討を行い、学校としての個人情報保護方針の策定、学校内規も盛

り込んだ。また、教職員が使いやすいように内規集をもとに「個人情報保護マニュアル」（以

下「マニュアル」という。）を作成し、職員会議で周知した。規則を作るだけでなく、浸透さ

せることも重要であるため、教職員に対する研修会・勉強会なども行っている。 

また、生徒に対しては通常カリキュラムの中で情報モラルの教育を行い、その中で個人情

報の取扱いについても学習するようにしている。また、本校の学園祭などで外部に対し学校

内の情報を発信する場合は、リーダー講習会と称して、学園祭の実行委員の生徒に個人情報

保護などの講習会を行っている。 

 

（イ）奈良女子大学附属中等教育学校における「過剰反応」 

学校内ではほとんどない。「過剰反応」が起きないように保護者にはよく説明している。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報の適正利用、管理に関わる校内規定・内規、マニュアルの作成を行った。規定・

内規は、副校長が素案を作り、それを学校長など管理者と主だった教職員で検討、顧問弁護

士にも相談して作り上げた。その後、教員会議で意見を聞きながら完成させた。マニュアル

《取組の概要》 

 奈良女子大学附属中等教育学校では、個人情報保護規定などの策定、各種同意書式などを

作成し、校内規則・内規集としてまとめている。また、これら内規集から個人情報の取扱い

に関係する部分を編集し、独自の「個人情報保護マニュアル」を作成した。現在、内規集及

び「個人情報保護マニュアル」に従って、学級連絡網の作成や学校ホームページの管理が行

われている。 
 また、生徒に対する情報モラル教育を実施することで、個人情報を収集・管理する側（学

校側）の体制整備と併せ、提供する側（生徒側）の啓発も行っている。 
 
《取組のポイント》 

保護者の同意を得ながら従来どおりの学級連絡網を作成している。 
生徒の写真なども同意を得ながらホームページ等に掲載している。 
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に関しては、情報管理委員会13を立ち上げ、内規集から必要部分をピックアップする形で編集

を行った。また、職員研修では内規集やマニュアルの勉強会を実施し、学校の顧問弁護士を

講師としたケーススタディを行った。ケーススタディ方式にしたのは単に講義を聴くだけで

はなく、教職員に自らで個人情報について考える場を提供するためである。 

 

・クラス（クラブ）連絡網を作成・配布するにあたって必要なことは？

・提出物を未提出の生徒の氏名を張り出した。問題になるのはどこ？

①教室 ②学年掲示板 ③学校連絡黒板 ④生徒昇降口 ⑤校門

・成績ファイルを紛失。探したが出てこない。直ちに取るべき対応は？

 

図 2-52 ケーススタディの例（一部抜粋） 

 

（イ）取組の特徴 

奈良女子大学附属中等教育学校では学級連絡網の作成とホームページ上で生徒のいきいき

とした活動の様子などを紹介している。連絡網などが作成できないなど困難に直面している

学校が多い中、保護者の理解を得ながら進めている。 

 

①学級連絡網の作成について 

○個人情報保護法全面施行前 

平成 10 年頃まで学校名簿を作成していた。学校名簿は生徒及び教職員全ての住所・姓名（生

徒に関しては保護者姓名も掲載）・電話番号を掲載し、学校関係者全員に配布していた。この

当時は同意を得ていなかったし、回収もしなかった。保管に関しても特に注意書きなどはし

ていなかった。平成 10 年頃から教職員宅を中心に不動産会社などから営業の電話が多くなり

始めたので、教職員には学校名簿を配布、生徒には同学年の生徒のみの名簿を配るようにし

ていた。この方式は平成 16 年度まで続けた。 

これら名簿に記載する情報は、毎年家庭から提出してもらっている家庭調書による。 

 

○個人情報保護法全面施行後 

平成 17 年度からは学校名簿は教職員のみに配布し、1 年ごとに回収(名簿にナンバリング

して管理)、部外者への公開を禁ずる旨を名簿の表紙に明記した。 

また、学級名簿を作成することにした。いわゆる学級連絡網である。学級連絡網の作成は、

文書で家庭に作成する旨を通知し、同意をいただいたことにしている。家庭から問い合わせ

があれば、担任が対応するようにしている。 

学級名簿には、クラス全員の姓名、電話番号及び名簿の取扱いに関する注意書き（部外秘

とすること、外部問い合わせに応じないこと、回収することなど）を記載してある。また、

                                                  
13情報管理委員会は、校長、副校長、校内教頭、図書情報部主任、総合情報処理センター運営委員、教務部主任、進路指導部主

任、事業広報部主任、事務係長、附属学校部の担当者の他、校長が必要と判断したもので構成 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 86

年度末に回収するようにしている。なお、姓名は姓だけで学級名簿を作るクラスもある。こ

れはクラス担任の判断に任せている。また、電話番号は、基本的に家庭の電話（固定電話）

にしている。 

 

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

姓 名

電話番号

この連絡網は、あくまで●●クラス内の連絡のためにご利用下さい。

この連絡網は、個人情報保護の観点から部外秘として下さい。年度末には回収します。

外部からの問い合わせには、一切お答えにならないようにお願いします。

●●年度 ●年●組 ●●連絡網

 

図 2-53 学級連絡網のイメージ（内規集などをもとに編集14） 

 

②ホームページの写真、展覧会・スポーツ大会などでの氏名の公表について 

ホームページに写真を掲載することや、展覧会やスポーツ大会などにおける氏名の公表に

ついては、入学時に保護者から同意を得るようにしている。 

なお、ホームページに顔がはっきり分かるような写真を掲載する場合や、学校紹介のパン

フレットなど学校としてオフィシャルに長期間、配布する場合は個別に同意を得るようにし

ている。煩雑だが、「過剰反応」などを惹起させないために必要な手続と考えている。 

                                                  
14 学級連絡網の細かい部分は、クラス担任の判断に任されている。このため、注意書きの内容（表現）や連絡網の名称（緊急

連絡網や電話連絡網）などはクラスによって違う。内規集などに示されている基本的な事項について例示した 
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図 2-54 同意書フォーマット 

 

（ウ）取組による成果 

個人情報保護法施行前から準備を始めたためか、さほど混乱なく個人情報の保護体制の構

築、学級連絡網の作成、ホームページ上での情報発信を続けることができた。また、他校か

らマニュアルに関する問い合わせなどもあり、一定の成果を挙げられていると考えている。 

 

（iii） これからの取組 

現時点では特に予定していないが、必要があれば随時対応する。 

 
 
●参考 URL 

・奈良女子大学附属中等教育学校ホームページ 

http://www.nara-wu.ac.jp/fuchuko/ 

・奈良女子大学附属中等教育学校『個人情報保護マニュアル』 

http://www.nara-wu.ac.jp/fuchuko/Q&A/news/kojinjouhoumanyuaru.pdf 
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（4）社会福祉法人陽光福祉会 太陽の子保育園  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）太陽の子保育園における個人情報保護の動き 

平成 19 年 4 月、現園長の就任に伴って、個人情報保護の取組を始めている。園長は民間企

業の出身であり、民間企業に比べ太陽の子保育園での個人情報保護の取組があまりにも遅れ

ていることを憂慮し、取組を開始した。これまでは、園児の個人情報が記入された「児童票」

を事務所内の机に出したままにしたり、必要以上の個人情報を第三者に提供するなどの状況

が多々見られた。 

 
（イ）太陽の子保育園における「過剰反応」 

現状、太陽の子保育園において、個人情報保護への「過剰反応」は見られておらず、「児童

票」「緊急連絡票」「同意書」を得るにあたって、保護者からのクレームや拒否はない。 
 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①プライバシーポリシーの設定 

太陽の子保育園では、平成 19 年 6 月にプライバシーポリシーを策定した。これは、職員が

園内で撮影した写真を保護者に販売するにあたって、保育園としての個人情報への態度をま

ずは明確にすることが主な策定の意図である。保護者に渡った写真がどのように使われるか

をコントロールするのは不可能であり、結果的に問題が発生した場合、保育園が負う責任の

所在を明確にする必要があった。 
 

太陽の子保育園における個人情報保護の方針 

 

社会福祉法人 陽光福祉会ならびに太陽の子保育園では、園児及び保護者・家庭に関する個人情報の

取り扱いについて『個人情報の保護に関する法律』(以下、『個人情報保護法』と呼ぶ。)及び関連

法令等を遵守し、下記の方針に基づいて個人情報の保護に努めます。  

《取組の概要》 

 太陽の子保育園では、園内写真の販売をきっかけに、個人情報保護のルールを定めるプライ

バシーポリシーの策定を行うとともに、その内容に対する保護者からの同意書を取得してい

る。 
 また、園児の個人情報をデータベース管理する取組を進めており、情報セキュリティの安全

性をより高めようとしている。 
 
《取組のポイント》 

民間出身の園長が、保育園での個人情報保護の管理体制を憂慮し、保護者からの「過剰反応」

の出る前に取組を開始している。 
写真販売等の際の責任の所在を明確化し、過剰反応に備える。 
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１．基本理念 

太陽の子保育園(以下「当園」という。)では、『個人情報保護法』第 3条において「個人情報は、個人の

人格 尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものである」とされていることを踏まえて、個人

情報を取り扱う全ての者が、個人情報の性格と重要性を十分認識し、その適正な取り扱いを図りま

す。  

 

２．個人情報の利用目的 

当園では、保護者より口頭もしくは文書により提供を受けて得た個人情報、また日々の保育業務を通し

て得た個人情報を、『児童福祉法』及び厚生労働省編『保育所保育指針』が示している保育所保育の

円滑な実施以外の目的で使用することはありません。 監督官庁への各種届出、法律に定めるところ

の必要書類作成、各種募集等、情報主体の利益享受及び権利の行使に必要と認められる場合は、正

当な目的に限り使用します。 利用目的は  

1. 園児募集並びに入園に関する業務  

2. 保護者との連絡に関する業務  

3. 園児の保育に関する業務  

4. 園児の記録管理に関する業務  

5. 園児の健康状態把握に関する業務  

6. 卒園児の確認に関する業務  

とします。  

 

３．収集する個人情報の種類 

当園では、園児を保育するにあたり、児童表・家庭調査票・健康診断票・緊急連絡調査票等、必要最低

限の情報は 収集させていただきます。 個人情報の提供を依頼する時は、その収集目的、提供拒否

の可否を明確にし、適正に使用します。  

 

４．個人情報の第三者への提供の制限 

当園では、『個人情報保護法』第 23 条に規定されている下の各号に該当する場合を除いて、保護者の同

意を得ないで第三者に個人情報(個人データ)を提供することはありません。  

1. 法令に基づく場合  

2. 人の生命、身体又は財産の保護の為に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難な

場合  

3. 公衆衛生の向上又は園児の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意

を得ることが困難な場合  

4. 国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務の遂行に支障を及

ぼすおそれがある場合  

 

５．個人情報の管理 

当園は、利用する個人情報(個人データ)を正確かつ最新に保つよう努めるとともに、漏洩(ろうえい)滅

失、又は毀損(きそん)の防止、その他の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じます。また、

利用目的を失した個人情報については、法令等に定めのあるものを除き、確実かつ速やかに消去す

るものとします。  

 

６．個人情報の開示・訂正・利用停止・消去 

当園は、保護者がその子ども、その家庭及び自身の個人情報(個人データ)の開示・訂正・利用停止・消

去を求める権利を有していることを十分に認識し、これらの要求がある場合には、法令に従って速

やかに対応します。また、開示には、本人(保護者)確認をさせていただきます。  

 

７．個人情報非開示の範囲 

当園の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合は、非開示とします。  

 

８．個人情報の使用 

当園は、個人情報の使用に際して、使用されている方の安全に留意するとともに、情報主体の方の意見

を尊重し、個人情報を適切に取り扱います。その上で、園児の園生活において必要に応じ使用しま

す。具体的な使用は次のとおりとします。  

 

1. 園生活において、園児が必要とする箇所(ロッカー・フック・くつ箱等) や個人で使用する物品(連

絡帳・帽子等)には名前や写真を掲示・記載します。  

2. 園内の壁装飾として、当番表・誕生表・園児作品には名前や写真を掲示します。  

3. 園児名簿・日誌・指導計画・児童票・名札・園便りやクラス便りに、行事の写真を掲載します。 

4. 児童票・調査票・健康調査票・就労証明書の提出をお願いしますが、保育上必要な目的以外には

使用しません。  

5. 園児名簿や園児連絡先は当園での使用に限定し、それ以外の方から求められてもお知らせしませ

ん。  

6. 実習生の記録ノートに園児名の記載はいたしません。  

 

９．パンフレットやホームページなどでの写真使用 

1. 当園で撮影した写真データをパンフレットやホームページなどで使用する場合、以下の点を厳守

します。 
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2. 園児の写真は、集合写真や複数園児の活動場面のみを掲載し、個人が特定できない写真のみとす

る。また、ホームページに使用する写真については、個人が特定できない解像度で掲載する。 

3. 個人の特定ができるような写真を掲載する場合は、保護者の同意を得る。  

4. 保護者から写真の修正や掲載中止の要請を受けた場合は速やかに処理を行う。  

 

10．個人情報保護体制の継続的改善 

当園は、この「太陽の子保育園における個人情報保護の方針」を実行するため、職場内研修・教育の機

会を通じて全職員に周知徹底させて実行し、かつ継続的に改善することによって常に最良の状態を

維持します。  

 

[ 附則 ]  この方針は、平成 19 年 6 月 1 日より実施する。 

図 2-55 太陽の子保育園における個人情報保護の方針 

 
②同意書 

太陽の子保育園では、プライバシ

ーポリシーの策定とともに、その内

容に対する同意書を得ている。同意

書の内容としては、「プライバシー

ポリシーの内容に対するもの」と

「保育園で得られた情報を子ども

の記録以外に使用しないこと」の 2

点である。これは年度当初に同意を

得るようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     図 2-56 同意書ならびに誓約書 

 
③職員研修 

個人情報保護に関する職員への研修を行っている。これは平成 19 年に 3回程度、職員会議

の中で実施された。個人情報の運用に関するマニュアルや説明資料等は特にないが、園長か

ら個人情報保護の説明をしている。 
 

④個人情報の管理 

園児の個人情報は、入園の際に記入する「児童票」「緊急連絡票」によって収集している。

以前はこれらを紙ベースで保管していたが、現在は、その内容を専用のデータベースソフト

によって管理するよう作業が進められている。このデータベースでは、職位によって閲覧で

きる個人情報の範囲が決められており、園長は全てのデータを閲覧できるが、保育士は自分
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の担任クラス以外の園児について、詳細な情報は閲覧することができないようになっている。

このデータベースは、ID とパスワードで管理されている。 

 
⑤緊急連絡網 

保護者に配布している緊急連絡網は、全ての園児の姓名が記載されているが、電話番号が

記載されているのは自分の連絡する列のみになっている。保護者が他の園児の名前を認識す

るにあたって連絡網を確認するため姓名までは記載しているが、保護者同士で連絡を取り合

う場合は、保育園がそこに介入せずに、個々で連絡先を交換するように指導をしている。 
 

姓名 姓名 姓名 姓名 姓名 姓名
姓名

（電話番号）

姓名

姓名 姓名 姓名 姓名 姓名 姓名
姓名

（電話番号）

姓名 姓名 姓名 姓名 姓名 姓名
姓名

（電話番号）

姓名 姓名 姓名 姓名 姓名 姓名
姓名

（電話番号）

姓名 姓名 姓名 姓名 姓名 姓名
姓名

（電話番号）

太陽の子保育園電話番号（○○○-○○○○）

 
図 2-57 緊急連絡網（イメージ） 

 
⑥ホームページ上での写真掲載 

太陽の子保育園のホームページでの写真掲載については、誰でも見ることができるページ

と保護者のみが閲覧できるページとを設けている。誰でも見ることのできるページについて

は、個人を特定できない大きさ、解像度で写真を掲載しているが、保護者のみ見ることので

きるページでは、個人が特定できる大きさ、解像度で写真を掲載している。このことはプラ

イバシーポリシーにも記載しており、同意を得ている。保護者用ページにログインするには、

専用の ID とパスワードが必要であり、年に 1回保護者に配布している。なお、保護者に対し

ては、園児の祖父母までは ID とパスワードを提供してもよいというルールをとっている。 
 

（イ）取組の課題 

①個人情報の管理 

個人情報のデータ管理が課題となっている。数名の職員でデータ入力作業を行っているが、

職員の情報リテラシーが低いこともあり、あまり効率がよくない。時には園長が直接入力す

ることもあり、全ての園児の個人情報を紙媒体から電子媒体に移行するのは、かなり先にな

る見通しである。 

 

②日々の保育の中で収集される個人情報の管理 

「児童票」に記入された個人情報は電子データで管理することができるが、日々の保育の
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中で得られる情報については、どのように管理すべきか課題となっている。 

日常の保育の中で収集される、園児の行動や健康状態などの情報は、日々更新されていく

ものであり、紙で保管し、その都度書き加えていく方が効率がよい場合もある。また、他の

職員と共有しやすさを考えても、紙ベースでのアナログ管理にはメリットがある。しかし、

電子データ化した方が、何重にもパスワードを設定することができるため、セキュリティが

高い。 

 

（ウ）取組による成果 

プライバシーポリシーの策定等によって、ホームページ上での写真掲載もルール化された

ことにより、積極的に情報発信することができるようになった。保護者も園児の日常の保育

環境を知ることができ、安心と言えるであろう。 

また、東京都の社会福祉団体は、第三者機関による利用者調査を行っているが、行った結

果、太陽の子保育園における個人情報保護に対する取組は、利用者の方に非常に高く評価さ

れている。 

 

（iii） これからの取組 

個人情報のデータベース化とその管理を進めている。保育士の情報リテラシーの研修も行

う予定である。 

 
 
●参考 URL 

・太陽の子保育園ホームページ 

http://sunshine.ed.jp/ 
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（5）市立 A 小学校    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本事例は連絡網の作成に関するものである。連絡網は、個人情報の塊であり、そのため連絡網

を作成している学校の児童に名簿業者が接触し、連絡網を入手しようとした事件も発生している。

このような状況をかんがみ、小学校からの要請があり、児童の安全面を考慮し、学校名は公開し

ない。 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）A小学校における個人情報保護の動き 

A 小学校では、世の中にインターネットや携帯電話が普及し始めたことなどを受け、平成

13 年頃から情報リテラシー教育に取り組み始めた。また、個人情報保護については、平成 17

年 4 月の個人情報保護法全面施行前後から本格的に取り組み始めた。個人情報保護指針の策

定、個人情報保護管理者の設置などを行った。 

 

（イ）A小学校における「過剰反応」 

運動会や展覧会などで氏名や作品を公表することに対する許諾を得るようにしているが、

これを拒否する家庭がいくつかある。 

ただ、「過剰反応」というよりも、このような家庭は大抵の場合、手続の趣旨が分かってい

ないため、家庭訪問などの折に詳しく説明すると、同意を得られることがほとんどである。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報保護法施行前から、個人情報保護方針やホームページ作成のガイドラインの策定、

緊急連絡網及び各種同意書のフォーマット作成に着手していた。個人情報保護法が施行され

た 4 月に、それらの資料を職員会議等において検討を加え、A 小学校の方針として打ち出し

た。それと併せ、校長が個人情報の管理者となり、学校で扱う個人情報は施錠したキャビネ

ットで保管することとした。 

《取組の概要》 

 学校としての個人情報保護指針を策定、個人情報保護管理者などの設置を行っている。これ

らの指針に従い、連絡網の作成やホームページ上へ児童の写真を掲載するなど、個人情報の適

正利用も実現している。また、児童自身が自分の個人情報を守れるために情報リテラシー教育

を実施している他、家庭における個人情報の管理が重要との考えから、保護者に対する啓発活

動も行っている。 
 
《取組のポイント》 

同意を得、連絡網の作成及びホームページなどで写真の掲載をしている。 
保護者に対する個人情報保護の啓発活動を行っている。 
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また、PTA の個人情報保護方針も作成した。学校だけが個人情報の管理体制を整備しても

児童や保護者が「過剰反応」したり、情報が流出したりしては意味がないため、保護者に対

し情報リテラシーの講演会を実施した。家庭における個人情報の責任は、保護者が持つべき

であり、保護者に自分や児童の個人情報を守るという意識を持ってもらうために、このよう

な取組も行っている。 

さらに児童に対しては総合学習の時間などを利用して年間指導計画に沿って情報リテラシ

ー教育を実施している。 

 

（イ）取組の特徴 

①連絡網の作成やホームページの写真の掲載等について 

平成 17 年から、在学中の生徒に関する個人情報の取扱いについて同意を得、連絡網の作成

やホームページ上への写真の掲載などをしている。その後、新 1 年生は入学時に、転入生は

転入時に同意を得るようにしている。年度当初同意を得られなかった家庭は家庭訪問時に説

明し、同意を得ている。 

連絡網は、学級全員の姓名及び電話番号を掲載している。電話番号は、基本的には家庭の

電話にしている。毎年更新をし、年度当初の学級懇談会で、取扱い上の注意を確認している。

（コピーをしない、第三者に見せない・知らせないなど） 

なお、連絡網は年度末には家庭ごとに廃棄をお願いし、回収は行っていない。 

 

 

図 2-58 連絡網等を作成する際の同意書フォーマット 

 

また、個人情報の取扱いについて同意を得るときに、展覧・スポーツ大会等での氏名の公

表についても同様に説明し、同意を得るようにしている。 

ホームページ上の写真はできるだけ個人が特定できないように、扱いに配慮しながら掲載

している。 
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図 2-59 写真等をホームページに掲載する際の同意書 

 

②保護者に対する個人情報保護の啓発 

平成 17 年に、連絡網に対する今後の取扱いや PTA の個人情報保護方針などを学年総会や学

級懇談会などで説明した。 

しかし、保護者から出された意見の多くは、管理を厳しくすることなく、これまでどおり

に個人情報を扱っても問題ないのではないかというものだった。学校がしっかり個人情報を

管理しても保護者が管理できなければ、児童の個人情報を守ることはできない。よって、学

校として妥協することはできないので、きちんと趣旨を説明し、理解を求めた。また、保護

者向けの情報リテラシーの講演会を行い、学校の取組に対する啓発を行った。 

 

（ウ）取組による成果 

学校周辺では児童から個人情報を収集しようとする不審人物や電話での問い合わせがごく

まれに見られる。本校では、児童達が個人情報を聞き出されそうになった時にきちんと断る、

不審人物に個人情報を提供しないように、上級生が下級生へ注意を促すということがあった。

これはひとつの成果だと思う。このような教育をすることが学校の責務だと思う。 

 

（iii） これからの取組 

学校や PTA における個人情報管理の仕組みなどは現状を維持していく。また、児童に対す

る情報モラル教育も続けていく予定である。 
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2-6 医療・福祉現場における個人情報適正活用に向けた取組事例 

（1）医療法人杏林会 今井病院  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）今井病院における個人情報保護の動き 

医師や病院職員は、患者の情報に対する守秘義務が課せられていたため、個人情報保護法

の施行以前から、個人情報については適切な取扱いをしていた。そのような中、平成 16 年に

厚生労働省から「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラ

イン」（以下「厚生労働省ガイドライン」という。）が示されたことをきっかけに、病院とし

ての個人情報保護方針の明文化を行った。 

 

（イ）今井病院における「過剰反応」 

今井病院においては、特に「過剰反応」はないと言える。 

 

（ii） 個人情報の適正利用のための取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報保護方針を作成した。今井病院では、医療現場における安全を確保し、適切な治

療を行うことが重要であり、そのために必要な個人情報は取得や提供を行うことを基本方針

としているので、個人情報保護方針には、厚生労働省ガイドラインを参考にしつつ、このよ

うな病院の基本方針も盛り込んだ。 

また、個人情報を確実に保護するため、院内にある個人情報の整理、職員向けの個人情報

保護に関するマニュアルの作成と研修会の実施、守秘義務契約の締結を行った。研修会では、

個人情報保護法の基礎知識の他にケーススタディなどを行い、職員の理解促進に努めた。こ

のように、個人情報保護法全面施行前に、施行後どのような事態が想定されるかシミュレー

ションをし、訓練していたため、現場においてさほど混乱は無かった。 

《取組の概要》 

今井病院では、厚生労働省の「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイドライン」に準拠した個人情報保護方針の策定と院内勉強会の実施による職員への個

人情報保護の徹底を行っている。 

また、患者の安全を考慮し医療に必要な情報は取得・提供することを基本方針とし、個人情

報を保護するとの名目で行われる必要性の低い事務内容の変更は行わないことにしている。こ

の結果、他の病院で見受けられる患者を番号で呼ぶことや病室から患者の名前をはずすなどの

ことは行っていない。 
《取組のポイント》 

これまでの仕組みを大きく変えずに個人情報保護に対応している。 

個人情報などを外部に流出させないため、職員と守秘義務契約を締結している。 
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一方、患者対応としては、問い合わせ窓口の設置や初診時に利用目的などを説明した上で

今井病院の個人情報の取扱いに対する同意を得るようにしている。ただし、個人情報保護法

の全面施行以前から受診している患者にはこの措置を行わず、院内に「個人情報保護方針」

を掲示することにより対応している。 

 

 

図 2-60 今井病院の個人情報保護方針 

 

（イ）特徴的な取組 

①これまでの医療現場の仕組みを大きく変えずに個人情報保護に対応 

医療現場においてこれまでの仕組みを変えることは、医療事故につながる危険がある。そ

こで、極力、今までの仕組みを変えずに個人情報保護に対応することにしている。例えば、

今井病院では診察受付で患者を番号で呼ぶことや入院患者のネームプレートを外すようなこ

とはしていない。患者を番号で呼ぶ場合、呼ぶ側が番号を間違える場合もあるし、患者が自

分の番号を間違える場合もある。このような間違いが生じて最悪の場合には、医療事故につ

ながることも考えられる。名前を呼べばこのような間違えは絶対に起こらない。入院患者の

ネームプレートについても同様なことが言える。これらに関し、患者等からのクレームはほ

とんどない。 

今井病院ではこのようになるべく医療現場の仕組みを変えずに個人情報を保護するように

取り組んでいる。 
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②守秘義務契約の締結 

守秘義務契約は全職員を対象に締結している。契約の内容は、総務課職員、訪問看護ステ

ーションの職員、その他の職員によって変えている。守秘義務契約を締結する大きな目的は

情報漏えいを防ぐことにあるので、院内で知り得た情報を、退職後も他に漏らさないことな

どを契約書に明記している。 

 

（ウ）取組による成果 

研修等を行っていたため、現場にさほど混乱なく個人情報保護法の全面施行を迎えること

ができた。その後も、特に個人情報に関するトラブルはない。 

 

 
●参考 URL 

・医療法人 杏林会 今井病院 

http://www.anz.or.jp 

・IT ヘルスケア 第 1巻 1号 2006「個人情報保護に対する病院の取り組みの一例」 

http://www.jstage.jst.go.jp/article/ithc/1/1/24/_pdf 
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（2）医療法人財団アドベンチスト会 東京衛生病院 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）東京衛生病院における個人情報保護の動き 

東京衛生病院では、ISO9001 の認証を受けたあとの次のステップとして、今後の病院活動

において、患者のプライバシー情報の取扱いが重要視されるだろうと考え、平成 16 年 3 月か

らプライバシー・マークの取得に向けた取組を開始した。ちょうどその頃、厚生労働省から

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」が示され

たこともあり、個人情報保護への取組が本格的に動き出した。 

 

（イ）東京衛生病院における「過剰反応」 

院内では特に目立った「過剰反応」はないが、個人情報の取扱いに関して慎重になった。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報を適正に収集・管理できる環境を構築し、プライバシー・マークを取得した。取

組のおおよその内容を以下に示す。 

・ 病院における「個人情報保護方針」の策定 

・ 院内における個人情報の取扱いを示した「個人情報保護基本規定」の策定 

・ 外部委託する際の指針となる「外部委託管理規定」の策定 

・ 院内における個人情報管理体制である「個人情報セキュリティ委員会」15の設置 

・ 院内教育規定に基づく個人情報保護の教育訓練の実施 

・ 患者からの個人情報の取得と利用に関する同意を得る仕組みの構築 

 

                                                  
15 「個人情報保護規定」による設置 

《取組の概要》 

 東京衛生病院では、「診察上必要な個人情報は取得する」ことを基本方針としている。その

上で、プライバシー情報を含め個人情報の提供を受ける手続（包括同意）や患者が安心して個

人情報を提出できる管理体制の構築を行っている。 
《取組のポイント》 

プライバシー・マークを取得し、体系的な個人情報保護体制を構築している。 
患者から個人情報の提供を受ける際に包括同意を取り付けている。 
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図 2-61 東京衛生病院の個人情報保護方針（一部抜粋） 

 
（イ）特徴的な取組 

①体系的な個人情報の収集・管理の体制 

東京衛生病院の個人情報の収集・管理の体制は非常に体系化されている。 

「個人情報保護方針」を定め（基本的な方針としては、治療に必要な情報は個人情報もプ

ライバシー情報も収集する）、その方針に沿って、患者から個人情報の取得に関する同意を得

る（同意の内容は後述）。また、患者が安心して個人情報を提供できるように病院内の個人情

報取扱いに対する内規にあたる「個人情報保護基本規定」を定め、個人情報保護管理者や業

務従事者の義務等を明記した。さらに、「外部委託管理規定」を設け、個人情報の漏えい防止

にも取り組んでいる。 

院内における個人情報は、電子カルテに関しては一括管理しているが、病院には他にも非

常に多くの個人情報が分散しており、それを一括管理することは難しい。そこで、病棟、放

射線科、検査科、栄養科といった科ごとで管理するようにしている。当然、その部署におけ

る管理は個人情報保護方針に準拠している。 

また、個人情報を適正に保護していくことは、結局は職員の意識にかかってくる。規則を

作ることはできても、その規則を浸透させなければ意味がない。そこで、職員研修を盛んに

行っている。毎年、全職員を対象とした研修を年 3 回行うほか、新人研修を年 1 回、係長主

任研修と課長研修をそれぞれ年 2 回行い、さらに試験を実施して理解度を確認している。こ

れにより、職員の個人情報保護に関する意識は格段に上がった。 
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図 2-62 東京衛生病院の個人情報の収集・管理体制 

 

②包括同意の仕組み 

個人情報を取得する際に患者から得る同意は、初診の患者に対しては「個人情報の取得及

び利用に関する同意書」を示し、包括的に同意（収集する個人情報ごとに同意を得るのでは

なく、一括で同意）を得るようにしている。また、再診の患者に対しては、院内に「個人情

報の取得及び利用に関する同意書」の内容を掲示、周知することで同意を得たことにしてい

る。「個人情報の取得及び利用に関する同意書」には利用目的、外部提供に関する規定などを

明示している。また、この同意書はオプトアウト方式であり、患者の希望によりいつでも病

院における自己の個人情報の使用を中止することができる。 

ただし、全てを包括同意で済ませるわけではない。プライバシー性の高い情報などは個別

に判断し、同意を得るようにしている。これは、患者のプライバシーに対する完全な保護が

できないため、このような配慮をしている。 

 

東京衛生病院

個人情報の管理・維持等 提供への同意

・個人情報保護規定

・外部委託管理規定

・職員教育訓練実施

管理主体の明確化

個人情報セキュリティ委員会

・初診患者等への包括同意

・再診患者等へ

オプトアウト対応

・その他必要に応じた

個別同意

個人情報保護方針

病院側の管理体制 個人情報提供の仕組み
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図 2-63 包括同意書（一部抜粋） 

 

（ウ）取組の課題 

病院には入院患者等に対する問い合わせが非常に多く、「個人情報保護方針」により、容易

に問い合わせに答えることができない。1 件 1 件対応方法を電話窓口で判断しているが、受

付で判断できない案件に関しては個人情報保護管理責任者に問い合わせが来る。このような

問い合わせが多くあり、問い合わせ電話対応マニュアルなどの必要性を感じている。 

 

（エ）取組による成果 

職員の個人情報保護に関する意識が非常に向上した。また、問い合わせなどがあった場合

に個人情報保護法が施行されたため、個人情報保護について説明がしやすくなった。しかし、

よりよい個人情報活用についての成果は疑問が残る。 

 

（iii） これからの取組 

問い合わせ電話対応マニュアルを作っている。ただし、電話対応に関しては、いつ誰に対

して誰がどのように対応したかなどを記録に残す必要がある。しかし、このように対応記録

をつけることは、電話窓口が対応しきれない可能性が大きく、現実的でないなどの課題があ

る。 

 
 
●参考 URL 

・東京衛生病院ホームページ 

http://www.tokyoeisei.com/ 

・東京衛生病院の個人情報に関する取組（平成 18 年度 個人情報保護法説明会・講演会より）  

http://www5.cao.go.jp/seikatsu/kojin/kouenkai/06index.html 

 

事 業 部 長 名

責 任 者 名

責 任 者 名

ooooooooo 
ooooooooo 
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（3）社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）東京都社会福祉協議会における個人情報保護の動き 

東京都社会福祉協議会（以下「東社協」という。）では、個人情報保護法施行以前に個人情

報保護の規程（平成 12 年策定）を作っており、これが個人情報保護の取組の始まりである。

現在は、東社協が事務局をつとめる福祉事業者の「業種別連絡協議会」の部会における活動

や研修室16の事業として年一回程度個人情報保護に関する研修を行っている。 

 

（イ）東京都内の福祉事業者における「過剰反応」 

東京都内の福祉事業者の間では、個人情報の扱い方について、個人情報保護法全面施行を

きっかけに意識が高まっている面と、その一方で、「個人情報」に関わることは、個人情報の

提供や目的外利用などを全てやめてしまおうといった、過剰に反応している面の双方がみら

れる。「過剰反応」の事例としては、利用者の交流を目的とした誕生日の掲示をやめてしまう

といった状況が生じており、このような事例では、個人情報の目的外利用に対しての利用者

の同意あるなしにかかわらず、一律にやめていることが少なくない。 
こうした背景には、介護保険制度の導入や近年の福祉人材の確保難の中で、福祉事業者の

事務的な作業も非常に増え、忙しくなっていることが挙げられる。個人情報の運用方法を内

部で検討する時間が取れず、結果的にとりあえずやめておこうと「過剰反応」する形で現れ

てしまったと考えられる。 
 

                                                  
16 東社協の一組織である「東京都福祉人材センター研修室」 

《取組の概要》 

 東京都社会福祉協議会では、個人情報保護法の施行後の状況を踏まえて、福祉事業者を対象

に個人情報に関するアンケート調査を実施し、その中から浮かび上がってきた課題をもとに、

ブックレット『社会福祉・介護事業現場における個人情報保護と情報共有の手引き』を制作し

た。 
 この手引きは、コンプライアンスと援助の質の向上を両立させるための実践書という位置付

けになっており、社会福祉分野において個人情報保護法を遵守しながらも、援助の質を下げな

い個人情報の具体的な運用方法を掲載している。 
 
《取組のポイント》 

個人情報保護法や「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイド

ライン」に則りながら援助の質を下げないための Q&A を作成している。 
福祉施設の具体的取組事例をあげることで、他事業者が個人情報保護に取り組む際の参考に

なっている。 
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（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

こうした「過剰反応」が見られる状況の中で、東社協では、ブックレット『社会福祉・介

護事業現場における個人情報保護と情報共有の手引き』（以下「手引書」という。）の制作と

それによる研修を行っている。 
取組のきっかけは、平成 17 年 8 月に業種別連絡協議会の各部会に対し「個人情報に関する

アンケート調査」を実施したことによる。その回答の中で、福祉事業者が個人情報の運用に

対しどうしたらよいか分からないという疑問や課題を持っていることが分かり、そうした課

題を解決するための具体的な手引書の必要性が明確になった。 
手引書が発行されたのは、平成 17 年 11 月である。東社協には出版部門があったため、素

早い対応をとることができた。著者は、小嶋正氏（弁護士）、森本佳樹氏（立教大学コミュニ

ティ福祉学部教授・平成 17 年 11 月当時）、村井祐一氏（田園調布学園大学地域福祉学科助教

授・平成 17 年 11 月当時）であり、東社協の職員が、出版・調査担当 2 名、研修担当 1 名、

部会担当 1名という体制で制作が進んだ。 

内容としては、東社協が実施したアンケート調査をもとに、福祉事業者でよくある個人情

報の利用場面を想定した Q&A（22 問）とチェックリスト、個人情報保護の仕組み作りを考え

るための実践事例（4事例）を載せている。この手引書は、「コンプライアンスと援助の質の

向上を両立させるための実践書」が根底に流れるテーマとなっており、個人情報保護法を遵

守した上で、福祉の質を向上するための情報共有の方法を検討している。 
 

『社会福祉・介護事業現場における個人情報保護と情報共有の手引き』-目次- 

 

第１章 個人情報保護制度のあらましと介護･社会福祉事業 

1-1 個人情報保護法とガイドライン 

1-2 東京都における個人情報保護 

1-3 個人情報をめぐる各種の認証制度 

第２章 社会福祉事業における個人情報の特性 

2-1 「情報」の定義と特徴 

2-2 OECD のプライバシー保護 8 原則 

2-3 個人情報保護法と個人情報 

2-4 「個人情報」「プライバシー」「守秘義務」について 

2-5 福祉における相談援助 

2-6 福祉の支援における個人情報の特性 

2-7 ケアマネジメントは情報処理と情報管理のプロセス 

2-8 開かれた福祉の展開と個人情報 

第３章 介護・社会福祉事業の実際場面における個人情報の保護・共有・開示についての基本的な視点 

3-1 個人情報保護法の適用事業者の範囲に関する基本的な視点 

3-2 自己情報コントロール権が福祉サービスに与える影響 

 Ｑ１ 同意書のフォーマット 

3-3 個人情報の取得場面における留意点  

 Ｑ２利用目的の特定 

 Ｑ３利用目的の公表、通知、明示 

3-4 個人情報の管理体制の構築における留意点 

 Ｑ４面会簿の情報管理 

 Ｑ５パソコンによる情報管理 

 Ｑ６委託業者に対する措置 

 Ｑ７実習生やボランティアとの関係における利用者の個人情報の保護 

 Ｑ８ファイルの持ち出し 

3-5 第三者提供に関する留意点 

 Ｑ９電話連絡網の作成 

 Ｑ１０園児同士のトラブルに関する情報開示 

 Ｑ１１利用者の氏名や誕生日の掲示 

 Ｑ１２広報誌への写真の掲載 

 Ｑ１３居室における利用者名の表示 
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 Ｑ１４緊急時における第三者提供 

 Ｑ１５保育所と小学校における支援の連続性を図るための情報提供 

 Ｑ１６サービス提供開始時における包括的同意 

 Ｑ１７報道機関への情報開示 

3-6 同一の事業者・法人内における個人情報の共有に関する留意点 

3-7 他の事業者との個人情報の共有における留意点 

 Ｑ１８共同利用者の範囲の特定 

 Ｑ１９個人情報保護を理由とする他事業者からの情報提供の制限 

3-8 ケース記録等の開示に関する留意点 

 Ｑ２０保有個人データに関する事項の公開の方法 

 Ｑ２１本人に対する悪影響を理由とする非開示 

3-9 開示を求め得る者に関する留意点 

3-10 同意と判断能力に関する留意点 

 Ｑ２２同意が得られない状況下での第三者への情報開示  

チェックリスト 

第４章 個人情報保護のしくみづくりの取組み事例 

4-1 当事者参加で個人情報保護規定を策定。そのプロセスを通じて援助関係にも変化 

4-2 利用者安全を守るために個人情報の保護を徹底 

4-3 個人情報の保護は、利用者や家族が安心して生活できるために 

4-4 相談業務と地域活動、介護保健下の居宅サービスにおける個人情報保護と共有 

まとめ 

資料編 

図 2-64『社会福祉・介護事業現場における個 人情報保護と情報共有の手引き』目次 

 

（イ）取組の特徴 

①コンプライアンスと援助の質の向上を両立させるための実践書 

手引書は、「コンプライアンスと援助の質の向上を両立させるための実践書」という位置付

けになっており、個人情報保護法を遵守しながらも、援助の質を下げない個人情報の具体的

な運用方法を掲載している。例えば、個人情報の他の事業者との共有については、事業者は

書面に印鑑をもらう形式を取ろうとするが、むしろ本来的に必要なことは、個人情報の取扱

い方法を説明し利用者の理解を得ることであるため、形式的な同意書にこだわらず、その説

明と同意のプロセスを経るとともに、プロセスを明確に記録することによって、利用者の同

意を得たことになるなどと解釈をした。個人情報保護法の目的規定に準拠した解釈は、小嶋

正弁護士とともに繰り返し行われた。 

 

②具体的取組例を挙げることで他事業者の仕組み作りをサポート 

今では福祉分野に関する個人情報保護のマニュアル本も多数出版されているが、平成 17 年

当時としては、先駆的な出版物であった。 

また、手引書には 4 つの先進的取組事例が掲載されており、実際の事例に即して福祉事業

者自らが個人情報保護・運用体制の仕組み作りを行えるように編集されている。 

 

（ウ）取組の課題 

手引書の作成にあたっては、個人情報保護法と「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイドライン」の解釈が非常に難しく、個人情報保護法をそのとお

りに読むと、これまで可能であったことができなくなってしまう問題が生じた。どこまで行

間を読み取って個人情報の活用範囲を定められるか、その度に立ち止まらざるを得ない状況

であった。 

また、例えば、福祉分野と教育分野、福祉分野と医療分野といったように、それぞれの領
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域を超えた情報の共有には、まだまだお互いの理解が一致せず、効果的な連携に支障をきた

していることが少なくない。 

 

（エ）取組による成果 

研修を実施することによって各事業所で理解が深まり、利用者の意向を反映しない一律の

「過剰反応」は聞かなくなった。 

 

（iii） これからの取組 

東社協では、引き続き、個人情報保護に関する研修の実施を予定している。また、必要に

応じて、手引書の改正に向けた検討を行う。 

 
 
●参考 URL 

・東京都社会福祉協議会ホームページ  

http://www.tcsw.tvac.or.jp/  
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（4）M 市 Y 地域包括支援センター  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
本事例は先方からの要請があるため、名称は公開しない。 

 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）Y地域包括支援センターにおける個人情報保護の動き 

Y 地域包括支援センターは、医療機関の「過剰反応」が始まった平成 17 年 4 月の個人情報

保護法全面施行当初から、医療機関に対して「過剰反応」への対応を始めている。また、事

業所内で個人情報を取り扱っているパソコン管理などの個人情報保護の取組については、平

成 18 年頃から行っている。 

 

（イ）Y地域包括支援センターにおける「過剰反応」 

①医療機関の「過剰反応」 

個人情報保護法全面施行当初より、医療機関から必要な情報を得ることのできない、いわ

ゆる個人情報保護への「過剰反応」が見られた。例えば、一人暮らしの高齢者の安否確認を

している時に、その高齢者がいなかった場合はかかりつけの医療機関に来訪の有無を問い合

わせるが、門前払いを受けるケースが非常に多かった。職員は、その一人暮らしの高齢者の

安否に関わることであるため、情報を得ようと必死に問い合わせるが、「個人情報だから」と

いう理由で断られていた。 

 

②Y地域包括支援センターの利用者の「過剰反応」 

利用者から「過剰反応」が見られることはほとんどない。職員から個人情報の提供の理由

等を具体的に説明されることによって、ほぼ問題なく同意書を得ることができている。 

また、提供する個人情報について、「利用者基本情報」の一部、あるいは利用目的の一部に

対して、同意を得られない場合がごくまれにある。しかし、例えば「家族の生年月日は、高

齢者がサービスを利用する上で必要のないことなので書く必要がない」といった、自らの個

人情報を必要以上に外部に出さないという姿勢であるため、個人情報の「過剰反応」とは言

《取組の概要》 

 Y 地域包括支援センターでは、医療機関の過剰反応によって、高齢者の安否確認等を行う上

で必要な個人情報を得ることができなくなった。そのため、医療機関から個人情報を提供して

もらうために、医療機関との関係強化を進めるとともに、医療機関に対して個人情報提供に関

する明確な説明を職員自ら行えるように、職員全体での知識習得を進めた。また、同時に事業

所内での個人情報保護の取組を進めた。 

 

《取組のポイント》 

個人情報保護法施行以降、医療機関から個人情報の提供が滞り、必要な個人情報を得られな

くなったため、医療機関との関係構築と説明のための個人情報保護の勉強会を行っている。 
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えないと考えられる。 

 

 
図 2-65 Y 地域包括支援センター「個人情報の使用に係る同意書」 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①個人情報の管理 

個人情報の漏えい防止のため、パソコンの管理を徹底している。事務所にあるパソコン 10

台のうち、インターネット接続されているものは 1 台しかない。それ以外のパソコンは、サ

ーバーによってデータの共有がされているものの、インターネットに接続されておらず情報

漏えいの心配が少ない。パスワード管理は、パソコン起動時、ユーザーログイン時、ファイ

ルオープン時と 3 重のパスワード管理がなされており、外部からの侵入者がパソコン中の個

人情報を取り出すことは非常に難しい。また、パソコンは鎖で繋がれており、パソコン自体

の持ち出しもできない。 

運用上のルールも徹底されており、ノートパソコンの持ち出しは禁止している。USB メモ

リもセキュリティ機能のあるものを備えてはいるが、個人情報を外部に持ち出すことは現状

ではほとんどない。 

 

②台帳管理 

サービス利用者の個人情報を収集するために、「利用者基本情報」に記入してもらい、それ
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を台帳として持っているが、必ず書庫に施錠し保管するようになっている。個人情報保護法

施行以前は、机の上に台帳を置いたまま帰宅するような場面も見られたが、個人情報保護の

取組を始めてからは、必ず書庫に管理するよう徹底している。またカギは一元管理しており、

職員が持ち出して紛失することはない。 

 

③職員の意識付け 

個人情報保護の管理体制はあるものの、重要なのは職員の個人情報を扱う際の意識付けを

行うことである。そのため、個人情報保護法施行後は、数回にわたって内部勉強会を開いて

いる。こうした勉強会の成果もあり、職員の間では、個人情報の管理をするように互いに注

意し合う関係性ができあがっている。職員が 8 名と少人数のため、意識の徹底と共有がされ

やすい環境があった。 

また、新人研修用に簡単なパソコン操作マニュアルを作成しており、先に述べたようなパ

ソコン使用時の管理方法を習得させている。 

 

④医療機関の「過剰反応」への対策 

医療機関の「過剰反応」は個人情報保護法が施行されるとともに現れた。医療機関からの

情報提供は、高齢者の安否確認において非常に重要な情報源であり、そこから情報を得られ

ないと、介護サービスを行うにあたって大きな障害となってしまう。そのため、すぐに行政

に相談を持ちかけ、医師会を通じて各医療機関に個人情報の提供について指導をするように

求めたが、すぐには効果が見られなかった。 

そこで、「過剰反応」する医療機関に、個人情報の提供をするよう説得するには、自ら個人

情報に関する知識を取得することが必要と考え、個人情報保護法に関する研究を始めた。 

また、同時に医療機関との関係の強化にも取り組んだ。これは、全く面識のない医療機関

の場合、個人情報に関する問い合わせをしても門前払いされてしまう。面識があり関係性が

できていれば、説明をして説得できる機会が生まれるからである。医療機関との関係が構築

されているかどうかが、個人情報の提供を受けられるかどうかに強く影響している。 

 

（イ）取組の課題 

ソーシャルワーカーの在籍している比較的大きな病院では、個人情報の問い合わせに対し

て、ソーシャルワーカーが、福祉施設と医療機関の間を取り持って、必要な個人情報と不必

要な個人情報を選択し情報提供をしてくれる。 

しかし、ソーシャルワーカーのいない中規模程度の病院では、病院の事務員や医師と直接

話をすることになり、個人情報保護法の理解不足から必要な個人情報の提供を断られること

もある。 
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病院

Y地域包括支援センター

個人情報保護法施行当時個人情報保護法施行当時

過剰反応過剰反応

情
報
提
供
の
依
頼

回
答
拒
否

×

病院

●ソーシャルワーカー在籍
●個人情報保護法への理解
●行政からの指導

Y地域包括支援センター

●施設内の個人情報保護の取組
●職員の個人情報保護法に関する理解促進
●医療機関との信頼関係の構築

現在現在

信
頼
関
係
構
築

情
報
提
供
の
依
頼

情
報
提
供

●ソーシャルワーカー不在

過剰反応過剰反応

情
報
提
供
の
依
頼

回
答
拒
否

×

病院（中規模程度）

 
図 2-66 医療機関における「過剰反応」対策 

 

（エ）取組による成果 

Y 地域包括支援センターでは、以前に比べると医療機関から情報の提供を受けることは、

格段にできるようになっている。これは、職員が個人情報保護の知識を増やしていったこと、

医療機関との関係を深めていったこと、医療機関の理解促進が進んだこと、といったことが

影響していると考えられ、取組としての成果も上がっていると言える。 

 

（iii） これからの取組 

Y 地域包括支援センターでは、福祉現場に即した個人情報運用マニュアルができないかと

検討している。 
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2-7 地域団体による個人情報適正活用に向けた啓発事例 

（1）帯広市町内会連合会  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）町内会連合会における個人情報保護の動き 

帯広市の町内会連合会の個人情報保護の取組は、平成 17 年 8 月に、北海道町内会連合会の

個人情報保護の研修に帯広市の町内会連合会事務局担当者が出席したことをきっかけとして

始まっている。この時、帯広市の連合会事務局には、町内会から「名簿が作れないのか？」

「自主防災組織に町内会の名簿を提供できないのか？」といった個人情報保護に対する問い

合わせが寄せられており、対応に苦慮していたという状況があった。 

平成17年 11月 21日に帯広市町内会連合会が主催し町内会に対して個人情報保護の研修会

を実施した。この研修会の中で、参加者（町内会長、副会長、庶務など）から、「個人情報保

護法についてはよく分かったが、実際に町内会で実践するには手引書のようなものが必要だ」

という意見が多く寄せられた。 

 

（イ）町内会における「過剰反応」 

町内会では、名簿を作成する際、個人情報の取扱いやその運用に不安を抱き、「名簿が作れ

ない」「個人情報を持っていてはいけない」という間違った認識によって、役員の精神的な負

担になっていた。町内会であっても、安易に個人情報の収集･提供を行ってはいけないという

過剰なイメージを抱かせることとなり、名簿作成にとりかかれずに町内会活動に支障をきた

すことも見受けられた。また、市民からは、町内会で名簿を作成するにあたって、個人情報

保護法を理由に、提供を拒否されることもあった。 

 

《取組の概要》 

 帯広市町内会連合会では、町内会での個人情報を適正に取り扱うための『町内会における個

人情報保護の手引き』を作成し、全町内会に配布している。この手引きの前半部には、町内会

で個人情報を扱う際の具体的な手順やポイントなどが明快に示され、後半部は、実際に町内会

からあった質問をもとにした Q&A で構成されている。 
 この手引きをもとに、帯広市内の多くの町内会は、市民からの適正な個人情報の収集やその

管理を行っており、4割の町内会では、個人情報運用のために規約の変更も行っている。 
 
《取組のポイント》 

誰でも分かるように簡潔に平易な表現で個人情報の取扱いを説明している。 
町内会の総会開催時期に合わせ、短期間で作成している。 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 112

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

研修をきっかけにして、町内会での個人情報取扱いの手引書として『町内会の個人情報保

護の手引き』（以下「手引書」という。）を作成し、帯広市内の全町内会に配布を行った。 

手引書の前半部は、町内会で個人情報を扱う際の具体的な手順やポイントなどが示され、

後半部は、実際に町内会からあった質問をもとにした Q&A で構成されている。 

手引書は、帯広市町内会連合会事務局員（行政職員）2名が担当し作成した。800 部印刷し、

帯広市内全町内会に約 760 部配布した。必要になるたびに、少量ずつ増版した。平成 18 年

12 月にも、同じ内容のものを帯広市内全町内会に再度配布した。 

また、町内会からの希望によって職員が出向いて出前講座を開いている。 

 

（イ）取組の特徴 

①市民に分かりやすい表現を心がける 

この手引書は、一般の市民である町内会長が参考にするものであることを考慮し、分かり

やすく表現していることが特徴と言える。そのために、連合会事務局職員は、何度も部署内

の職員と内容をチェックし、誰が読んでも分かるように書き直していった。 

町内会役員の中には、手引書によってさらに混乱が増すのではないかと考え、手引書の作

成に反対する人もいた。しかし、実際にできたものを見せることによって納得を得たことか

らも、その分かりやすさが裏付けられた。 

 

図 2-67 『町内会の個人情報保護の手引き』（一部抜粋） 
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②町内会の年間スケジュールにあわせた制作 

帯広市町内会連合会事務局は、個人情報保護の条文を規約の本文又は附則に追加し、別途

「個人情報取扱方法」を定めることによって、町内会における個人情報の適正活用が図られ

ると考えており、各町内会規約の改正を進めようとしていた。しかし、町内会規約の改正は、

通常 1～2月の間に開催される総会において検討されるため、その年の総会で規約の改正を行

うには、12 月中旬までには手引書を送付し、改正の例示をしなければならなかった。そのた

め、約 3週間という非常に短い作成期間で手引書を作成し、ただちに配布を行った。 

 

●平成17年4月 ： 個人情報保護法全面施行●平成17年4月 ： 個人情報保護法全面施行

●平成17年8月2日 ： 北海道町内会連合会「町内会活動実践者研修会」実施●平成17年8月2日 ： 北海道町内会連合会「町内会活動実践者研修会」実施

●平成17年11月21日： 帯広市町内会連合会「町内会活動研修会」実施●平成17年11月21日： 帯広市町内会連合会「町内会活動研修会」実施

●平成17年12月15日： 帯広市町内会連合会事務局より、各町内会に『町内会の個人情報保護の手引き』送付●平成17年12月15日： 帯広市町内会連合会事務局より、各町内会に『町内会の個人情報保護の手引き』送付

●平成18年1月～2月： 各町内会で総会を実施（町内会規約の改正）●平成18年1月～2月： 各町内会で総会を実施（町内会規約の改正）

「手引書｣作成「手引書｣作成

町内会での検討町内会での検討

 
図 2-68 『町内会の個人情報保護の手引き』作成までの流れ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-69 町内会 個人情報取扱方法 書式 
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（ウ）取組の課題 

町内会での個人情報の扱いについては、手引書発行後は問題が出ていない。 

問題となっているのは、行政から町内会への情報提供である。例えば、町内会で敬老会を

開くために、敬老者の名簿提供を帯広市に求めても、帯広市個人情報保護条例の規定により

提供することができず、敬老会が開催することができないといった状況がある。また、災害

時要援護者名簿についても、町内会は、要援護者把握のために行政からの情報提供を望んで

いる。 

 

（エ）取組による成果 

この手引書を配布したあとの各町内会総会で、4 割程度の町内会が、手引きの内容を町内

会規約の中に盛り込んでいる。これは、具体的な規約変更のための書式や文言なども手引書

の中に記載されていることの成果と言える。町内会長からは、手引書によって、住民からの

個人情報を得やすくなり、また管理も安心してできるようになったという意見が出てきてい

る。 

なお、町内会規約を変更しなかった町内会は、意識が低い町内会ということではなく、既

に町内会と住民の間で情報共有について理解が得られており、規約を改正するまでもなく適

正に情報の管理と運用ができる町内会であった。農村部においても同様の傾向は見られ、農

業に携わる人々は、昔から相互扶助の意識が高いと言える。 

 
（iii） これからの取組 

作成した手引書は、隔年で全町内会に送付していく。また、その後に作成し全町内会に配

布した『町内会活動のしおり』（平成 18 年 5 月）にも、個人情報の取扱いについて記載して

おり、このしおりとあわせ啓発に努めていく。 

 
 
●参考 URL 

・『町内会の個人情報保護の手引き』 

http://www.city.obihiro.hokkaido.jp/shiminkatsudoubu/shiminkatsudousuishinka/pa/

a160203chounaikai10.jsp 

・『町内会活動のしおり』 

http://www.city.obihiro.hokkaido.jp/shiminkatsudoubu/shiminkatsudousuishinka/a16

0204.jsp 
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（2）常磐地区人権・同和教育推進協議会  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）三重県四日市市常磐地区における個人情報保護の動き 

平成 17 年度及び平成 19 年度に地区懇談会を開き、地域で個人情報保護に関する勉強会や

意見交換会、個人情報保護法に関する市民助言者の育成を行っている。また、啓発資料とし

て四日市市人権学習センターと協力して個人情報の取扱いに関するパンフレットや市民が自

主的に勉強できる資料なども作っている。 

 

（イ）地域における「過剰反応」 

平成 17 年の国勢調査において、個人情報保護法を理由に調査を拒否する住民がいた。また、

不動産管理会社がアパートやマンションにおける居住者の情報を提供しなくなった。 

自治会において名簿ができなくなっているという事例もある。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

個人情報保護法の全面施行以降、個人情報保護法の適切な理解を深めるため地区懇談会を

実施し、個人情報保護法の施行が地域活動にどのように影響を及ぼすかを地域全体で考える

機会を提供した。 

また、平成 19 年には個人情報保護法の影響で名簿を作ることができないなどの声もあった

ので、適正手続を取れば名簿作りが可能であることを知ってもらうために、再度、地区懇談

会を開催した。その際、市民主導で懇談会の運営ができるように、四日市市内の NPO 団体と

連携して個人情報保護法に関する市民アドバイザーの育成などにも取り組んでいる。 

 

（イ）取組の特徴 

①地域活動を維持するための個人情報保護法に対する啓発活動 

《取組の概要》 

 常磐地区人権・同和教育推進協議会は常磐地区の自治会や PTA、民生委員・児童委員などで

構成される任意団体である。これまで、四日市市から委託を受けて、地域の人権教育を推進し

てきた。最近では、男女共同参画、バリアフリー、個人情報保護、多文化共生の啓発にも取り

組んでいる。 
 平成 17 年 4 月の個人情報保護法の全面施行以降、いくつかの「過剰反応」が見られ、地域

活動への影響が危惧されたことから、個人情報保護法の理解を進める活動を自治会と協力して

行っている。 
 
《取組のポイント》 

地域活動を維持するために個人情報保護法に対する啓発活動を行っている。 
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地域で活動するには個人情報やプライバシー情報が必要になる。しかし、個人情報保護法

の全面施行後、保護と活用のバランスが取りにくくなってきていると感じる。 

個人情報保護法の内容に詳しくない地域住民は、個人情報の取扱いの善し悪しに対する判

断が難しい。このため、個人情報を扱うことが全部よくないといった空気が地域にある。 

具体的には、見守り活動に影響が出ている。以前であれば、自治会長は一人暮らしの高齢

者がどこにいるかくらいは把握していたし、病気にかかっているかどうかについても知って

いた。しかし、今ではその情報をどこまで話題にしていいのか、誰に話してはいけないのか

の判断ができないため、誰にも話さないといったことが起きている。地域において意見交換

がしにくくなっている。 

このような危機感があったため、啓発活動を始めることにした。 

 

②手作りの啓発資料 

啓発資料を作成するにあたって、個人情報保護法が地域活動にどのような影響を与え、そ

の影響にどのように対応するか具体的に示してくれる資料がなかった。 

市販されている書籍は、企業や病院向けが多く、地域向けの個人情報保護に関するものは

なかった。そこで、新聞や雑誌などに掲載された記事を活用して、資料を作成した。国民の

関心が高かったためか、新聞各紙が個人情報保護法に関する特集を組み、その中には、地域

活動への影響も記載されており、参考にした。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-70 啓発資料（一部抜粋） 
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 (ウ)取組の課題 

自治会長などの役員が 1～2年で交代する自治会が増加する傾向にあり、啓発活動を続けて

いても自治会長が交代するとまた同じことをしなければならず、取組が地域になかなか浸透

しないことが課題と言える。 

「過剰反応」は個人情報保護法への誤解だけではなく、高齢者を狙った犯罪などの社会不

安があること、そして地域活動の低迷による地域の弱体化などが要因として存在する。例え

ば要援護者の把握など住民の相互扶助により個人情報を収集しているような場合でも、その

趣旨は理解できても、実際に起きている犯罪を考えると一人暮らしなどの情報を知られたく

ないという不安から提供を拒否する人はいる。そして、地域が弱体化していることにより、

それら地域活動の有効性を、個人情報を提供しない人に対して、具体的に示せなくなってい

る。個人情報保護法の理念を踏まえつつ、人と人とをつなぐ絆を弱体化させないようにする

ことが、今後の取組の課題とも言える。 

 

(エ)取組による成果 

「過剰反応」がなくなったとは言えないが、市民の関心や正確な理解は深まったと思うし、

住民間での相互理解も進んだ。 

また、地区懇談会を行う中で個人情報に対する考え方が年代によって大分異なることが分

かってきた。若い人たちは、個人情報の提供に慎重な傾向にあり、年配者はあまり気にしな

い傾向にある。 

年配者はこれまで名前、住所、電話番号などの提供は当たり前と考えてきた。しかし、若

い層は、インターネットなどを利用し、その中で個人情報が悪用されることを警戒する。自

治会活動の中心は年配者なので、これまでなぜ情報提供を拒絶されるか分からなかったこと

が、懇談会を通じて分かるようになってきている。これは一つの成果である。 

 

（iii） これからの取組 

具体的な予定はないが、個人情報保護とまちづくりの関係について、有効な話し合いがで

きるように、機会や情報の提供を考えていきたい。 

 

 

●参考 URL 

懇談会などで使用した資料 

・四日市市人権学習センター懇談会用冊子『大切な個人情報を有効に活用するために』 

http://www.city.yokkaichi.mie.jp/jinken/kyouzai/kojinp3.pdf 

・NPO 法人市民社会研究所(SSK) 四日市市常磐地区人権・同和教育推進協議会 

 地区懇談会でのモデル事業 懇談会資料 

http://www.geocities.jp/ssk21ww/jinken-kojinjoho071007-1.pdf 
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（3）若松あんしんネットワーク  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）若松あんしんネットワークにおける個人情報保護の動き 

平成 16 年にネットワークに参加している各団体の構成員にアンケートを行ったところ、各

団体と連携して活動する中で、個人情報の関係で壁を感じているとの声が寄せられた。また、

平成 17 年に個人情報保護法が全面施行されて、地域活動で必要な個人情報が取得できない・

秘匿されるといった具体的な問題が出てきた。 

これらの課題を受けて、若松あんしんネットワークでは、個人情報の保護と活用に関する

勉強会や地域に対する研修会、『若松区の地域団体活動のための個人情報取扱いの手引き』（以

下「手引書」という。）の作成などを行うようになった。 

 

（イ）北九州市若松区における「過剰反応」 

平成 17 年の国勢調査において、個人情報保護法を理由に調査を拒否する住民がいた。その

他にも、自治会等が今まで入手できていた情報(敬老や入学のお祝いを配布するために必要な

個人情報)も個人情報保護を理由に、行政や学校が出さなくなった。地域の見守り活動などに

ついても、同じような状況が見られた。 

そのような状況を分析すると、個人情報の提供を受けるためには、提供を受ける側、つま

り地域が個人情報をしっかり扱える、しっかり扱っていることを示すことが必要だと感じる

ようになった。 

 

《取組の概要》 

 若松あんしんネットワークは、北九州市若松区にある任意団体で、地域の自治会や医師会、

社会福祉協議会などで構成され、各団体が連携してまちづくりを進めていくための組織であ

る。若松あんしんネットワークでは、様々なまちづくり活動に加えて、個人情報保護法や個人

情報の保護と活用に関する勉強会や地域での研修会の実施、『若松区の地域団体活動のための

個人情報取扱いの手引き』の作成などをしている。 
 
《取組のポイント》 

安心して個人情報を提供してもらえるように地域団体にも管理体制が必要であることを啓

発している。 
地域団体に対するアンケートやヒアリングを通して、地域の実情に合った手引書を作成して

いる。 
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（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

ここでは、若松区あんしんネットワークの取組を時系列で紹介する。 

①第 1期（平成 16 年～平成 17 年）：取組の開始と研修会後の課題 

平成 16 年ごろから、アンケート調査などで地域の状況の把握や有識者などを呼んで内部

(ネットワークの役員及び事務局)で、個人情報保護法に対する勉強会を行い、個人情報保護

に関する情報の収集を始めた。 

平成 17 年からは、ネットワークの構成員を対象とした研修会を行った。個人情報保護に対

する「過剰反応」が新聞やテレビを賑わせていたため、研修会は、個人情報保護法をしっか

り理解することに主眼を置いたが、個人情報保護法全面施行後間もないため、事例や判例も

少なく、日ごろ住民が抱える具体的な問題解決までは至らなかった。 

また、研修を行う中で、個人情報保護法では、地域団体の個人情報保護法に対する立場が

明確になっておらず、地域団体は①個人情報取扱い事業者ではない、②そのため罰則が適用

されない、③そのため特段の対応も必要ない、④地域で重視されているのは個人情報よりも

プライバシー情報だから個人情報保護法は関係ない、という結論を研修参加者がもたないよ

うにする必要性が明らかになった。 

もっとも、個人情報保護法や制度の基本的な考え方の理解について、一定の成果はあった。 

 

②第 2期（平成 18 年 5 月～8月）（a）：課題解決に向けた新たな取組 

第 1 回目の研修会では、日ごろ住民が抱える具体的な問題解決までは至らなかったことか

ら、個人情報保護法そのものを学ぶというのではなく、地域として、個人情報やプライバシ

ー情報を取り扱うときに、何に気をつけなければいけないのか、何を守らなければいけない

のかということをきちんと理解することが必要だと言える。 

このことが地域に理解されなければ、結局、地域活動に必要な個人情報が提供されないと

いう問題が解決されず、地域の各団体の連携も進まない。そこで、平成 18 年 5 月から再度、

内部で勉強会を始めた。また、あわせて個人情報が集まらず地域活動が滞っている事例や「過

剰反応」の事例をアンケート及び関係者に対するヒアリングを行い、地域の現状を把握した。 

 

③第 2期（平成 18 年 5 月～8月）（b）：勉強会の具体的な内容 

若松あんしんネットワークの個人情報に対する基本的な考え方は、地域活動において個人

情報は「保護しつつ利用する」にあった。 

そのため、自治会、学校、まちづくり協議会などが主体となったとき発生する様々な事例

において、どのように対応するべきかということを具体的にシミュレーションした。このシ

ミュレーションには、市販されている、学校現場における個人情報の取扱い手引書を活用し

た。 

そのシミュレーションの結果、いくつか判明したことがある。 

まず、地域には個人情報の管理者としての視点がない。つまり、個人情報を集める体制が

できていない、提供してもらえる体制ができていないということである。次に、シュミレー

ションの際に活用した市販の本は教育現場を対象にしているので、Q＆Aをそのまま適用する
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のが不適切な事例が出てきた。このような場合はどのように判断すべきか迷ってしまう。こ

のような体験を経る中で、地域の人々が使うことのできる個人情報の取扱いの手引書を作っ

てはどうかという案が生まれてきた。 

また、アンケートやヒアリングを通して、次のことが分かった。 

学校や民生委員等は個人情報をどこに、どこまで出していいのか判断に困り、まずは出さ

ないという姿勢から入っていることが分かった。もちろん民生委員には守秘義務があるので

一概に個人情報を秘匿していることが悪いとは言えないが、逆に、民生委員自身も個人情報

保護の「過剰反応」により、必要な情報が入手できないという事態が発生していた。 

また、各地域団体は、なぜ情報を出してもらえないのかと、情報を提供してくれない団体

に対して一方的に憤っている。各団体の役員は、定年後の高齢者が多い。高齢者は、コミュ

ニティの大切さを知っているためか個人情報の保護という面に、なかなか理解を示さない部

分もある。また、最近では、パソコンを使い、集めた個人情報を電子化する高齢者もいる。

しかも、そのデータを USB メモリなどの小型のメディア媒体でやり取りしていることもあっ

た。これでは、流出の危険性も高く、とても安心して個人情報を提供されるような管理体制

があるとは思ってもらえない。 

このようなことから、やはり、地域の人々に対して、個人情報取扱い事業者ではなくても

個人情報をきちんと扱う(保護と管理)ことに対する啓発と実際に扱う際に注意しなければな

らないこと、活用していくためにはどんな手続が必要かを分かりやすく伝えることが重要で

あるという結論に至った。 

地域の人たちがこのような能力を獲得できれば、個人情報の提供を拒否する側に拒否する

理由をしっかり聞くこともできるし、必要に応じて提供が適正な要求であることを訴えるこ

ともできる。 

こうして手引書を作成することになった。 

 

④第 3期（平成 18 年 9 月～平成 19 年 1 月）：手引書の作成 

作成に取りかかる前に、手引書にするのかマニュアル集（団体名を入れればすぐに使える

ような例文集のようなもの）にするのか検討をした。マニュアル集の方が、すぐに使えると

いうメリットはあるが、勉強会の結論からも地域の人たちが自分たちで個人情報について理

解してもらう必要があることから、啓発的に使うこともできる手引書の方が得策だろうとい

うことになった。 

手引書は、若松区のまちづくり推進課が事務局案を作り、若松あんしんネットワークで検

討を行った。また、北九州市個人情報保護条例との適合性を取るため、当該条例策定に携わ

った「文書館」のチェックを受け、修正が必要な箇所は修正した。しかし、指摘と地域の実

情が合わない場合は、状況を説明し、妥協点を探りながら作り上げていった。 

手引書は地域の人を読者と想定して、個人情報の取扱いが、ケースに応じて具体的に分か

るよう作ることを編集方針とした。そのため、ヒアリングやアンケートから一般化できそう

な事例をピックアップし、Q&A を作成し、手引書に盛り込んだ。 
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図 2-71 手引書 目次       図 2-72 手引書の内容(一部抜粋) 

 

⑤第 4期(平成 19 年 2 月～)：手引書の活用及び「保護と活用」浸透の取組 

こうしてできた手引書を使って、監修に関わった文書館次長を講師に地域団体の代表者を

中心とした第 2 回目の研修会を行った。研修会後は、随時地域団体の要請により、若松あん

しんネットワークの委員等が講師となって出前講演を行っている。また、これまで手引書で

研修を受けた団体や独自に個人情報保護に取り組んでいる団体に、個人情報を適切に扱って

いることを示す「ステッカー」を配布している。 

現在、三師会(医師会、歯科医師会、薬剤師会)や地域活動をしている約 300 団体、がこの

ステッカーを掲示している。今後も研修を進め、ステッカーの掲示団体を増やしていきたい。 

 
図 2-73 ステッカー 
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（イ）取組による成果 

手引書は、地域で個人情報保護に関する自主勉強会に活用してもらっている。 

また、自治会がその活動の中で個人情報を収集する際に、提供を拒絶する住民に対し、こ

の手引書を示して説得を行っている。 

 

 

（iii） これからの取組 

取組を始めて 3年ほど経過したので、再びアンケート調査を行い、先にあげた「過剰反応」

がなくなったか、地域活動がスムーズに進むようになったかを把握し、手引書の内容などに

見直しを行うことや今後の取組の方向性を探るなど、よりスムーズに情報の共有ができる地

域団体活動のシステム作りを目指して取り組んでいきたい。 

 

 
●参考 URL 

・『若松区の地域団体のための個人情報取扱いの手引き』 

http://www.web-press.co.jp/wakamatsu_ansin/pdf/download/p002.pdf 
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2-8 地域団体による要援護者支援における個人情報適正活用に向けた取

組事例 

（1）境港市米川町防災会  

～地域団体による個人情報の適正活用に向けた啓発活動事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）境港市米川町における個人情報保護の動き 

災害時要援護者対策として、要援護者名を記載した災害時要援護者マップ（以下「要援護

者マップ」という。）を作成した。要援護者マップ作成時に収集した個人情報は、流出しない

よう管理者を限定して保管している。 

 

（イ）境港市米川町における「過剰反応」 

米川町において「過剰反応」は聞いたことがない。もちろん、要援護者マップを作るにあ

たって、個人情報を提供したくないという要援護者もいた。しかし、個人情報を秘匿したい

というより、プライバシー情報を他人に知られたくないとの理由だと考えられる。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）具体的な取組内容 

①要援護者マップ作成までの道のり 

要援護者マップを作るきっかけは、平成 12 年の鳥取県西部地震である。このとき、米川町

では死者・けが人は出なかったが、一人暮らしの高齢者などの安否確認に大変な時間がかか

った。この反省から、翌 13 年から、民生委員の協力を得て、要援護者名簿を作成した。その

要援護者名簿は防災会長と民生委員で共有し、管理していた。 

しかし、名簿の状態では管理が難しく紛失する恐れもあったこと、要援護者がどこに住ん

でいるかを即時に判断できないことなどが防災訓練の結果、課題になったことから、要援護

者名を地図上に配置することにした。 

《取組の概要》 

境港市米川町防災会は境港市米川町の自主防災組織であり、平成 9 年 4 月に発足した。発

足当初から熱心に防災訓練等を行っていたが、平成 12 年 10 月に鳥取県西部地震が起きたこ

とをきっかけに、要援護者名を記載したマップを作成し、災害時に備えている。 
 

《取組のポイント》 

独自の工夫による災害時要援護者マップを作成している。 
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図 2-74 要援護者マップ作成の道のり 

 
②要援護者マップ作りのプロセス 

まず、要援護者マップの必要性やどのような情報が必要かどのように管理するかなどを防

災会長、自治会長、民生委員で話し合った。 

このようにして一定のルールを決めた後に、該当する要援護者の家庭を訪ね、趣旨を説明

した。訪問したのは民生委員で、要援護者マップの趣旨と掲載に対する同意を得る作業を 1

軒 1軒に行った。民生委員はもともと要援護者の情報を持っているので、適任だった。また、

個人情報の拡散を防ぐため、民生委員でない者の訪問は望ましくないと判断した。 

要援護者の家族にも説明を行い、災害時に家族で対応できるという家庭は、要援護者の対

象からはずした。説明はすべて口頭で行った。これは、米川町ではもともと住民との間に信

頼関係があったため、書面を交わすと契約の様に証拠物をとるような格好となり好ましくな

かった。また、形式を整えるよりこのような防災活動が地域に必要なこと、そして、一人で

も多くの人を助けるために、情報共有が必要なことを訴えることが重要であった。 
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図 2-75 要援護者マップ作りのプロセス 

 
③要援護者マップの内容と管理 

要援護者マップには、災害時に安否確認をする必要があると思われる人物の情報（氏名と

住所のみ）を地図上に記載してあり、畳半畳分程度の大きさがある。要援護者は、概ね一人

暮らしの高齢者や寝たきりの者を想定しているが、明確に定義はしていない。防災会に加入

している民生委員にその特定の人物が要援護者に該当するかどうか判断してもらっている。 

要援護者マップは同じものを 2つ作成しており、防災会長と自治会長のみが保管している。

そして、災害時のみ防災会員等がそれを閲覧する仕組みとしている。なお、この取組は米川

町防災会独自の取組であるため、境港市に要援護者の情報を提供する仕組みにはなっていな
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い。 

また、半年に 1 回程度、民生委員から情報提供を受けて要援護者マップの更新作業を行っ

ている。 

 

④要援護者マップ作成のポイント 

防災活動に必要な情報以外は集めないことが重要である。安否確認に必要のない、余計な

情報まで集めようとすると反発が起きる可能性がある。 

 

（イ）取組による成果 

要援護者マップを作っただけでは特に効果は発生しない。要援護者マップを活用した防災

訓練として、図上訓練等を行っており、このような日頃の活動が重要だと考えている。 
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（2）藤枝市 上滝沢地区  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（i） 「個人情報」を取り巻く環境 

（ア）藤枝市における個人情報保護の動き 

①藤枝市における個人情報保護の動き 

藤枝市では、平成 15 年に藤枝市個人情報保護条例が施行されている。 

平成 17 年の個人情報保護法全面施行に合わせて、平成 16 年 12 月に民生委員に対し個人情

報保護に関する研修を行った。 

 

②上滝沢地区における個人情報 

上滝沢地域は、藤枝市の中心部から北西約 10km に位置し、瀬戸川支流の滝沢川右岸の中山

間地に位置している。主な産業は農林業であるが、近年は若者の都市部での就労が増え過疎

化・高齢化が進んでいる。こういった地域特性から、住民に個人情報に対する過剰な保護意

識はなく、近所付き合いの中で、互いの個人情報を把握し合っている。 

 
（イ）藤枝市における「過剰反応」 

①民生委員の活動 

藤枝市では、個人情報保護法全面施行以降、特に都市部において民生委員の活動に支障を

きたす場合がある。例えば、民生委員の訪問時に「市役所職員でもない人がなぜ個人の家を

回っているのか」といった市民からの反応が見られ、訪問ができないといった報告もある。

また、それによって、今まで民生委員を通じて配布していた行政からの配布物が配布できな

かったケースもある。 

 

②各種台帳の整備 

藤枝市では、住民基本台帳とは別に、町内会単位で世帯の実態を把握する「世帯台帳」（市

民安全課主管：世帯の構成など）、災害時に役立てるための「防災台帳」（防災課主管：身体

における障害の有無、その地域に住むフォークリフトなどの特殊な免許保有の有無など）を

整備しているが、個人情報保護法施行後には、個人情報の提供に関して住民の協力が得づら

《取組の概要》 

 静岡県藤枝市上滝沢地区では、平成 17 年 7 月に発生した集中豪雨による地滑り災害をきっ

かけとして、市からの要請を受け、要援護者支援の取組を開始した。上滝沢地域では、自治組

織を通じ、避難支援プラン（個別計画）を兼ねた災害時要援護者登録台帳を約 1ヶ月間で整備

し、市、自主防災会長及び町内会長、民生委員で共有している。 

 

《取組のポイント》 

日常からの相互扶助関係の構築によって、スムーズに避難支援プラン（個別計画）の策定と

災害時要援護者登録台帳の作成を進めることができている。 
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い状況も一部に生じており、例えば世帯台帳には、世帯主のみの記載で、世帯主以外の家族

各人の名前を記載しないといった事例もある。 

 

（ii） 個人情報の適正利用における取組内容 

（ア）取組の内容 

①取組のきっかけと内容 

藤枝市では、平成 17 年 7 月に上滝沢地区で発生した集中豪雨による地滑り災害をきっかけ

に、災害時の要援護者支援対策を始めた。もともと、藤枝市では「防災台帳」の整備を進め

ていたが、要援護者に関する情報が不十分であったことから、要援護者に対する支援対策を

強化・充実させるために、上滝沢地区を対象に静岡県のモデル事業を急遽導入し、避難支援

プラン（個別計画）の策定と災害時要援護者登録台帳（以下「要援護者台帳」という。）の整

備を進めた。 
上滝沢地区における避難支援プラン（個別計画）策定の対象となる要援護者は、①身体障

害者（下肢に障害があり歩行困難な重度の身体障害者）、②一人暮らしの高齢者又は高齢者の

みの世帯、③介護保険における要介護 3以上の認定者（本人が希望する方）、④その他の高齢

者、である。共有される個人情報の内容は、要援護の理由、住所、電話番号、氏名、性別、

生年月日、家族の緊急連絡先、家族構成、同居状況、居室の位置、住宅の着工時期、特記事

項、避難支援者名とし、避難支援者は、本人、町内会長、民生委員が協議しながらその確保・

調整にあたった。要援護者台帳は、個別の避難支援プランを兼ねる様式で、災害時における

支援者への情報開示についての同意書でもある。この要援護者台帳は自主防災会長が正本を

保管し、藤枝市、民生委員が副本を保有している。 
 

②災害時要援護者登録台帳の作成 

上滝沢地区では、当初は、住民説明会を開催して要援護者の状況の確認と避難支援の希望

を募ったが（手上げ方式）、希望者は数人に過ぎず、健康福祉部の保有している介護保険や障

害者手帳などで把握できる要援護者と総数で著しく隔たりがあったため、再度住民説明会を

開催し、要援護者支援の必要性を訴えると共に、町内会長の呼びかけで、各組長が世帯訪問

し（同意方式）、要援護者台帳の整備を進めた。 
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図 2-76 避難支援プラン「災害時要援護者避難支援個別票」 

 
上滝沢地区は、もともと日頃から住民相互の扶助体制が確立している地域である。自主防

災会長（町内会長）の呼びかけにより地区の民生委員、各組長（自治組織の構造：図 2-77 参

照）が世帯訪問し、要援護者に対し、要援護者台帳への登録の推奨と災害時に要援護者が避

難することを支援する地域支援者に対する個人情報提供の同意を得るようにした。そして、

地域支援者には要援護者への支援協力等を取り付けていった。 
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自治会

町内会（≒自主防災会）

組組 組

組組 組

町内会（≒自主防災会）

組組 組

組組 組
・・・  

図 2-77 藤枝市の自治組織 

 

藤枝市

⑥台帳整備

上滝沢地区

自治会長自治会長

町内会長町内会長

組長組長

要援護者要援護者 要援護者要援護者 要援護者要援護者

組 組 組 組

①協力要請

②協力要請

③協力要請

⑤要援護者情報
の収集

⑦情報の共有

④支援プラン策定

 
図 2-78 要援護者台帳作成のフロー 

 
要援護者台帳は約 1 ヶ月で完成し、自主防災組織（概ね町内会単位）で管理され、地域支

援者との情報共有を進めた。それ以降の更新は、自主防災会による年 1 回の定期更新のほか

援護を必要とするケースがあった場合に民生委員が訪問し、要援護者台帳への登録を行って

いる。 
 

表 2-12 災害時要援護者の登録状況 

13名その他の高齢者

10名要介護3以上の認定者

2名一人暮らし高齢者等

2名身体障害者

人数要援護者

13名その他の高齢者

10名要介護3以上の認定者

2名一人暮らし高齢者等

2名身体障害者

人数要援護者

19名その他の高齢者

16名要介護3以上の認定者

3名一人暮らし高齢者等

4名身体障害者

人数要援護者

19名その他の高齢者

16名要介護3以上の認定者

3名一人暮らし高齢者等

4名身体障害者

人数要援護者

台帳登録時（平成17年8月） 台帳登録更新時（平成18年11月）

 

 
（イ）取組の特徴 

①日常からの相互扶助関係の構築 

上滝沢地区は、日頃から防災訓練や祭りなどの地域行事が頻繁に行われており、住民間の

相互扶助の体制があった。そのため、要援護者台帳を整備するにあたっても、組長が各戸に

要援護者台帳への登録を依頼すれば、すぐに協力を得られる環境にあった。また、住民から

は「行政が行おうとしても、個人情報保護の問題でできなかっただろう」という意見も出て
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おり、町内会での日常的な関係性の構築が必要であることが伺える。 
また、多くの市町村では、地域支援者を募ることに問題が出ているが、上滝沢地区では、

近所付き合いの中で、災害時に誰が誰を助けるかは暗黙の了解となっており、避難支援プラ

ンへの記入にも抵抗はなかった。 
 

（ウ）取組の課題 

①上滝沢地区での課題 

近年、地域全体の高齢化が進み、高齢者が高齢者を支援するという老々支援になってしま

うケースが見られること、昼間は若者が上滝沢地区外に働きに出てしまい、その間の支援体

制を確保する必要があることなどについて課題が出てきている。 
②藤枝市の課題 

上滝沢地区で行った要援護者支援の取組を藤枝市内の各自治会に対して行っているが、避

難支援プランの全体計画が未策定のため、十分に進展していない。現在、庁内に要援護者支

援チームを設置し、全体計画の策定作業を進めている。また、特に地域の相互扶助関係が薄

い地域では、個人情報の収集が問題になってくる可能性がある。 
そのような中で、藤枝市内 170 の自主防災組織（概ね町内会単位）のうち、19 年度末現在、

33 の組織で要援護者台帳を整備し、藤枝市との共有化が図られている。 

 

（エ）取組による成果 

平成 17 年 8 月に大型台風の上陸があり、上滝沢地区において避難勧告が出たが、スムーズ

な避難活動を行うことができた。 
また、藤枝市としては、事前に要援護者台帳が整備されていたため要援護者の人数を事前

に把握することができ、避難所を確保するにあたって非常に効果的であった。 
 

（iii） これからの取組 

上滝沢地区の取組を受けて藤枝市としては、今後、平成 20 年度のなるべく早い時期に実効

性ある藤枝市の避難支援プランの全体計画を策定するとともに、避難支援プラン（個別計画）

を兼ねた要援護者台帳についても「同意方式」を採用し、自主防災組織の協力を得て、平成

22 年度末を目処に整備を進めていく方針である。 
 

 
●参考 URL 

 ・藤枝市ホームページ 

http://www.city.fujieda.shizuoka.jp/ 
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第3章 都道府県アンケート調査結果 

3-1 「過剰反応」の現状について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「過剰反応」の現状は、「まったくそのような状況は生じていない」、「全面施行当初は『過剰

反応』が生じたが、現在ではおさまっている」都道府県が約 49％となっている。また、「全面

施行当初から『過剰反応』が生じ、現在でも続いている」、「全面施行当初は『過剰反応』が生

じなかったが、最近になって生じている」都道府県は約 47％となっている。 

 
表 3-1 「過剰反応」の有無 

「過剰反応」の有無
回答

都道府県数
％

まったくそのような状況は生じていない 2 4.3

全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている 21 44.7

全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている 1 2.1

全面施行後からそのような状況が生じ、現在でも続いている 21 44.7

不明 2 4.3

合計 47 100.0  
 

 
図 3-1 「過剰反応」の有無 

Ｑ１．貴都道府県では、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という）の全面施行後、①必

要な個人情報が提供・共有されないことにより地域の活動等へ支障が生じる、②学校や地域コミュニティにおい

て従来作成されていた緊急連絡網や名簿が作成されなくなり、住民の日常生活に不便が生じる、といった状況（い

わゆる「過剰反応」）が生じていますか？ 

１．全面施行後からそのような状況が生じ、現在でも続いている 

２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている  

３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている

４．まったくそのような状況は生じていない  

4.3%

44.7%

2.1%

44.7%

4.3%

全面施行後からそのような

状況が生じ、現在でも続い

ている

全面施行当初はそのような状況が生じ

なかったが、最近になって生じている

全面施行当初はそのような

状況が生じたが、現在では
おさまっている

まったくそのような状

況は生じていない
不明
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（1）「過剰反応」があると判断した理由 
①「全面施行後から『過剰反応』が生じ、現在でも続いている」と判断した理由 

 

 

 

「全面施行後から『過剰反応』が生じ、現在でも続いている」と判断した理由は、「問い合わ

せなどがある」、「『過剰反応』があることを聞いた」、「『過剰反応』の事実を把握している」等

となっている。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 住民、他地方公共団体、事業者などから問い合わせ･相談がある。 

・ 都道府県職員からの問い合わせがある。 

・ 事業者や住民等からの相談などの中で不便が多少生じていると聞いている。 

・ 災害時要援護者の名簿作成や避難支援計画の策定で必要な福祉に関わる情報が、市町村

の内部において共有できていない状況が見られる。 

・ 個人情報を教えてくれない地域住民が多くなったとの意見が民生委員からある。 

・ 住民からの電話相談や昨年内閣府と共催で実施した説明会において、名簿作成について

の質問があることからそのような状況が生じているのではないかと推測している。 

 

 

②「全面施行当初は『過剰反応』が生じなかったが、最近になって生じている」と判断した理由 
 
 
 
 
「全面施行当初は『過剰反応』が生じなかったが、最近になって生じている」と判断した理

由は、「最近の新聞報道で取り上げられていたこと」が挙げられた。「過剰反応」の内容は、「市

町村が民生委員・児童委員に必要な情報を提供しない」というものであった。 
 
 
 
 

また、「全面施行当初は『過剰反応』が生じなかったが、最近になって生じている」原因とし

て、「個人情報保護法の全面施行後、市町村では個人情報保護条例を制定又は全部改正し、条例

の運用を厳しくしたため」が挙げられた。  
 

Ｑ２．Q１で「１．全面施行後からそのような状況が生じ、現在でも続いている」と回答された都道府県におかれては、

「過剰反応」の状況が生じていると判断された理由について、具体的に記述してください。 

Ｑ６．Q１で「３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている」と回答された都道府

県におかれては、最近になって「過剰反応」の状況が生じている原因として考えられることを、例にならって具体的に

記述してください。 

Ｑ５．Q１で「３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている」と回答された都道府

県におかれては、最近になって「過剰反応」の状況が生じていると判断された理由について、具体的に記述してくださ

い。 
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（2）「過剰反応」がないと判断した理由 
①「全面施行当初は『過剰反応』が生じたが、現在ではおさまっている」と判断した理由 
 

 

 

「全面施行当初は『過剰反応』が生じたが、現在ではおさまっている」と判断した理由は、「『過

剰反応』に関する問い合わせが減少した」、「『過剰反応』があることを聞かなくなった」、「解決し

た事実を把握している」などとなっている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 住民、県職員、管内の市町村からの相談の件数が減少した。 

・ 地域での名簿作成等に関する相談など、一般住民からの個人情報に関する相談が全面施

行直後に比べると著しく減少した。 

・ 個人情報苦情相談窓口への相談件数が減少傾向にある。 

・ 市町村教育委員会などからの問い合わせが減少し、学校のクラス内連絡網を工夫して作

成するようになった。 

 

 

 

 

「過剰反応」がなくなった原因は、「国や都道府県の啓発活動の結果、個人情報保護制度への理

解が進んだ」との回答だった。啓発活動の内容としては、説明会、パンフレット、ホームページ、

ポスター、職員研修会などであった。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 国や都道府県の広報啓発活動(ホームページ、パンフレット)等により、個人情報保護制

度に関する正しい理解が進んだ。 
・ 広報啓発活動他、書籍等の事例などから、個人情報保護法に関しての理解が広まってき

たのではないか。 
・ 国における個人情報保護法の説明会の実施、ポスターやホームページ等による広報啓発

活動、また、都道府県における職員研修やホームページ等による広報啓発活動等により、

個人情報保護制度に対する誤解が少なくなり、県民等の理解が進んだ。 
・ 個人情報保護法等の制度が定着してきた。 
 
 

Ｑ４．Q１で「２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている」と回答された都道府県にお

かれては、当初の状況がおさまってきた原因として考えられることを、具体的に記述してください。 

Ｑ３．Q１で「２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている」と回答された都道府県にお

かれては、当初の状況がおさまってきたと判断された理由について、具体的に記述してください。 
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②「まったく『過剰反応』は生じていない」と判断した理由 

 

 

 

「まったくそのような状況は生じていない」と判断した理由について、回答した都道府県 2

件とも「相談を受けていない」という回答だった。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 名簿等の作成について住民等の協力を得にくくなった状況について、個人情報保護法の

不備であるとか、個人情報保護法に関する住民等への広報が不十分である等とする苦情

や相談はない。 
・ 日常生活に不便が生じる、といった内容の相談はほとんど受けていない。 

 
 
 
 

「まったくそのような状況は生じていない」原因は、「地方ではそれほど顕著な事例は見られ

ない」、「従来のような方法では名簿の作成が困難になることもある程度やむを得ないものと受

け止められているのではないかと思われる」といった意見が挙げられた。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 地方においてはそれほど顕著な事例が見られない。 
・ 団体において、個人情報保護法の施行による住民等の個人情報の意識の高まりによって、

従来のような方法では名簿の作成が困難になることもある程度やむを得ないものと受

け止められているのではないかと思われる。 

Ｑ７．Q１で「４．まったくそのような状況は生じていない」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」の状

況が生じていないと判断された理由について記述してください。 

Ｑ８．Q１で「４．まったくそのような状況は生じていない」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」の状

況が生じていない原因として考えられることを記述してください。 
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3-2 都道府県の個人情報保護条例制定時の「過剰反応」について 

 
 
 
 
 
 
個人情報保護条例制定時の「過剰反応」の有無について、約 77％の都道府県で「見られなかっ

た」と回答している。 

 
 

表 3-2 個人情報保護条例制定時の「過剰反応」の有無 

条例制定時の「過剰反応」の有無
回答

都道府県数
％

見られた 8 17.0

見られなかった 36 76.6

不明 3 6.4

合計 47 100.0  
 

 
図 3-2 個人情報保護「過剰反応」の有無 

 

Ｑ９．貴都道府県の個人情報保護条例制定時には、「過剰反応」に類似した状況は見られましたか。 

１．見られた  

２．見られなかった 

6.4%

76.6%

17.0%

見られた

不明

見られなかった
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（1）個人情報保護条例制定時に見られた「過剰反応」への対応 
 
 
個人情報保護条例制定時に見られた「過剰反応」への対策について、「広報の充実」、「職員研修

の実施」などとなっている。広報活動の主な対象者は都道府県民、事業者であった。また、研修

会の強化の対象者として職員が挙がっている。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 研修会や広報啓発活動(広報紙、ポスター及びパンフレットの作成等)の実施。 

・ 説明会の開催。解釈運用基準等の資料充実を図る。 

・ 職員からの問い合わせが圧倒的に多いため、説明会の開催、パンフレットの作成、条例

の手引きの発行、研修の強化等を実施。住民向けにはホームページに掲載した。 

 

 

（2）個人情報保護条例制定時に「過剰反応」が見られないと判断した理由 
 
 
 
個人情報保護条例制定時に「過剰反応」が見られなかったと判断した理由について、「問い合わ

せなどがなかった」、「個人情報保護条例は、都道府県における個人情報の取扱いを定めたもので、

都道府県民や事業者には関係なかったから」や「『過剰反応』が生じた記録がない」などとなって

いる。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 特に多くの｢過剰反応｣に類似した問い合わせ、相談はなかった。 
・ 条例制定時には、個人情報に関する相談が寄せられなかった。 
・ 都道府県による住民等からの個人情報の収集に際して、いわゆる「過剰反応」に類似し

たような状況があって都道府県の事務に支障が生じた等の記録はない。 

Ｑ１０．Q９で「１．見られた」と回答された都道府県におかれては、それに対してどのような対策を講じましたか。

Ｑ１１．Q９で「２．見られなかった」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」に類似した状況が見られな

かったと判断された理由について記述してください。 
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「過剰反応」が生じなかった原因について、最も多い回答が、「個人情報保護条例が都道府県民

を対象にしたものでないから」であり、個人情報保護条例は都道府県の個人情報の取扱いについ

て定めたものであり、一般事業者等には関係なかったため、「過剰反応」が起きなかったと分析し

ている。同様な回答として「事業者に対し、努力義務しか課していないため、関心が低かった」

も挙げられている。また、「社会の個人情報に対する関心が低かった」も多く回答された。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 条例は、都道府県が保有する個人情報の取扱いについて規定したものであり、県民や事

業者の個人情報の取扱いを直接的に制約するものではない。 
・ 個人情報保護法制定前だったため、個人情報に対して関心が高くなかった。 
・ 条例を制定した当時は、個人情報の保護より情報公開について衆目を集めた。 
・ 説明会の開催、条文の解釈･運用の手引きを各所属へ配布したため。 
・ 条例制定時に、職員に対し条例の考え方について説明を行っていたため。 

 
 
 

Ｑ１２．Q９で「２．見られなかった」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」に類似した状況が見られな

かった原因として考えられることを記述してください。 
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条例制定時と法の全面施行後の
住民等の反応の違い

回答
都道府県数

％

違いが見られた 42 89.4

違いは見られなかった 3 6.4

不明 2 4.3

合計 47 100.0

3-3 条例制定時と個人情報保護法全面施行後の住民等の反応 

 
都道府県の個人情報保護条例制定当時と個人情報保護法全面施行後に住民等の反応の違いにつ

いて、約 89％の都道府県において「違いが見られた」と回答している。 

 
表 3-3 条例制定時と個人情報保護法全面施行後の住民等の反応の違い 

 
 
 
 
 

 

 
図 3-3 条例制定時と個人情報保護法全面施行後の住民等の反応の違い 

 
 
 

Ｑ１３．個人情報保護法の全面施行後の現在と、個人情報保護条例制定当時とでは、住民等からの反応に違い

が見られましたか。 

１．違いが見られた 

２．違いは見られなかった 

4.3%
6.4%

89.4%

違いは見られなかった 不明

違いが見られた
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違いが生じた背景は、「社会の個人情報に対する関心が高かったから」、「個人情報保護法が都道

府県民・事業者を対象にしたものだから」、「マスコミ等の報道が盛んだったため」などとなって

いる。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 条例制定当時と比較して、個人情報保護法施行後の方が、住民等の個人情報保護に対す

る意識が高くなっている。 

・ 住民の個人情報保護に対する意識が、条例制定時よりも個人情報保護法施行後の方が非

常に高い状況にあったこと。 

・ 条例は主に県の保有する個人情報の保護を目的とするのに対し、個人情報保護法は、主

に、事業者の取り扱う個人情報の保護に関して制定されたものであるため、住民及び事

業者からの問い合わせや相談が増加した。 

・ 個人情報保護法は民間の事業者を対象としているので、条例に比べて、住民への影響が

大きいこと。個人情報保護法施行時には多くのマスコミ報道等がなされたので、住民等

の意識が高まるとともに、敏感になっていたこと。 

・ 大々的に個人情報保護法施行が報道されたことなどから条例制定時に比べ、施行後の方

が住民等の個人情報保護に対する意識が高く、特に事業者は漏えい事件等があるとマス

コミ報道により事実上の制裁を受けるため、個人情報保護に過敏になっていた。 

 

3-4 「過剰反応」解消に向けた都道府県の取組の実施状況 

（1）「過剰反応」解消に向けた取組の実施状況 

 

 
都道府県の「過剰反応」の解消に向けた取組の実施状況は、約 92％の都道府県で何らかの取組

を実施していると回答している。 

 
表 3-4 「過剰反応」解消に向けた取組の実施状況 

「過剰反応」解消への取組
回答

都道府県数
％

実施している（過去の取組も含む） 43 91.5

実施していない 4 8.5

合計 47 100.0  

Ｑ１５．貴都道府県では、いわゆる「過剰反応」の解消に向けた取組を実施していますか。 

１．実施している（過去の取組も含む） 

２．実施していない  

Ｑ１４．Q１３で、「１．違いが見られた」と回答された都道府県におかれては、個人情報保護法の全面施行後と、個

人情報保護条例の制定時における現象の違いは、どのような背景によるものとお考えですか。 
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図 3-4「過剰反応」解消に向けた取組の実施状況 

 
 

 

 
 
実施している具体的な内容について「都道府県職員向け説明会・研修の実施」が最も多く、次

いで「一般住民向け説明会の実施」、「事業者向け説明会の実施」、「市町村職員向けの説明会・研

修の実施」と続いており、説明会や研修が取組の多くを占めている。それに対し、広報活動は「ポ

スター・パンフレットの作成・配布」が最も多く、「対応事例集や Q&A の作成、公表」などと続く。 

 

Ｑ１６．Q１５で「１．実施している」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容を、以下の中

から選んでご回答下さい（複数回答） 。 

１．ポスター・パンフレットの作成・配布 

２．テレビ、新聞などのメディアを活用した広報 

３．一般住民向けの説明会の実施 

４．事業者向けの説明会の実施 

５．都道府県職員向けの説明会・研修の実施 

６．市町村職員向けの説明会・研修の実施 

７．対応事例集やＱ＆Ａの作成、公表 

８．その他［具体的な内容：                  ］ 

8.5%

91.5%

実施している
（過去の取組も含む）

実施していない
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表 3-5 「過剰反応」解消に向けた具体的な取組内容 

「過剰反応」解消に向けた具体的な取組内容 回答数

都道府県職員向けの説明会・研修の実施 33

一般住民向けの説明会の実施 22

事業者向けの説明会の実施 21

市町村職員向け説明会・研修の実施 19

ポスター・パンフレットの作成・配付 14

対応事例集やQ&Aの作成、公表 10

テレビ、新聞などのメディアを活用した広報 7

その他 16

合計 142  
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図 3-5 「過剰反応」解消に向けた具体的な取組内容 
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また、「その他」の内容は、ほとんどが「ホームページによる啓発」となっており、次いで「都

道府県広報紙による啓発」となっている。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ ホームページでの啓発。 
・ ホームページによる個人情報保護制度の周知。 
・ ホームページの開設。 

・ ホームページでの情報提供。 

・ 都道府県広報誌への啓発記事掲載。 

・ 内部監査（チェック）の実施。 

・ 民生委員研修会への講師派遣。 

 
 
（2）「過剰反応」解消に向けた取組を実施しない理由 

 

 

 

「実施していない」理由は、「『過剰反応』がない、少ない」、「個人情報保護に関する周知活動

を実施している」との回答が挙げられた。 

自由記述全てを以下に示す。 
 

・ いわゆる｢過剰反応｣についての施策は行っていないが、個人情報保護に係るパンフレッ

トの作成、新聞等による広報、事業者への説明及び実施機関職員向け研修会等は行って

いる。 
・ ｢過剰反応｣の現状について具体的に把握していないため。 
・ ｢過剰反応｣の状況は個別の指導・助言によってでは対処が不可能な程度にまで達してい

るとまでは判断されなかったため。 
・ ｢過剰反応｣は市町村の一部に見られるが、苦情・相談はなく確認されていない。 
 

Ｑ１７．Q１５で、「２．実施していない」と回答された都道府県におかれては、その理由について、具体的に記述し

てください。 
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3-5 他都道府県との「過剰反応」に関する情報共有の状況 

 

 

都道府県間における「過剰反応」に関する情報共有の状況（過去の取組も含む。）は、情報共有

したことがない都道府県が約 55％、情報共有している都道府県が約 45％となっている。 

 

 

表 3-6 他都道府県との「過剰反応」に関する情報共有状況 

「過剰反応」に関する情報共有
回答

都道府県数
％

情報共有をしている（過去の取組も含む） 21 44.7

情報共有をしたことがない 26 55.3

合計 47 100.0  
 

 
図 3-6 他都道府県との「過剰反応」に関する情報共有状況 

 

Ｑ１８．貴都道府県では、個人情報保護に関する「過剰反応」に関して、他の都道府県との情報共有をしてい

ますか。 

１．情報共有をしている（過去の取組も含む） 

２．情報共有をしたことがない 

55.3%

44.7%

情報共有をしている

（過去の取組も含む）

情報共有をしたことがない
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「情報共有している」と回答した都道府県は、「都道府県個人情報保護研究会」及び「情報公開

ブロック会議」において情報共有しているとの回答が寄せられた。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 第 18 回都道府県個人情報保護研究会において、｢過剰反応の事例及び対応について｣が

議題提案(神奈川県、山形県)され、意見交換した。(平成 18 年 7 月) 

・ 各都道府県の個人情報保護担当部局による全国会議や中国地方の個人情報保護担当部

局による勉強会において意見交換した。 

・ 東海北陸地区情報公開･個人情報保護研究会議において｢過剰反応についての取組状況

について｣も議題として取り上げられた。(平成 19 年 11 月) 

・ 近畿ブロックの府県で個人情報保護に関する会議を開催した際、｢過剰反応｣についても

議題として取り上げた。（平成 19 年 10 月） 

・ 東海北陸ブロック担当者会議の際に、議題として取り上げた。(平成 19 年 11 月) 

・ 九州ブロックの担当者会議において、各県の状況を確認した。(平成 19 年 11 月) 

 

Ｑ１９．Q１８で「１．情報共有をしている」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容について記述し

てください。 
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3-6 市町村における「過剰反応」の状況について 

 
 
 
 
 
 
市町村における「過剰反応」の状況について、把握していない都道府県は約 87％ となってい

る。 
 

表 3-7 市町村における「過剰反応」の把握実態 

市町村における「過剰反応」の把握状況
回答

都道府県数
％

十分に把握している 0 0.0

ある程度把握している 6 12.8

把握していない 41 87.2

合計 47 100.0  
 
 

 
図 3-7 市町村における「過剰反応」の把握実態 

 

１．十分に把握している 

２．ある程度把握している 

３．把握していない 

Ｑ２０．貴都道府県では、「過剰反応」に関して、市町村における状況を把握していますか。 

87.2%

12.8%

0.0%

ある程度

把握している

把握していない

十分に
把握している



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 146

 

 

 

市町村における「過剰反応」をどのようにして把握したかについては、「相談・助言を行う中で

把握」、「アンケートにより把握」や「情報交換会議等を行い把握」となっている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

・ 市町から｢過剰反応｣に関する相談や問い合わせを受けている。 

・ 都道府県と市町村の担当者で構成する｢情報公開･個人情報保護連絡会議｣の中で議題と

して取り上げ、情報交換した。 

・ 市町に対してアンケート調査を実施した。 

Ｑ２１．Q２０で「１．十分に把握している」、「２．ある程度把握している」と回答された都道府県に伺います。どの

ようにして、市町村における状況を把握していますか。具体的に記述してください。 
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3-7 市町村への「過剰反応」に関する働きかけについて 

 

 

市町村への「過剰反応」に関する働きかけを行っていない都道府県は約 70％ となっている。 

 

表 3-8 市町村への「過剰反応」に関する働きかけ 

市町村への「過剰反応」に関する働きかけ
回答

都道府県数
％

行っている（過去の取組も含む） 14 29.8

行っていない 33 70.2

合計 47 100.0  
 

 
図 3-8 市町村への「過剰反応」に関する働きかけ 

 

70.2%

29.8%

行っている

（過去の取組も含む）

行っていない

Ｑ２２．貴都道府県では、「過剰反応」に関して、市町村に対して何らかの働きかけを行っていますか。 

１．行っている（過去の取組も含む）

２．行っていない 
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市町村に対する働きかけの具体的な内容は、「研修会・説明会の実施」、「情報提供の実施」など

となっている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

 

・ 市町村の消費生活相談員等を対象にした、個人情報に関する研修会を実施した。 

・ 市町村職員に対する研修会の中で、災害時要支援者リストの作成をめぐる状況等につい

て説明している。防災担当部局で、各市町村に対して災害時要支援者リストの作成(情

報の共有)について依頼を行った。 

・ 過剰反応対応のため作成したパンフレットを市町村に配布した。また、平成 18、19 年

度の個人情報保護啓発強調月間(10 月)には、過剰反応対応をテーマに市町村と協力して

啓発事業を実施した。 

・ 都道府県内市町村の情報公開研究会において、災害時要援護者リストを関係者間で共有

する方法について説明した。 

・ 民生委員、児童委員に対して、どの程度の情報提供がなされているのか、都道府県内の

全市町に照会している。 

 

Ｑ２３．Q２２で「１．行っている」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容を、具体的に記述してく

ださい。 
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3-8 地方公共団体の「過剰反応」への対応策 

（1）特に効果があると考えられる「過剰反応」への対応策 

 

 

地方公共団体が行う、「過剰反応」への対応策について、最も効果のある対応策として「対応事

例集・Q&A の作成・公表」が約 28％、次いで「テレビ・新聞などメディアを活用した広報」が約

19％と続く。 

 
表 3-9 特に効果があると考えられる「過剰反応」への対応策 

「過剰反応」への対応策として特に効果があるもの
回答

都道府県数
％

対応事例集・Q&Aの作成・公表 13 27.7

テレビ・新聞などのメディアを活用した広報 9 19.1

個人情報保護条例の適切な解釈・運用 7 14.9

説明会・研修会の実施 7 14.9

ポスター・パンフレットの作成・配布 5 10.6

地方公共団体間での取組事例の共有 1 2.1

その他 5 10.6

合計 47 100.0  

 
図 3-9 特に効果があると考えられる「過剰反応」への対応策 

Ｑ２４．「過剰反応」への地方公共団体における対応策として、特に効果があると思われる取組は、何ですか。

以下の中から１つ選んでご回答ください。 

１．ポスター・パンフレットの作成・配布 

２．テレビ、新聞などのメディアを活用した広報 

３．説明会、研修の実施 

４．対応事例集やＱ＆Ａの作成、公表 

５．地方公共団体間における取組事例の共有 

６．個人情報保護条例の適切な解釈・運用 

７．その他［具体的な内容：                  ］

2.1%

10.6%

10.6%

14.9%

14.9%
19.1%

27.7%

対応事例集

Q&Aの作成・公表

テレビ・新聞などの

メディアを活用した広報
個人情報保護条例の

適切な解釈・運用

説明会・研修会の実施

ポスター・パンフレットの

作成・配布

地方公共団体間での

取組事例の共有

その他
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また、「その他」の内容について以下に示す。 

 
・ 県広報誌への啓発記事掲載。 
・ 個人情報保護法の適切な解釈・運用。 
・ 具体的な対応事例集や実例に則った Q&A を掲載したパンフレットの作成。 

・ 民間事業者及び地域住民を対象とした研修会を開催。 

・ 国レベルで作成された各地域活動分野ごとの対応事例集や Q&A の公表・配布。 

・ ホームページを活用した広報。 

 
（2）「過剰反応」への対応策を働きかける最も効果がある対象 

 

 

誰に最も効果的に働きかけるべきかという問いに対しては、「一般住民」が 66.0％と最も多く、

次いで「地方公共団体職員」が約 19％と続く。 

 
表 3-10 「過剰反応」への対応策を働きかける最も効果がある対象 

「過剰反応」への対応を
働きかける最も効果のある対象

回答
都道府県数

％

一般住民 31 66.0

地方公共団体職員 9 19.1

民間事業者 5 10.6

その他 2 4.3

合計 47 100.0  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-10 「過剰反応」への対応策を働きかける最も効果がある対象 

4.3%

19.1%

10.6%

66.0%

一般住民
地方公共団体職員

民間事業者

その他

Ｑ２５．「過剰反応」への対応策としては、特に、誰に対して働きかけることが最も効果的だとお考えですか。

以下の中から１つ選んでご回答ください。 

１．一般の住民 

２．民間の事業者 

３．地方公共団体の職員 

４．その他［具体的な対象：                  ］
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また、「その他」の内容を以下に示す。 

 

・ 一般の住民及び民間の事業者（選択肢 1と 2両方）。 
・ 自治会、学校など類型化した団体。 

 

 

 

Q25 で回答したその対象に働きかけることがなぜ効果があると考えるかという問いに対して、

一般住民を対象とするとの回答の理由は、「『過剰反応』の原因が一般住民の誤解・理解不足に因

るため」、「一般住民への個人情報保護法の普及・啓発が重要であるため」、「『過剰反応』に関する

問い合わせ・事例が一般住民や地域活動に関連したものだから」などとなっている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

（一般住民への働きかけが最も効果的だと考える理由） 

・ 一般の住民は啓発の機会が乏しく、個人情報保護法及び条例の誤った解釈に基づく｢過

剰反応｣事例が生じやすいと考えられるため。 
・ 「過剰反応」の多くは、個人情報保護法の誤解等に起因するものであり、個人情報保護

法の規定の趣旨及び内容について、住民等に広報することが効果的と思われるため。 

・ 他者に自分の個人情報を知られたくないという過剰な意識が、地域社会における自治活

動に支障を生じさせている側面もある。地域社会である程度の情報を共有する必要があ

ることやそのメリットについての理解を深めていくことも大事。 

 

 

地方公共団体の職員を対象とするとの回答の理由は、「確認している『過剰反応』が地方公共団

体からの個人情報の提供に関するものだから」というものが多かった。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 

（地方公共団体の職員への働きかけが最も効果的だと考える理由） 
・ 地方公共団体の職員は、多くの個人情報を取り扱い、住民からの相談を受けることから、

まずは地方公共団体職員の条例の適正な解釈･運用が何よりも不可欠と考えているため。 
・ 学校での名簿作成や実施機関内部での情報共有の問題等の｢過剰反応｣を把握している。 

 

 

 

 

Ｑ２６．Q２５で回答された対象への働きかけが最も効果的だ、とお考えになった理由について、例にならって記述し

てください。 
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民間の事業者を対象とするとの回答の理由は、「事業者からの相談が多い」、「事業者は個人情報

を直接扱うため」などとなっている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

 
（民間の事業者への働きかけが最も効果的だと考える理由） 
・ 個人情報を取り扱う事業者を直接に啓発することにより、個人情報の適切な取扱いが図

られるため（ただし、一般の住民に対する啓発が全く不要とは考えていない。当県の研

修会でも住民の参加をいただいており、個人情報保護法や制度の理解のすそ野を広げる

という意味では有意義だと考えている）。 
・ 個人情報保護法が直接適用にならない小規模(5000 人以下の個人情報を扱う場合)な民

間事業者･団体に対するフォローが空白となっているため。 
 
 

（3）その他効果があると考えられる取組 

 

 

 

これまで示した取組の他、効果があると考えられる取組は、「具体的事例・優良事例の公表」、

「一般住民・事業者に対する説明会・研修会の実施」となる。また、「過剰反応」への取組は「国

が対策に取り組むべき」との回答も寄せられた。 

 

以下に主な自由記述の内容を示す。 

・ 市町村への具体的な優良事例の紹介。 
・ 住民や事業者等に対して内閣府が行う個人情報保護法説明会を案内し、参加を呼びかけ

る。 
・ 過剰反応への対応は地方公共団体まかせではなく、国の各省庁が積極的に取り組むこと

が必要と考える。 
 

Ｑ２７．「過剰反応」への地方公共団体における対応策として効果的な取組に関して、具体的なお考えがありましたら、

Q２４、Q２５の内容に関わらず、ご自由に記述してください。 
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3-9 「過剰反応」に対する今後の取組 

 
都道府県における「過剰反応」に対する今後の取組予定について、取組予定があると答えた都

道府県は約 47％となっている。 

 

表 3-11 「過剰反応」への対策に対する今後の取組予定 

「過剰反応」への対策に対する
今後の取組予定

回答
都道府県数

％

ある 22 46.8

ない 24 51.1

未定 1 2.1

合計 47 100.0  
 

 
図 3-11 「過剰反応」への対策に対する今後の取組予定 

Ｑ２８．貴都道府県では、今後、「過剰反応」への対応策として、具体的に実施を予定している取組はあります

か。 

１．ある 

２．ない 

2.1%

51.1%
46.8%

ある
ない

未定
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「過剰反応」解消に向けた今後の取組内容は、「ホームページ・広報紙による啓発」、「説明会・

研修会の実施」、「Q&A や対応マニュアルの作成」、「パンフレットの作成・配布」などとなってい

る。 
以下に主な自由記述の内容を示す。 

 
・ 他の都道府県の事例を参考に、ホームページに記事を掲載したい。 

・ 個人情報保護法の啓発（ホームページ上における啓発、啓発パンフの作成）について

検討中。 

・ 国が作成する「過剰反応」に関する優良事例集やパンフレットを活用した広報、啓発

活動の実施。 

・ Q&A を中心としたパンフレットの作成･配布(平成 20 年 3 月予定)。 

・ ｢出前講座｣で、住民、事業者等関係者に対する啓発活動。 

・ 昨年度発行した「過剰反応」対応用パンフレット「地域のくらしと個人情報」の改正

版を今年度発行。 

Ｑ２９．「１．ある」と回答された場合、その具体的な内容について、記述してください。 
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3-10 「過剰反応」への対策として国に望むこと 

 

「過剰反応」への対策として国に望むことは、「対策事例集、Q&A の作成」や「一般住民及び事

業者に対する説明会・研修会の実施」などが多く、「個人情報保護法の統一的解釈の提示」や「『過

剰反応』の定義の明確化」なども挙げられている。 

以下に主な自由記述の内容を示す。 
 

  （対応事例集・Q&A の充実・周知） 

・ 個人情報保護法に関する説明会等の実施、苦情･相談への対応、相談対応例の紹介など。 

・ 具体的な相談事例に則して、より詳細な内容のガイドラインや Q&A の制定及び公表。

国と自治体が共催する説明会･相談会の継続的な開催。 

・ 個人情報保護法の明確な解釈と、具体的な事例集の作成。 

・ 具体的な対応事例集や、Q&A の充実、公共広告機構の CM のような形での啓発、できる

なら個人情報保護法改正により利用の必要性を国に強調してほしい。 

・ 各省庁別・事業対象者の対応事例集を策定･公表することや、国民生活センターでの相

談事例集の策定･周知。 

・ 対応事例や Q&A など、具体的に参考となるものを示してほしい。 

・ 対応事例や Q&A の作成、公表。このようなものは各都道府県が個々に作成するような

ものではないと思う。 

・ 具体的な事例を踏まえた対応事例集や Q&A の作成など。 

 

（一般住民・事業者向けの説明会の積極的開催） 

・ 制度に対する住民の正しい理解を助けるツール(パンフ、Q&A 集など)は、個人情報保護

法に対する統一的な解釈を保持するため、国において作成してほしい。 

・ 地方公共団体において活用可能な啓発用資料(パワーポイント、ビデオ、パンフレット

等)の作成を、分野別(民生委員、自治会、学校関係等)にきめ細かく行ってほしい。 

・ 個人情報保護法の正しい理解を深めてもらうため、住民向けの説明会を積極的に開催

してほしい。 

・ 昨年開催された一般人事業者を対象にした説明、相談会のように｢過剰反応｣を防止す

るための正しい理解を求める研修会を実施してほしい。 

・ 「過剰反応」は個人情報保護法に対するものなので、個人情報保護法の解釈について

は、直接国の説明を聞きたいとする要望が強いことから、「過剰反応」対応の説明会を

20 年度も実施してほしい。 

・ 国が実施している個人情報保護法説明会は受講者の満足度が高いことから、今後も継

続して全都道府県で実施してほしい。 

・ 内閣府等の主催の説明会や講演会が開催されてきたが、概要説明にとどまっているた

め、今後は学校、医療、福祉機関、地域コミュニティ別といった、その事業分野や対

象者別に、各事業や活動内容に即した説明会や研修会を開催してほしい。 

Ｑ３０．「過剰反応」への対応に関し、国に望む対策や支援がありましたら、ご自由に記述してください。 
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（個人情報保護法の統一的な解釈の提示） 

・ 条文の統一的な解釈を作成してほしい。 

・ 個人情報保護制度上の適切な解釈･対応の周知。相談体制の充実。 

 

（テレビ・新聞を活用した啓発） 

・ テレビ、新聞などを利用した広報。説明会の開催。 

・ テレビなどのメディアを活用した広報を実施してほしい。 

・ 一般住民及び民間事業者に対するテレビ、新聞などのメディアを活用した広報を望む。 

・ 法律の趣旨や制度について、より一層の周知活動をお願いしたい。「過剰反応」の定義

を明確化する必要があるのではないか。各都道府県の対応には限界があることから、

内閣府のホームページに｢過剰反応｣のページを設けてほしい。 

 

（その他） 

・ ｢過剰反応｣という言葉が一人歩きしているので、改めて整理してほしい。 

・ 自治体職員を対象とした研修会の開催。 

・ ｢過剰反応｣の具体的事例をホームページ等により公開する。 

・ 消費者等の権利利益の保護の観点から、個人情報保護法の規定に実効性を持たせる施

策を打出してほしい。また、事業者からの相談についても積極的に対応してほしい。 

・ 「過剰反応」に該当するかどうかの判断が難しい場合も多いので、「過剰反応」事例と

その対応についての事例集を作成してほしい。 

・ 名簿作成の工夫などの優良事例を集めて PR してほしい。災害時要援護者の情報共有に

ついては、全国的な重要課題であり、各自治体に任せるのではなく、立法化を図るこ

とを含めて検討してほしい。 

・ 有事対応や災害対策のような、全国一律の対応が必要な分野における個人情報の取扱

いについては、当該分野の基本法令の中に必要とされる個人情報の目的外利用等の規

定を備えていれば、個人情報の取扱いに関する混乱は、ある程度避けられるものと思

われる。また、各省庁のホームページなどに「過剰反応」への対応を掲載するなど、

国の積極的な対応が必要と考える。 

・ 国民生活センターにおける個人情報保護相談窓口の継続。 

・ 個人情報保護と災害時要援護者避難支援に必要な関係機関との情報共有について、市

町村の多くが国の統一的見解を示してほしい。一定の方針や具体的な優良取組事例の

紹介、国民への広報等。 

・ 個人情報保護法における個人情報の収集に関する規定の趣旨及び内容について、ひろ

く住民等に分かりやすく広報することが効果的と思われるので、全国に共通して利用

できる広報啓発資料紹介事例などの作成に取り組んでほしい。 
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 都道府県アンケート調査用紙 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「１」と回答した方 ⇒ Q2 をお答え下さい 

 「２」と回答した方 ⇒ Q3、Q4 をお答え下さい

 「３」と回答した方 ⇒ Q5、Q6 をお答え下さい

 「４」と回答した方 ⇒ Q7、Q8 をお答え下さい

Ⅰ．「過剰反応」の現状についてお伺いします 

Ｑ１．貴都道府県では、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という）の全面施行後、①必要な個

人情報が提供・共有されないことにより地域の活動等へ支障が生じる、②学校や地域コミュニティにおいて従来作成さ

れていた緊急連絡網や名簿が作成されなくなり、住民の日常生活に不便が生じる、といった状況（いわゆる「過剰反応」）

が生じていますか？ 

１．全面施行後からそのような状況が生じ、現在でも続いている 

２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている  

３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている

４．まったくそのような状況は生じていない  

Ｑ２．Q１で「１．全面施行後からそのような状況が生じ、現在でも続いている」と回答された都道府県におかれては、

「過剰反応」の状況が生じていると判断された理由について、例にならって具体的に記述してください。 

（回答例）住民、都道府県の職員、管内の市区町村、事業者などから問い合わせ、相談がある。 

Ｑ３．Q１で「２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている」と回答された都道府県にお

かれては、当初の状況がおさまってきたと判断された理由について、例にならって具体的に記述してください。 

（回答例）住民、都道府県の職員、管内の市区町村、事業者などからの問い合わせ、相談の件数が減少した。 

※次に Q9 をお答え下さい 

※次にＱ４をお答え下さい 

 
回答欄 

 
回答欄 

個人情報保護に関するいわゆる『過剰反応』への対応に係る調査 

回答欄
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Ｑ４．Q１で「２．全面施行当初はそのような状況が生じたが、現在ではおさまっている」と回答された都道府県にお

かれては、当初の状況がおさまってきた原因として考えられることを、例にならって具体的に記述してください。 

（回答例）国や地方公共団体における広報啓発活動等により、個人情報保護制度に関する正しい理解の浸透が進んだ。

※次に Q9 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ６．Q１で「３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている」と回答された都道府

県におかれては、最近になって「過剰反応」の状況が生じている原因として考えられることを、例にならって具体的に

記述してください。 

Ｑ５．Q１で「３．全面施行当初はそのような状況が生じなかったが、最近になって生じている」と回答された都道府

県におかれては、最近になって「過剰反応」の状況が生じていると判断された理由について、例にならって具体的に記

述してください。 

（回答例）住民、都道府県の職員、管内の市区町村、事業者などから問い合わせ、相談の件数が増加した。 

（回答例）様々な消費者問題の発生によって、個人情報保護法全面施行直後に比べ、個人情報の取扱いについて、

不安を感じる人が増えていること。 

※次にＱ６をお答え下さい 

※次に Q9 をお答え下さい 

Ｑ７．Q１で「４．まったくそのような状況は生じていない」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」の状

況が生じていないと判断された理由について記述してください。 

※次にＱ8 をお答え下さい 

 
回答欄 

 
回答欄 

 
回答欄 

Ｑ８．Q１で「４．まったくそのような状況は生じていない」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」の状

況が生じていない原因として考えられることを記述してください。 

※次にＱ9 をお答え下さい 

 
回答欄 
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回答欄

回答欄

Ｑ９．貴都道府県の個人情報保護条例制定時には、「過剰反応」に類似した状況は見られましたか。 

１．見られた  

２．見られなかった 

※「１」と回答した方 ⇒ Q10 をお答え下さい 

 「２」と回答した方 ⇒ Ｑ11、Q12 をお答え下さい

Ｑ１０．Q９で「１．見られた」と回答された都道府県におかれては、それに対してどのような対策を講じましたか。

Ｑ１３．個人情報保護法の全面施行後の現在と、個人情報保護条例制定当時とでは、住民等からの反応に違いが見ら

れましたか。 

※次にＱ13 をお答え下さい 

１．違いが見られた 

２．違いは見られなかった 
※「１」と回答した方 ⇒ Q14 をお答え下さい

 「２」と回答した方 ⇒ Q15 お答え下さい 

Ｑ１４．Q１３で、「１．違いが見られた」と回答された都道府県におかれては、個人情報保護法の全面施行後と、個

人情報保護条例の制定時における現象の違いは、どのような背景によるものとお考えですか。 

 
回答欄 

（回答例）条例制定時と比較して、個人情報保護法施行後の方が、住民等の個人情報保護に対する意識が高い状

況にあった。 

Ｑ１１．Q９で「２．見られなかった」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」に類似した状況が見られな

かったと判断された理由について記述してください。 

※次にＱ1２をお答え下さい 

 
回答欄 

※次にＱ15 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ１２．Q９で「２．見られなかった」と回答された都道府県におかれては、「過剰反応」に類似した状況が見られな

かった原因として考えられることを記述してください。 

※次にＱ13 をお答え下さい 

 
回答欄 
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１．ポスター・パンフレットの作成・配布・・・・・・・・・・・・・・・ 

２．テレビ、新聞などのメディアを活用した広報・・・・・・・・・・・・ 

３．一般住民向けの説明会の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４．事業者向けの説明会の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

５．都道府県職員向けの説明会・研修の実施・・・・・・・・・・・・・・ 

６．市町村職員向けの説明会・研修の実施・・・・・・・・・・・・・・・ 

７．対応事例集やＱ＆Ａの作成、公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・

８．その他［具体的な内容：                  ］・・・

Ⅱ．「過剰反応」に対する取組状況についてお伺いします 

Ｑ１５．貴都道府県では、いわゆる「過剰反応」の解消に向けた取組を実施していますか。 

１．実施している（過去の取組も含む） 

２．実施していない  
※「１」と回答した方 ⇒ Q16 をお答え下さい

 「２」と回答した方 ⇒ Q17 をお答え下さい回答欄

回答欄

当てはまる番号の解答欄に 

「レ」をご記入下さい。 

※次にＱ18 をお答え下さい

Ｑ１６．Q１５で「１．実施している」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容を、以下の中から選ん

でご回答下さい（当てはまる番号の解答欄に「レ」を記入）（複数回答） 。 

Ｑ１７．Q１５で、「２．実施していない」と回答された都道府県におかれては、その理由について、具体的に記述し

てください。 

※次にＱ18 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ１８．貴都道府県では、個人情報保護に関する「過剰反応」に関して、他の都道府県との情報共有をしていますか。

１．情報共有をしている（過去の取組も含む） 

２．情報共有をしたことがない 

※「１」と回答した方 ⇒ Q19 をお答え下さい

 「２」と回答した方 ⇒ Q20 をお答え下さい

回答欄
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回答欄

１．十分に把握している 

２．ある程度把握している 

３．把握していない 

回答欄

Ｑ１９．Q１８で「１．情報共有をしている」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容について、例に

ならって記述してください。 

（回答例）○○県と合同で研究会を実施した際、「過剰反応」についても議題として取り上げた（平成○年○月）。

／ ○○県との間で「過剰反応」に関する意見交換会を実施した（平成○年○月）。 

※次にＱ20 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ２０．貴都道府県では、「過剰反応」に関して、市町村における状況を把握していますか。 

※「１」または「２」と回答した方 

 ⇒ Q21 をお答え下さい

「３」と回答した方 ⇒ Q22 をお答え下さい

Ｑ２１．Q２０で「１．十分に把握している」、「２．ある程度把握している」と回答された都道府県に伺います。どの

ようにして、市町村における状況を把握していますか。例にならって具体的に記述してください。 

（回答例）市町村から、「過剰反応」に関する相談や問い合わせを受けている。  
／ 市町村に対して、アンケート調査を実施した。 

※次にＱ22 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ２２．貴都道府県では、「過剰反応」に関して、市町村に対して何らかの働きかけを行っていますか。 

１．行っている（過去の取組も含む）

２．行っていない 
※「１」と回答した方 ⇒ Q23 をお答え下さい

「２」と回答した方 ⇒ Q24 をお答え下さい

Ｑ２３．Q２２で「１．行っている」と回答された都道府県におかれては、その具体的な内容を、例にならって具体的

に記述してください。 

（回答例）「過剰反応」対策として作成したＱ＆Ａを、市町村に配布した。 

 
回答欄 



個人情報保護に関するいわゆる「過剰反応」への対応に係る調査報告書 

 

 162

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※次にＱ24 をお答え下さい 

Ｑ２４．「過剰反応」への地方公共団体における対応策として、特に効果があると思われる取組は、何ですか。以下の

中から１つ選んでご回答ください。 

１．ポスター・パンフレットの作成・配布 

２．テレビ、新聞などのメディアを活用した広報 

３．説明会、研修の実施 

４．対応事例集やＱ＆Ａの作成、公表 

５．地方公共団体間における取組事例の共有 

６．個人情報保護条例の適切な解釈・運用 

７．その他［具体的な内容：                  ］

回答欄 

Ｑ２５．「過剰反応」への対応策としては、特に、誰に対して働きかけることが最も効果的だとお考えですか。以下の

中から１つ選んでご回答ください。 

※次に Q25 をお答え下さい 

１．一般の住民 

２．民間の事業者 

３．地方公共団体の職員 

４．その他［具体的な対象：                  ］

回答欄 
※次に Q26 をお答え下さい 

Ｑ２６．Q２５で回答された対象への働きかけが最も効果的だ、とお考えになった理由について、例にならって記述し

てください。 

（3を選択した場合の回答例）県内で生じている「過剰反応」の事例の多くが、市町村などの行政機関からの個

人情報の提供に関するものと把握しているため。 

※次にＱ27 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ２７．「過剰反応」への地方公共団体における対応策として効果的な取組に関して、具体的なお考えがありましたら、

Q２４、Q２５の内容に関わらず、ご自由に記述してください。 

※次にＱ28 をお答え下さい 

 
回答欄 
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都道府県名
部署人数※１
電話番号※２
ファックス番号※２
メールアドレス※２  

 
 

 

回答欄

Ｑ２８．貴都道府県では、今後、「過剰反応」への対応策として、具体的に実施を予定している取組はありますか。 

１．ある 

２．ない 
※「１」と回答した方 ⇒ Q29 をお答え下さい

「２」と回答した方 ⇒ Q30 をお答え下さい

Ｑ２９．「１．ある」と回答された場合、その具体的な内容について、記述してください。 

※次にＱ30 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ｑ３０．「過剰反応」への対応に関し、国に望む対策や支援がありましたら、ご自由に記述してください。 

※次にＱ31 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ⅳ．その他 

Ｑ３１．貴都道府県において、他の団体の参考となるような「過剰反応」に対する取組事例（市町村、学校、医療・

福祉機関、地域コミュニティによる取組）を把握しておられましたら、ご紹介いただければ幸いです。 

以上で、アンケートはすべて終了です。ご協力ありがとうございました。 

ご記入後のアンケート用紙は同封の封筒に入れて 2 月２２日(金)までにご返送ください。 

 

※１個人情報保護に関する業務に係わる人数をお書き下さい 
※２ご回答者の連絡先をご記入下さい 

Ｑ３２．貴都道府県の個人情報保護の体制等についてお答え下さい。 

※次にＱ32 をお答え下さい 

 
回答欄 

Ⅲ．「過剰反応」に対する今後の取組についてお伺いします 


